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Ａ．研究目的 

 地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の

各災害に対応した各病院の BCP（Business 

Continuity Plan）及び病院避難について定義

し、これらの計画策定を推進するための基本的

体制や計画作成の手引き書、ひな形を提供し、

都道府県や医療機関の施策として実行される

ための枠組みや行政的施策を提言することを

本研究の目的とした。その前提として、これま

での災害の知見、経験を反映していること、特

 研究要旨   

 本研究の目的は、地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した各病院の BCP

（Business Continuity Plan）及び病院避難について定義し、これらの計画策定を推進するた

めの基本的体制や計画のひな形と作成の手引き書を提供し、都道府県や医療機関の施策として

実行されるための枠組みや行政的施策を提言することである。 本年度の研究として BCP に関

して、企業や先進的事例についての聴取、病院 BCP の要件と計画に盛り込むべき必須項目やそ

の内容の決定、災害拠点病院の充実度を評価できる方策、病院避難の概念、消防、自衛隊、行

政との連携についての検討、病院避難の DMAT や医療班との連携についての検討、病院 BCP や

病院避難計画に関する研修会のあり方について検討、病院 BPC や病院避難に関する項目につい

ての EMIS 活用について検討等について実施した。具体的成果物として「病院 BCP（災害拠点病

院用）」「病院 BCP を策定するための手引き」「災害拠点病院充実度評価票」「病院立地とハザー

ドマップ、地域防災計画等の関連についての評価のためのチェックリスト」を呈示した。病院

BCP のひな形を呈示することで、各災害拠点病院での BCP 策定・見直しに役立てていただき、

結果として、早急にすべての災害拠点病院で一定の質が担保された計画の策定できることに貢

献することを目的としている。これにより都道府県や医療機関の災害対応能力の向上に寄与で

きると考えられる。 



 
 

に BCP に関しては、他の企業や先進的な事例を

反映していること、さらに、中小病院や有床診

療所の経営の現状をふまえ、医師会や病院協会

の関係者の意見を反映させ、理想では無く現実

可能性のある計画を提示することが必要であ

る。さらに、各医療機関や地域で継続的に改善

が図れるような体制や取り組みについての意

見を呈示することである。 

  

Ｂ．研究方法 

 2 ヵ年計画１年目の実施にあたり下記の内

容について研究者で分担して実施した。 

【平成 28年度実施した研究内容】 

① 近年発生した災害事例と学ぶべき教

訓について聴取した 

② BCP に関して、企業や先進的事例を聴

取した 

③ 医療機関における BCP の用語、定義、

概念について検討した 

④ 医療機関の BCP の要件と計画に盛り

込むべき必須項目やその内容を決定し、BCP の

考え方に基づいた災害対応マニュアルのひな

形を作成した 

⑤ 病院避難の概念、分類、消防、自衛隊、

行政との連携についての検討した 

⑥ 病院避難の DMAT や医療班との連携に

ついての検討した 

⑦ 自治体が使用可能な災害時の傷病者

受け入れ体制の病院調査に用いる調査票の策

定し、その運用の概要について検討した 

⑧ BCP や病院避難計画に関する研修会

について達成目標、受講対象、研修プログラム

等基本的事項について検討した 

⑨ BCP や病院避難に関する項目につい

ての EMIS 活用について検討した 

⑩ 平成 28 年熊本地震の際の病院被害、

病院避難の状況について調査した 

⑪ 平成 28 年熊本地震の病院避難にかか

わる DMAT 活動についてアンケート調査を実施

した 

【年間活動】 

平成 28 年 6 月 27 日、9 月 5 日、平成 29 年 2

月 6 日、3 月 15 日の計 4 回班会議を開催し、

分担研究を統括した。 

「病院 BCP に関する勉強会」として平成 28 年

12 月 22 日に兵庫医科大学 中尾博之先生、都

立広尾病院 中島康先生を招聘しそれぞれ「国

立大学病院長会議 災害対策マニュアルガイ

ドラインについて」「都立広尾病院における

BCP 病院災害対応計画」について情報提供をい

ただいた。また同時に分担研究者堀内義仁より

「BCP に考え方に基づいた病院災害対応計画

(案)について」研究代表者本間正人より「BCP

の考え方に基づいた病院災害対応計画作成の

手引きとアンケート調査について」研究成果を

発表し、意見交換を行った。平成 29年 1月 20

日に徳島大学大学院 理工学研究部 環境防災

研究センター 湯浅恭史先生を招聘し「実効性

のある医療機関の BCP(事業継続計画)とは」

の情報提供をいただいた。また同時に分担研究

者三村誠二より「BCP と病院避難に関する研

修会について」、研究代表者 本間正人より「鳥

取県における医療機関 BCPのとりくみ」研究

成果を発表し、意見交換を行った。 

【各分担研究者の研究テーマと研究内容】 

 (1) 災害拠点病院の充実度・達成度を評価で

きる方策についての検討（研究代表者 本間正

人）  

災害拠点病院の指定要件は、 平成 8年 5月 10

日発（健政発第４５１号）厚生省健康政策局

長通知（注：当時名）「災害時における初期

救急医療体制の充実強化について」、平成 24

年 3月 21 日発（医政発 0321 第２号）厚生労

働省医政局長通知「災害時における医療体制

の充実強化について」において規定されてき

た。しかしながら、これまで指定の根拠とな



 
 

る各災害拠点病院の実状は明らかでなく、指

定要件の達成状況も明らかでなかった。本研

究班では各都道府県が管下の災害拠点病院

に対して、災害拠点病院としての充実度・達

成度を調査できる書式の作成が求められた。

本研究班では、「自治体が使用可能な災害時

の傷病者受け入れ態勢の病院調査に用いる

調査票」として「災害拠点病院充実度評価票」

の検討を行った。 

  さらに、平成 27年 3月 24 日 厚生労働省

医政局地域医療計画課長通知（医政地発 0324

第 2 号）「災害拠点病院への傷病者受入れ体

制の確保に関する調査結果について」で明ら

かになったように、ハザードマップ等で災害

想定地域の中にあるにもかかわらず十分な

対応を取っていない災害拠点病院が多く存

在することが指摘されたため、病院の立地の

ハザードマップでの被害想定と対策につい

て自己点検することができる「病院立地とハ

ザードマップ、地域防災計画等の関連につい

ての評価のためのチェックリスト」を呈示し

た。 

 

(2) BCP の考え方に基づいた災害対応マニュア

ルについての研究 （堀内義仁 分担研究者） 

国立病院機構災害医療センターで病院計画を

研究して来た経験を活用し、「病院 BCP（災害

拠点病院用）」のひな形を作成し、分担研究者

や研究協力者の意見を統括し、呈示した。 

 

 (3) 病院避難における DMAT や医療班との連

携（小井土雄一分担者）  

病院避難の課題と対応策を検討する目的に、平

成 28 年熊本地震において病院避難に関わった

関係者に対して以下についてアンケート調査

および聞き取り調査を行い以下の項目につい

て専門家の意見を混じえて解決策を考察した。 

1.  病院避難を行なった全施設（避難元病

院）からの文書回答と各施設に対する聞

き取り調査 

2.  病院避難活動を行なった DMAT の活動

報告書 

3.  東熊本病院の病院避難活動を行なっ

た熊本市消防局に対する聞き取り調査 

 

(4) 病院避難についての概念、消防、自衛隊と

の連携についての研究(阿南英明 分担研究

者) 

 病院避難のあり方、用語の整理と概念の統一、

実施に際しての課題の抽出を目的として以下

の項目について分析した。 

1. 病院避難の定義と類型化 

2. 東日本大震災、東関東・東北豪雨、平成

28 年熊本地震などで実施された病院避難

の実例を類型分類にあてはめ、その妥当

性を分析した。 

3. 東日本大震災、東関東・東北豪雨、平成

28 年熊本地震の実例を集計分析して課題

を抽出した。 

 

 (5) 病院全体の避難、各々の災害対策本部に

おける調整（森野一真 分担研究者） 

以下の 2つの研究を行った。 

1. 災害対応の時系列記録から病院避難に関

連する記録の抽出と分析 

 平成 28 年熊本地震における、熊本県 DMAT

調整本部の記録の中から、全入院患者避難に関

係する時系列記録（4 月 15 日 3 時からから 4

月 18日 15 時まで）を病院ごとに抽出し、病院

避難とその調整の状況を分析した。 

2. 病院避難を主題とする机上訓練のあり方

の検討 

 非災害拠点病院における病院避難を想定し

た机上訓練プログラムを作成し、平成 28 年度

DMAT 東北実働参集訓練と連動させた。院内に

おける訓練は DMAT インストラクター並びに山



 
 

形県の DMAT 隊員を講師とした。実災害に準じ

た対応を経験させるため、 

1) XY 市立病院を管轄する DMAT 活

動拠点本部もしくは山形県 DMAT

調性本部が EMIS から XY 病院避

難の可能性を認識できるか。 

2) いずれかの時に本部がXY市立病

院に DMAT を派遣し、XY 市立病院

における状況確認と詳細入力を

指示できるか。 

 

上記 1)2)を DMAT の訓練課題とする一方、派遣

されたDMATがXY市立病院に到着可能な時刻と、

訓練中の病院が患者の避難を決定し、病院情報

が集約される時刻とを概ね一致するよう時間

調整を行った。これらの訓練運用は当事者には

伝えなかった。 

 

 (6) BCP と病院避難についての EMIS 活用に関

する研究(中山伸一分担研究者) 

 エマルゴトレインシステム®を用い、下記の

実災害にともなう病院避難の実例を参考に

しながら、EMIS の MATTS の入力や運用につい

てシミュレートし、現行の MATTS で運用可能

か、問題点は何か、について検討した。 

1） 実例１：平成 28 年熊本地震での東熊

本病院から東病院経由で被災地外の受入れ

病院に転院したケース 

2） 実例２：東日本大震災での石巻市立病

院から石巻総合運動公園、石巻総合運動公園

から霞目駐屯地経由で被災地外の受入れ病

院に転院したケース 

3） 以下について検討した。 

 病院避難患者の MATTS への登録は可能

か？ 

 経路情報（出発地、経由地、収容先など）

は入力可能か？ 

 どこで誰が入力するべきか？ 

 そもそもトラッキングの必要性は？対象

となる患者は？ 

 

(7) BCP や病院避難計画に関する研修会・シミ

ュレーションに関する研究(三村誠一分担研

究者) 

南海トラフ地震を想定したシナリオを作成し、

本研究班で開発した「想定災害拠点病院の業

務継続計画（BCP）」を活用し,病院見取り図、

周辺地図を使用しておこなう図上訓練形式

シミュレーションを検討した。 

 

(8) 岩手県における BCP や病院避難計画盛り

込むべき事例研究(眞瀬智彦分担研究者) 

 東日本大震災時、病院避難を実施した岩手県

内の６医療機関を対象として調査を行った。

内訳は、津波被害による病院避難を行った４

病院（岩手県立山田病院、岩手県立大槌病院、

釜石のぞみ病院、岩手県立高田病院）と地震

により建物の倒壊の危険があり避難を行っ

た２病院（岩手県立釜石病院、岩手県立大東

病院）。 

 方法は各医療機関へ郵送にてアンケート調

査を行った。内容は、病院建物の浸水・倒壊

状況、通信状態（固定電話、携帯電話、衛星

電話、インターネットの接続状況と復旧状

況）。ライフライン（電気、水道の途絶、復

旧状態）、医療ガスの使用状況、物資支援の

時期と支援先機関、についての調査を行った。

また、病院避難の時期と搬送手段、搬送先に

ついても調査を実施した。 

 

 (9) 宮城県における BCP や病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(山内 聡分担研究者) 

東日本大震災時急性期に行われた宮城県内の

５つの病院避難のうち、1)最も大規模な病院

避難となった石巻市立病院と 2)災害拠点病

院で病院避難を行った東北厚生年金病院（現



 
 

東北医科薬科大学病院）について調査を行っ

た。 

 研究方法としては、関連文献検索、病院避難

時に主要な役割を果たした医師（研究協力者）

にヒアリングを行った。 

 

(10) 福島県における BCP や病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(島田二郎分担研究者) 

東日本大震災における以下の福島県内で行わ

れた病院避難事例を振り返り、その問題点を

抽出した。 

1. 福島第一原子力発電所 20ｋｍ圏内におけ

る避難 

2. 福島第一原子力発電所 20-30ｋｍ圏内に

おける避難 

 

(11) 茨城県における BCP や病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(阿竹茂分担研究者) 

  平成23年の東日本大震災と平成27年の関

東・東北豪雨(常総水害)で、茨城県内の病院

避難となった病院の状況を、DMAT の活動と論

文、学会発表の内容から調査した。病院機能

を維持し病院避難を回避するための計画と

実際の病院避難の課題とを検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

【平成 28 年度研究班の成果物】 

平成 28 年度の本研究班の具体的成果物として、

「病院避難の定義、分類」「病院 BCP（災害拠

点病院用）」「病院 BCP を策定するための手引

き」「災害拠点病院充実度評価票」「病院立地

とハザードマップ、地域防災計画等の関連に

ついての評価のためのチェックリスト」があ

げられる。 

【各研究者の研究成果】 

(1)  災害拠点病院の充実度・達成度を評価でき

る方策についての検討（研究代表者 本間正人）  

「自治体が使用可能な災害時の傷病者受け入

れ態勢の病院調査に用いる調査票」が必要との

要請を受け、「災害拠点病院充実度評価票」を

策定した。作成するにあたり、災害拠点病院に

指定要件を詳細に検討し、その内容を分割して、

（S）Structure（構造） （P）Process 過程 

（O）Outcome 結果に分類し、（S）（P）(O)全

てが評価できるように配慮して、チェックリス

トを作成した。必須項目を赤（R）、望ましい項

目を黄色（Y）とし、配点を加えた。なお、各

項目の配点は本来、各項目の重要度毎にウエイ

トとして加味して点数を定義する必要がある

が、今回は暫定的なものとして例示した。災害

拠点病院として必須項目が満たされない場合

はマイナスとして減点し、望ましい項目で満た

されていればプラスとして加点できるように

配慮した。合計点を計算することにより各災害

拠点病院の到達度を点数として算出すること

が可能となる。今後のデータの集積により項目

やウエイト（点数）を見直す必要があるであろ

う。 

 なお、厚生労働省医政局地域医療計画課長通

知（医政地発 0324 第 2 号 平成 27 年 3 月 24

日）「災害拠点病院への傷病者受入れ体制の確

保に関する調査結果について」ハザードマップ

等における被災が想定された災害拠点病院に

おける具体的対策の検討・実施状況について集

計したところ対応策が十分でない災害拠点病

院が少なくなく、今後もフォローアップ調査を

行う必要があるとの観点から、本調査用紙に 

その内容についても付加した。 

 

(2) BCP の考え方に基づいた災害対応マニュア

ルについての研究 （堀内義仁 分担研究者）  

「病院 BCP（災害拠点病院用）」と「病院 BCP

を策定するための手引き」を呈示した。詳細に

ついては分担報告書および資料を参考のこと。 

 

(3)病院避難における DMAT や医療班との連携



 
 

についての研究（小井土雄一分担研究者）  

1)前震とされる平成28年4月14日の地震以降

の4月15日から4月 20日の6日間に熊本県内

で病院避難が行われたのは 11 施設であった。

そのうち、5施設が精神科病院であった。 

2)診療継続困難となった原因は下記の通りで

あった。 

 ・建物被害  10 施設 

 亀裂・落ち込み 8施設 

 水道管破裂  6 施設 

 耐震性の問題  2 施設 

 ・水供給なし  10 施設 

 ・電気供給なし 8 施設 

 ・医療ガス供給なし  3 施設 

 ・職員不足   1 施設 

 ・その他（裏山崩落の恐れ）1施設 

         （重複あり） 

 

(4) 病院避難についての概念、消防、自衛隊と

の連携についての研究(阿南英明 分担研究

者) 

１．病院避難の定義 

大規模地震、火災、土砂災害、水害など突発的

な事項により、病院入院患者及び職員の安全を

確保するために院外へ移動させること。特に担

送、護送など医療的支援が必要な患者移動を指

す。分類に関しては移動の段階を重視した分類

案１と優先度を反映し単純化した分類案２と

を考案した。 

１）分類案１ 

緊急避難（A）：火災、倒壊により一刻も早く病

棟や病院から外へ患者を出す。他病棟または屋

外へ一時避難すること。 

救助転院：病院の損壊やライフライン途絶によ

り、病院の機能維持が困難な場合。転送先を決

めて患者を車両や航空機によって病院敷地外

や他の施設へ患者を移送すること。 

・直接救助転院（B）：直接医療機関へ転院する

こと。 

・間接救助転院（C）：一度広場や公園など医療

機関以外へ搬送してから医療機関へ搬送する

こと。 

２）分類案２ 

救助転院（A）：ライフライン途絶により、病院

の機能維持が困難な場合に転送先を決めて患

者を車両や航空機によって他の施設へ患者を

移送すること。緊急救助転院に比較して病院施

設内に留まることの危険性は低い。 

緊急救助転院（B）：離脱（C）をした場合、屋

外の患者を迅速に医療機関へ転院させること。 

いずれも必要に応じて一時広場や公園など医

療機関以外の場所を介して搬送することがあ

る。 

２． 実災害での結果 

分類案１に基づいた場合、東日本大震災におい

て津波被害による病院機能不全では直接救助

転院（B）7 施設と間接救助転院（C）7 施設で

実施されたが、緊急避難（A）は少なく、茨城

県において 2施設で実施され、その後直接救助

転院を実施した（A+B）。一方、熊本地震など建

物倒壊危険がある場合は緊急避難を介して救

助転院を実施したケース（A+B または A+C）が

多く 8施設で実施された。受け入れ病院が決定

しないが切迫した危険がある場合や原子力災

害等スクリーニング作業を要する場合には間

接救助転院（C）を実施される傾向があり、福

島県での実施数が多かった。 

分類案２に基づいた場合、病院から直接転院す

る場合と離脱場所から他院へ搬送する場合の

2つに分けられる。建物倒壊の危険性が高い熊

本地震では 11 施設中 8 施設において離脱に続

く緊急救助転院が実施され比率が高かった。 

３． 病院避難に関する実例分析に伴う課

題抽出 

1)  必要性の判断：現場の受援・支援医療

者による判断は大きなストレスを受ける



 
 

事態であり、建物倒壊のリスクに関して

は応急危険度判定など客観判断などを超

急性期に導入する必要がある。病院長や

病院管理者が適切な病院避難の判断がで

きることを支援する態勢の検討が必要で

あるとの意見もあった。 

2) 実施のための組織構築・調整、関係機関：

実施調整依頼は、被災病院から都道府県

DMAT 調整本部へ行うなど DMAT を介した

都道府県への依頼が多かった。また特殊

事情を考慮して DPAT（災害派遣精神医療

チーム）による精神科病院での判断も存

在した。受け入れ先選定の調整に関して

は大規模調整として都道府県（DMAT 調整

本部）が実施したケースが多い。しかし、

個別の事情や日常的な交流関係から病院

間での交渉もみられた。搬送支援の関係

機関に関しては、都道府県庁内での調整

がしやすいことから、自衛隊による搬送

の有用性を示す報告が多かった。他に

DMAT の車両や民間救急車の活用もあった。

一方で消防機関の活用に関しては非常に

難渋した報告が多数みられた。 

3) 搬送実施の役割分担（危険な施設内と施

設外搬送）：活動場所に関する分担は不明

確な実施が多かった。支援医療者には危

険場所での活動に関する心理的負担が大

きく、建物内侵入の妥当性の判断を迫ら

れる現場リーダーも負担が大きかったと

推測される。 

4) 医療情報の伝達手段：これまでの病院避

難の活動で、患者情報の一括管理が実行

されていない。病院避難の活動において、

どの患者が、どのような移動手段で、最

終的にどこの医療機関に収容されたのか

の情報は重要であることは、過去に病院

避難に携わった多くの医療者や受け入れ

た病院職員が認識している。DMAT 等が医

療搬送の際に使用する医療搬送カルテ

（災害時診療情報提供書）を活用しなが

ら、搬送中に患者と分離しないような医

療情報提供の重要性が示された。日常診

療において院内で電子カルテを運用して

いる施設は多くなかった状況下で、実際

に被災した医療機関の中に電子カルテを

使用していた施設は存在した。今回の調

査では明確な問題抽出ができなかったが、

停電による情報出力が困難になることは

十分に考えられる。今後対策を講じる必

要性は高いであろう。 

5) 搬送優先順位：従来の災害トリアージと

は異なり、搬送先決定者が優先されるな

ど患者の病態が優先度に必ずしも反映し

ないケースが多かった。その決定は病院

医師の判断を尊重すべきであると考える。 

6) 搬送前の準備資材：輸液、酸素、保温、

移動器具、カルテなどほとんどが DMAT が

持参した資機材を活用していた。 

7) 患者追跡（トラッキング）：搬送先が不明

になった報告があった。避難の際に一覧

表での患者管理の重要性は病院避難に従

事した医療者にとって共通の認識であっ

た。 

8) 特殊患者（身体障がい者、周産期妊婦、

精神疾患、新生児など）に関する特性：

平時から存在する透析患者のネットワー

クや、周産期、NICU などに関する個別ネ

ットワークの連携は機能し、有用性は認

められた。 

9) その他：他院へ患者を移動する際に患者

の同意が得られない際の対応や、他院へ

患者を移動する際の費用弁償、患者を戻

す際の費用弁償などが課題として考えら

れた。   

       

(5) 病院全体の避難、各々の災害対策本部にお



 
 

ける調整に関する研究（森野一真 分担研究

者） 

1） 災害対応の時系列記録から病院避難

に関連する記録の抽出と分析 

 熊本県 DMAT 調整本部の時系列記録（4月 15

日から 4 月 18 日まで）から病院避難に関連

する記録に上がったのは 11 病院であった。

全入院患者の避難が開始日は 16 日が 6 病院

と最も多く、次いで 15日と 17日が 2病院ず

つ、18日が 1病院であった。1病院あたりの

平均避難患者数は 103 名で、最大 310 名、最

小 20名、中央値 65 名であった。活動記録に

は正確な開始時刻と終了時刻の記載がほと

んどないため推定となるが、避難に要する所

要時間は平均 17 時間、最大 52 時間、最小 4

時間、中央値 14時間であった。1時間当たり

の搬送患者数は平均 9名、最大 25 名、最小 1

名、中央値 8名であった。推定所要時間なら

びに時間当たりの搬送患者数には深夜の休

止時間も含まれる。避難が深夜にかからない

4 病院（A、C、I、J）に関してみると、平均

避難患者数90名、推定平均所要時間13時間、

1時間当たりの平均搬送患者数12名であった。

また、深夜を通して行った E病院では 310 名

の避難を推定 16 時間で行い、1時間当たりの

平均搬送患者数は 19 名であった。 

2） 病院避難を主題とする机上訓練のあ

り方の検討 

 机上研修中に派遣 DMAT が実際に登場し、病

院避難調整の初動を行う場面を経験するこ

とが可能となり、参加者からも病院避難のイ

メージがついたとの評価があった。 

 

(6) BCP と病院避難についての EMIS 活用に関

する研究(中山伸一研究分担者) 

1） 実例１と２の病院避難では、経由地な

ど搬送ルートや搬送手段が多少異なってい

た。 

（実例１）避難元病院⇒病院前現場指揮所⇒東

病院⇒他病院や帰宅が主なルートで、搬送手

段は救急車や DMAT 車輛。 

（実例２）避難元病院⇒石巻総合運動公園 SCU

⇒霞目駐屯地・花巻空港 SCU⇒他病院が主な

ルートで、搬送手段は元病院⇒石巻運動公園

⇒霞目駐屯地まではヘリコプター、その後救

急車、自衛隊車輛や DMAT 車輛など。 

2） いずれのケースにおいても病院避難

の患者の MATTS 登録は可能である。ただし、

傷病名の分類が少ないので、「その他」への

分類を余儀無くされることが多いと想像さ

れ、病名と特記事項の欄に別途自由記載する

作業が必要である。 

3） 経由地は、SCU であれば通常 EMIS 上

で指定済みであり選択するだけで入力可能

だが、搬送元病院や病院以外の経由場所は指

定されているとは限らないので選択入力で

きない。ただし、臨時登録すれば可能。 

4） MATTS にどこで誰が入力するかにつ

いて議論したが、MATTS への登録業務に専念

し得る環境を考えると、場所は SCU、担当は

DMAT 以外には事実上不可能と考えられた。 

5） 病院避難において、患者本人はもとよ

り家族、そして事後での災害医学的検討など

も視野に入れれば、トラッキングは重要かつ

必要であろう。ただし、経路が単純である病

院避難、すなわち元病院と受入れ病院が１対

１対応であるいわゆる直接転院では不要で

あろう。 

6） 以上から、現行の MATTS を用いても、

工夫すれば、病院避難において運用、活用は

可能と考えられた。ただし、その特徴を踏ま

えた modification を MATTS に加え、病院避

難専用のシステムを EMIS 上に整備すること

も一法である。 

 

(7) BCP や病院避難計画に関する研修会・シミ



 
 

ュレーションに関する研究(三村誠一分担研

究者) 

南海トラフ地震を想定したシナリオを作成

し、図上訓練形式で、病院見取り図、周辺地

図を使用しシミュレーションを行うことを

研究目標とした。本年度研究ではプログラム

及びシナリオを作成した。急性期の職員、患

者避難に関しては、細かなロジスティクス面

を反映させることができた。また、院内災害

対策本部の活動に関してもシミュレートを

行うことができた。しかしながら、病院避難

に伴う病院インフラ（電気、水、食料、医薬

品）の設定や、発災前の備蓄、インフラ整備

などに言及できていない。実際にシミュレー

ションを実施し、精緻化をはかる必要がある。 

 

(8) 岩手県における BCP や病院避難計画盛り

込むべき事例研究(眞瀬智彦分担研究者) 

１. 津波被害を受けた医療機関 

１）岩手県立山田病院 

 津波による浸水のため、ライフライン・通信

機器等が全機能停止した。貯水槽に残ってい

た水、ストーブ等で凌いでいたが、病院幹部

と支援 DMAT 間での協議の結果病院避難を行

うこととなった。搬送手段は主に DMAT の車

両で、搬送先は医療圏の災害拠点病院である、

岩手県立宮古病院を経由し、内陸（盛岡医療

圏）へ転院搬送となった。 

２） 岩手県立大槌病院 

 津波による浸水のため、ライフライン・通信

機器等が全機能停止した。津波の再襲来が危

惧されたため、高台にある岩手県立高田高校

と福祉施設へ避難した。搬送は自院職員のみ

によって車いすを使用して行われた。その後、

医療圏の災害拠点病院である岩手県立釜石

病院へ転院後、内陸（中部医療圏、胆江医療

圏）へ転院となった。搬送手段は主に救急車

であった。 

３） 釜石のぞみ病院 

 津波による浸水のため、ライフライン・通信

機器等が全機能停止した。当初、県に対して

発電機、ストーブ、灯油等の要請を行い、提

供を受けるも診療継続は困難となり、医療圏

の災害拠点病院と相談の結果、病院避難を行

うこととなった。搬送手段は主に自衛隊の救

急車であり、搬送先は主に胆江医療圏であっ

た。 

４） 岩手県立高田病院 

 津波による浸水のため、ライフライン・通信

機器等が全機能停止した。発災直後、入院患

者・職員は屋上へ避難し、屋上待避している

ところを警察経由で県庁に救助を要請した。

発災翌日、日の出とともに消防と自衛隊のヘ

リコプターによる救助が行われ、医療機関・

施設・避難所等に搬送された。 

 

２. 地震により倒壊の危険があり病院避難を

行った医療機関 

１） 岩手県立釜石病院 

 この医療圏の災害拠点病院である。災害拠点

病院であるが、耐震化がなされていなかった

ため、平成２３年４月から耐震化の補強工事

が行われる予定であった。発災直後、建物の

倒壊の可能性が危惧され、駐車場へ緊急避難

した。その後、耐震化されていた新棟で入院

治療を行うこととしたが、その病床数は３０

床程度であり、大多数の入院患者について、

病院避難が必要となった。搬送先は主に盛岡

医療圏と中部医療圏であった。搬送手段はド

クターヘリ、消防及び自衛隊のヘリコプター、

救急車、バス等が用いられた。 

２）岩手県立大東病院 

 施設の耐震化がなされていなかったため、建

物に多数の段差、ひび等が入り、危険なため

病院避難となった。転院日は発災当日であり、

平時から連携をとり、被災者の診療を行って



 
 

いる同じ医療圏の岩手県立千厩病院へ、救急

車および町のバスで転院した。 

 

３. 病院避難を行った医療機関の症状者の搬

送時期と搬送手段 

  搬送時期は医療機関によってまちまちで

あった。搬送手段は早期にはヘリコプターが

使用され、消防・DMAT・自衛隊救急車、バス

などが使用された。 

 

(9) 宮城県における BCP や病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(山内 聡分担研究者) 

1)石巻市立病院、東北厚生年金病院の病院避難 

 詳細については分担研究報告書を参照のこ

と 

2)宮城県における防ぎえる災害死に関する研

究より BCP に関する検討 

 著者らは宮城県内の147病院のうち、調査の

同意が得られた災害拠点病院14病院と非災害

拠点病院82病院を調査対象病院として、防ぎえ

た災害死（Preventable Disaster Death；PDD）

に関する訪問調査を施行した。PDDは『非災害

時でその地域や病院が通常の環境・診療体制で

あれば救命できたと考えられる死亡』と定義し

た。2011年3月11日から4月1日における死亡患

者(1,243名) の診療録に基づきデータベース

を作成後にPDDの判定を行った。対象患者の中

に125名のPDDが存在した。死亡例に占めるPDD

の割合は、災害拠点病院と非災害拠点病院間で

は有意差を認めなかったが、沿岸では内陸と比

較し有意に高かった（17.3％ vs 6.3％, P＜

0.001）。非災害拠点病院では、一般病床数が100

床未満の施設、療養病床を有する施設の方が

PDDの割合が有意に高かった。PDDの原因とし

て、エリア別では、沿岸で医療物資不足、ラ

イフラインの途絶、医療介入の遅れ、避難

所・居住環境悪化が多く、内陸では、医療介

入の遅れ、ライフラインの途絶が多くなって

いた。病院機能別では、災害拠点病院で、医

療介入の遅れ、避難所・居住環境悪化、医療

物資不足が多く、一方、非災害拠点病院で、

ライフラインの途絶、医療物資不足、医療介

入の遅れ、域内搬送不能等が挙げられた。 

 PDDの病院因子の主な原因となっているラ

イフラインの途絶、医療物資不足、人的資源

不足、病院後因子の域内搬送計画は病院BCP

として対応すべき事項であり、PDDの原因の

43.0％（99／230）を占めていた。災害拠点

病院のみならず、特に一般病床数の少ない非

災害拠点病院、療養病床をもつ病院において

もこれらの整備を含めた病院BCPの策定が必

要である。 

 

(10) 福島県における BCP や病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(島田二郎分担研究者) 

１． 福島第一原子力発電所 20ｋｍ圏内におけ

る避難 

この地域には 5病院が存在した。避難は緊

急を要したため、十分な事前の計画がなく

避難が行われた。避難者の詳細な経過は現

時点でも報告されていないが、新聞報道等

によれば双葉病院の避難に於いて約 50名

の入院患者が避難過程で死亡したと報道

されている。この病院避難での問題点は、

第一に、原子力発電所近辺であるにもかか

わらず、有事に際して病院避難が起こりう

ることを全く想定しておらず避難計画が

なかった（BCP および病院避難計画の欠如）

ことが挙げられる。第二に、被ばくの可能

性のある危険地域において医療対応を行

えるチームが無く、避難中の医療継続が行

われなかったこと、第三に、避難を行う病

院が、EMIS や衛星携帯電話などの、病院

の状況を発信する手段が欠如し、災害対策

本部での認識が十分でなかったことなど

が考えられた。 



 
 

２． 福島第一原子力発電所 20-30ｋｍ圏内に

おける避難 

この地域には南相馬市に５病院、広野町に

１病院が存在した。この地域の病院避難は、

病院機能を維持するための人的物的要素の

絶対的欠如によるものであった。病院避難に

おいては、福島県医療対策本部が関与した避

難514例において搬送中の死亡は回避できた。

しかしながら、約 20％の患者が、避難後半年

以内に死亡していた。この病院避難における

問題点は、第一に物流停止や職員避難に伴う

病院機能低下の際の対応計画の欠如が挙げ

られる、次に、屋内退避とされた危険地域に

おいて活動できる医療チームの欠如、さらに、

実施主体が不明確で責任の所在が不明であ

ったこと、等が考えられた。 

 

(11) 茨城県における BCP や病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(阿竹茂分担研究者) 

１．東日本大震災 

 東日本大震災で茨城県は広域に震度 6 弱～

強の地震が発生し、沿岸部に 3～5mの津波を

受けたが、多数傷病者の発生はなかった。茨

城県は広域にライフラインが途絶し、広域の

通信障害が生じた。水戸市の水戸協同病院

（総合病院、2 次救急病院）、北茨城市立病

院（総合病院、2 次救急病院）、廣橋第一病

院(一般、精神科病院)の病院避難が実施さ

れた。（詳細は分担研究者報告書を参照） 

２．関東・東北豪雨による常総水害 

 平成 27年 9月 10 日関東・東北豪雨で午後 0

時 50 分に鬼怒川の堤防が決壊した。消防、

自衛隊、警察による水害地域の多数の住民の

避難、救助が行われたが、医療需要の急激な

増加はなかった。被災状況や医療需要が明ら

かでない中、午後 6 時に県庁に DMAT 調整本

部を設置、つくば 2次保健医療圏の災害拠点

病院に DMAT 参集活動拠点を設置し、災害医

療を開始した。常総市水海道のきぬ医師会病

院と水海道さくら病院（一般、透析病院）で

病院避難が行われた。（詳細は分担研究者報

告書を参照） 

 

Ｄ．考察 

 東日本震災では病院被害が著しかった施設

はもちろん、広域なインフラの破綻によって多

くの施設で「想定外」の事態に遭遇し、マニュ

アルの実効性については、多くの問題点が明ら

かとなった。この根本的な原因として、「不測

の事態」に対する具体的なイメージに欠け、そ

のために必要な措置を行うための「備え」が足

りなかった。これを打破する考え方として、昨

今、一般企業や行政におけるBCPがクローズア

ップされ、病院BCPも不可欠なものとして認識

されるようになった。山内分担研究者の研究で

も、「ライフラインの途絶、医療物資不足、人

的資源不足、病院避難計画の欠如が防ぎえた災

害死PDDの43%の原因であった。病院BCPの整備

は極めて重要であり、災害拠点病院のみならず、

特に一般病床数の少ない非災害拠点病院、療養

病床をもつ病院においても病院BCPの策定が必

要であることが強調されている（山内分担研究

分担研究報告書）。 

 これら反省をもとに、平成24年3月21日に厚

生労働省医政局長からの各都道府県等にむけ

た、「災害時における医療体制の充実強化につ

いて」により、「医療機関は自ら被災すること

を想定して災害対策マニュアルを作成すると

ともに業務継続計画の作成に努められたいこ

と」が示され、平成29年3月には災害拠点病院

の要件が改められ、全ての災害拠点病院はBCP

の整備が求められることとなった。 

 われわれは平成 24 年度厚生労働科学研究

「東日本大震災における疾病構造と死因に関

する研究」(主任研究者 小井土雄一)の成果物

として「BCP の考え方に基づいた病院災害対応



 
 

計画作成の手引き」「BCP チェックリスト」を

示してきた。これに基づき、平成 25 年 9 月 4

日厚生労働省指導課長通知として「病院におけ

る BCP の考え方に基づいた災害対策マニュア

ルについて」が、全国の都道府県衛生主管部長

へ情報提供がなされた。しかし、災害拠点病院

が備えるべき BCP の具体的なモデルを呈示し

て欲しいとの意見も少なくないため、本研究班

において、「病院 BCP（災害拠点病院用）」「病

院 BCP を策定するための手引き」を呈示した。

病院 BCP のひな形を呈示することで、各災害拠

点病院での BCP 策定・見直しに役立てていただ

き、結果として、早急にすべての災害拠点病院

で一定の質が担保された計画の策定できるこ

とに貢献することを目的としている。 

 本研究における限界としては、災害拠点病院

が遭遇する災害は各種あるので想定されるす

べての災害に対する BCP を整備する必要があ

るが、津波災害や山崩れなどの各論的な災害対

策についてはあえて触れず、全ての病院が遭遇

する可能性のある直下型の地震災害に対する

BCP を最小公倍数として取り上げた。 

 病院ごとに想定される災害を熟知し、ハザー

ドマップや都道府県や市町村毎の被害想定を

もとに病院の被害状況を的確に予想し、個別の

病院立地に適合する BCP が作成できることが

理想的である。 

 実効性のある BCP を各医療機関が整備する

ためには、「ひな形の単なるコピー」「一部の方

の作文」ではなく病院の中に BCP 作成の組織を

立ち上げ多くの職員で議論しながら実効性の

ある病院 BCP を作成する必要がある。すでに呈

示した「BCP チェックリスト」に加え、本年度

の研究で新たに災害拠点病院の要件について

の点検できる「災害拠点病院充実度評価票」を、

病院の立地のハザードマップでの被害想定と

対策について自己点検することができる「病院

立地とハザードマップ、地域防災計画等の関連

についての評価のためのチェックリスト」を同

時に呈示した。各施設で自病院の計画や病院

BCP をチャックすることにより PDCA サイクル

を回転させる活動につなげていただきたい。 

 地域ぐるみの BCP（DCP：District Continuity 

Plan 地域継続計画）の中に病院 BCP があるこ

とが望ましいが、地域ぐるみの BCP の策定には

まだまだ多くの障壁や問題があり、その完成は

なかなか望めないところである。さらに、これ

までに述べたように災害時に特に脆弱である

災害拠点病院以外の病院、医院に対しての BCP

も不可欠ではあるが、本年度は触れず今後の研

究課題とした。 

 多くの分担研究者が述べているとおり「病院

避難」は重要なテーマである。本研究班では、

病院避難計画は BCP の一部との認識で一致し

た。つまり、病院の被害レベル（軽微、重篤、

危機的）に応じて災害マニュアル→病院 BCP

（狭義）→病院避難計画書と連続的な計画が必

要であろう。これら全てを含む計画が病院 BCP

（広義）であると考える。従って各病院が病院

の建物やライフラインが途絶した場合の危機

的状況を想定して BCP の一部として病院避難

計画を整備する必要がある。阿南分担研究者の

報告書に詳細にあるとおり、概念や定義、分類

に関する提案が行われた。病院避難という言葉

を聞いて想起する内容が一般市民と災害医療

支援者で異なっている可能性がある。火災の際

に病院外へ急いで避難することも、病院避難と

とらえる人がいる一方で、災害医療分野では機

能破たんした病院から他の医療機関へ患者を

移動させることを指すことが一般的である。ま

た、病院の倒壊危険性や機能破たんなどにより

実施される患者移動は、患者にとってもはや病

院での安全が保障されない災害現場になった

ことを意味する。こうした状況での患者移動を

病院避難と呼ぶべきであり、日常的に行われる

個別患者の治療を目的にした転院搬送と明確



 
 

に区別する必要がある。患者搬送に協力する機

関として、一般に想起しやすい消防機関の協力

を得ることが困難であった報告が多かった。こ

のことは前述の定義や分類に関する議論、特に

名称の付け方に大きく影響すると考える。消防

機関が病院避難に積極的にかかわるためには、

事前協議を重ね、十分な理解を求める必要があ

り、緊急消防援助隊の優先活動としての位置づ

けを確立することが重要である。そのためにも、

平時に病院間で行われる患者の「転院搬送」と

は異なり、被災病院は医療機能を失った災害現

場である概念を浸透する必要がある。この点を

強調するために「救助転院」の用語を使用する

ことで消防関係者に対する概念理解の一助に

なることを期待する。 

 さらに、具体的な病院避難オペレーションに

関しても実施の判断、搬送実施の役割分担、医

療情報の伝達手段、搬送優先順位、搬送前の搬

送準備、患者追跡、特殊患者の対応等について

事前に BCP の一部として病院避難計画書を策

定しておく必要がある。しかし、１病院だけで

は解決できない内容、例えば移動手段の確保、

搬送介助要員の確保、搬送先（医療機関）の確

保、さらに制度的な問題として他院へ患者を移

動する際に患者の同意が得られない際の対応

や、他院へ患者を移動する際の費用弁償、搬送

先の負担増に対する弁償、患者を戻す際の費用

弁償、患者搬送中の責任所在など未解決な問題

が指摘された。今後、すべての災害拠点病院に

おいて病院 BCP の一部として病院避難計画書

の作成が必要となるので、これらの課題の解決

が急務である。病院避難については平成 29 年

度の本研究班の重要テーマとして位置づけ、

「病院避難マニュアル」が呈示できるよう関係

者と協議する予定である。 

 平成 28 年熊本地震では病院管理者は病院避

難の決定について難渋したとのことである。事

案の検討からは、倒壊危険判断の迅速化に関し

ての問題は大きい。応急危険度判定士の緊急派

遣による緊急判断実施や自動診断開発など、大

きな仕組みの介入が求められる。また、病院避

難の判断や実施を助言・支援する体制も必要と

なるであろう。 

 

Ｅ．結論 

 本年度の研究として BCP に関して、企業や

先進的事例についての聴取、病院 BCP の要件と

計画に盛り込むべき必須項目やその内容の決

定、災害拠点病院の充実度を評価できる方策、

病院避難の概念、消防、自衛隊、行政との連携

についての検討、病院避難の DMAT や医療班と

の連携についての検討、病院 BCP や病院避難計

画に関する研修会のあり方について検討、病院

BPC や病院避難に関する項目についての EMIS

活用について検討等について実施した。具体的

成果物として「想定災害拠点病院の業務継続計

画（BCP）」「病院における BCP（病院 BCP）を策

定するための手引き」「災害拠点病院充実度評

価票」「病院立地とハザードマップ、地域防災

計画等の関連についての評価のためのチェッ

クリスト」を呈示した。 
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平成２８年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 

 

「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した BCP及び 

病院避難計画策定に関する研究」 

 

分担研究 

「BCPの考え方に基づいた災害対応マニュアルについての研究」 

 

研究分担者 堀内 義仁 （横浜市立市民病院 科長） 

 

研究要旨 

 事業継続計画：Business Continuity Plan 以下 BCP）の概念は、元来企業や工場がトラ

ブルに陥った際に被害を最小限に食い止め、効率的に元の状態に復旧させるための計画で

あり、病院における BCP（病院 BCP）とは性質を異にする内容も多いため、病院 BCP として

盛り込むべき内容を規定し、質を担保してゆく必要がある。本研究では、各病院が自律的に

病院 BCPを作成できることを援助する目的に、「病院 BCP（災害拠点病院用）」と「病院 BCP

を策定するための手引き」を呈示した。これらの資料は各施設の置かれた環境・諸条件によっ

て、取捨選択し、また内容を変更してゆけば、その施設での病院 BCPが出来上がることをイメ

ージしている。本資料が多く活用され病院 BCP整備に寄与することを望む。 

 

A．研究目的  

BCP の概念は、元来企業や工場がトラブル

に陥った際に被害を最小限に食い止め、効率

的に元の状態に復旧させるための計画であり、

病院における BCP（病院 BCP）とは性質を異

にする内容も多いため、病院BCPとして盛り込

むべき内容を規定し、質を担保してゆく必要が

ある。われわれはこれまでに厚生労働科学研

究において平成 24 年に「BCP の考え方に基

づいた病院災害対応計画作成の手引き」

「BCP チェックリスト」（平成 24 年度厚生労働

科学研究「東日本大震災における疾病構造と

死因に関する研究」（代表者：小井土 雄一）を

作成してきた。さらに、本研究では、全国の災

害拠点病院を対象として、より具体的な内容に

踏み込み、改めて作成のためのノウハウを含め

た手引きを作成するとともに、実際に手引きに

基づいた災害拠点病院向けの病院 BCP のひ

な形を呈示することで、各災害拠点病院での

BCP策定・見直しに役立てていただき、結果と

して、早急にすべての災害拠点病院で一定の

質が担保された計画の策定できることに貢献

することを目的としている。 

 

B．研究方法 

国立病院機構災害医療センターで病院計

画を研究して来た経験を活用し、「病院 BCP

（災害拠点病院用）」と「病院 BCP を策定する

ための手引き」を作成し、分担研究者や研究

協力者の意見を統括し、呈示した。 

 

C．研究結果 

１）「病院 BCP(災害拠点病院用)」を呈示した。

BCPの全体像を図に示した（資料１）。 



 
資料１ 病院 BCPの全体像 

 

②「病院 BCP を策定するための手引き」を呈

示した。 

 施設の置かれた環境・諸条件によって、取捨

選択し、また内容を変更してゆけば、その施設

での BCP が出来上がることをイメージしている。

以下がその概要である。 

【作成・管理のためのステップ】 

（BCPを誰がどう作り、どう管理するのか） 

１．BCP作成のための組織 

作成の方針を立て、作成に必要な作業を整

理して分担し作業を行い、それを合わせたもの

を評価して、決定するためには、「委員会」や

「部会」などの組織が不可欠である。 

２．組織のメンバー構成 

この組織には BCP 全体のイメージを掌握し、

会を取り仕切る少人数（一人から数名）を中心

として、作業を分掌するのがよい。分掌された

作業を遂行するためその内容に詳しい人材が

担当する必要があるため、医療関係、地域や

施設における種々の規定、物品関係、施設・

設備関係、通信関係などに詳しい担当者を

種々の職種から選ぶ必要がある。 

３．成果の評価・決定 

完成分の評価のために進捗に合わせて定

期的会合を開く必要がある。成果物の最終決

定は病院の最高責任者によって決裁される。 

４．BCPの周知 

 BCP は職員全体に共有され、理解されること

が必要である。 

５．BCPの管理（点検・見直し・改善） 

 作成された BCP は定期的に、あるいは状況

の変化にあわせ、繰り返し見直しが行われ現

状に合ったものでなければならない。 

 

【全体構成（章立て）のための前提】 

 まず、BCPがどのような災害を対象として、院

内外のどのような範囲に適応させるのかを明確

にする必要がある。次に、盛り込む内容は、時

系列（時間軸・タイムライン）、に合わせて計画、

準備、行動に分類する必要がある。この分類を

まとめたものが「章立て」の基軸となる。 

 BCP を作成するにあたり、まずは自院がどの

ような地理的・立地条件にあり、どのような災害

が想定されるのか、そして地域に対してどのよ

うな社会的責任を求められているのかを分析し

て明確にする必要がある。災害の中でも地震

は日本全国どこでも発生する災害であり、全て

の病院のBCPの基本となる。BCPの目的であ

るが、これも自院の病院としての機能を維持し

て、あるいは可及的に速やかに回復して自院

の入院患者のみならず、周辺地域の、あるい

は災害拠点病院であれば遠隔からの被災患

者の受入れやコントロールを行うことであろうし、

その機能継続期間を災害急性期から亜急性

期、そして慢性期へ継ぎ目なく移行できるよう

十分長期に継続できるように準備しておくこと

にある。 



 

D．考察  

 病院 BCP の考え方自体には計画・準備、実

行、改善のプロセス（いわゆるPDCAサイクル）

と、このプロセスを継続的に進めるための決

定・実行のための組織での活動も含まれている。

災害時に設置される「災害対策本部」の活動

は病院 BCP 全体の中では、実行の部分に不

可欠ではあるものの、一部分であることをまず

は認識いただきたい。むしろ大切なのは、病院

BCP全体を遂行するための平時からの院内の

組織と運用体制であり、平常時からの具体的

な活動内容としては、災害対応に必要な大局

的な計画から細部にわたる部分的な計画を立

案し、その計画に則って組織の体制を構築し、

必要物品・スペースなどを確保・維持管理し、

必要な人員を教育・訓練してゆけるものでなけ

ればならず、これら全体を含めたものが BCP

である。地震などの広域災害への対応は、病

院単独では困難であり、関連する諸組織との

事前の申し合わせ・協力体制に関しての地域

に即した形でルール等を盛り込むことも必要な

要素として含まれる。 

病院 BCP に必要な多くの要素をチェックす

る目的で、われわれはチェック項目リストを作成

してきた。これを、病院 BCP 全体の作成や見

直しに役立てていただければと思う。さらに、具

体的な個々の計画を進めれば、必ず多くの細

かな取り決めごと（ルール）の必要性が生じてく

る。これらの運用に必要な事項は、本体部分を

部分改訂するとともに種々の資料（マニュアル、

アクションカード、物品リスト、帳票類など）とし

て整理されることになる。 

 本研究で呈示した、「病院 BCP（災害拠点病

院用）」「病院 BCP を策定するための手引き」

をたたき台として、施設の置かれた環境・諸条

件によって、取捨選択し、また内容を変更して

ゆけば、その施設での病院BCPが出来上がる

ことをイメージしている。各災害拠点病院で活

用していただければ幸いである。 

 本年度の分担研究では津波災害や山崩れ

などの特殊な災害毎の計画についてはあえて

触れず、大災害時の基本となる最小公倍数と

しての直下型の地震災害に対する病院 BCP

を取り上げた。今後、震災以外の災害に対す

る BCP についても検討を要する。さらに災害

拠点病院以外の病院、医院が災害に対して脆

弱である可能性が高いことが本分担研究者の

山内医師により東日本大震災より指摘されて

いるが、一般病院、医院に対しての BCP も不

可欠ではあるが、本年度は触れず今後の研究

課題としたい。 

 

E, 結語 

各病院が自律的に病院 BCP を作成できること

を援助する目的に、「病院 BCP（災害拠点病

院用）」と「病院BCPを策定するための手引き」 

とを呈示した。これらの資料は各施設の置かれ

た環境・諸条件によって、取捨選択し、また内

容を変更してゆけば、その施設での病院 BCP

が出来上がることをイメージしている。本資料

が多く活用され病院 BCP 整備に寄与すること

を望む。 
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平成 28 年度分担研究報告書 

 

地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した 

BCP 及び病院避難計画策定に関する研究 

 

分担研究課題 

「病院避難におけるDMATや医療班との連携」 

 

分担研究者 国立病院機構災害医療センター 臨床研究部 小井土 雄一 

 

研究要旨 

東日本大震災では、建物の損壊、医療資器材の枯渇、福島原発事故による退避のため

に、病院入院患者の避難がDMAT支援のもとに行われ、DMAT活動の中で重要な事項とし

て再認識された。同時にDMAT等の医療チームが、如何に病院避難に関わるか喫緊の課題

となっていた。目的：平成 28 年熊本地震において行われた 11 施設の病院避難を検証するこ

とにより、病院避難の課題と対応策を提示する。方法：病院避難に関わった関係者にアンケー

ト調査および聞き取り調査を行った。結果：平成28年熊本地震では、11施設1,４５９名の患者

が病院避難となったが、搬送に関わる死亡例はなかった。搬送調整は、主に熊本県DMAT調

整本部で行われたが、精神科病院においては、精神科病院協会、DPAT 事務局が調整を行

い、搬送手段を調整し、搬送先病院を確保した。 

のべ 87 隊の DMAT が病院避難活動に関与した。搬送車両に関しては、主に自衛隊車両

が使用された。調査の結果、提示された課題としては、精神科病院における、DMAT と DPAT

の連携や倒壊の危険性がある病院での DMAT 活動における安全管理がある。考察：東日本

大震災以降の病院避難の経験が、平成２8年熊本地震で活かされたことにより、約 1,500人の

病院避難がおこなわれたが、搬送に関わる死亡はなかった。一方で、病院避難における指揮

命令系統の確立、医療チームの安全確保、応急危険度判定士との連携、緊急消防援助隊と

の連携などが喫緊の課題としてあげられた。また、危険な現場で活動した DMAT 等の医療班

に対し心のケア体制を確立すべきと考えられた。 

 

研究協力者 若井 聡智、鈴木 教久 

（国立病院機構大阪医療センター）

 

A. 研究目的  

 東日本大震災では、建物の損壊、医療資

器材の枯渇、福島第一原発事故による退避

のために、病院の全入院患者の避難が

DMAT 支援のもとに行われ、DMAT 活動の

中で重要な項目として再認識された。平成

27 年 9 月関東・東北豪雨による常総市水害



 
 
 

では、2 か所の医療施設の病院避難が

DMAT 支援のもと行われ、東日本大震災の

経験が活かされた。 

病院避難では、大規模な入院患者の搬

送（転院）が必要となるため、搬送先・搬送

手段の確保が大きな問題であり、都道府県

医療調整本部が他機関との連携および調

整を行うことが必要である。さらに避難活動

においては、DMAT や他の医療班との連携

が重要である。そこで、平成 28 年熊本地震

時の病院避難活動の経験を今後に活かす

ため、病院避難活動の実態を調査し、各々

の活動における問題点を抽出のうえ、さらに

それらの解決策を提示することを目的として

本研究を行なった。 

 

B. 研究方法  

① 病院避難を行なった全施設（避難元病

院）からの文書による問い合わせと、各

施設に対する聞き取り調査 

② 病院避難活動を行なったDMATの活動

報告書 

③ 東熊本病院の病院避難活動を行なった

熊本市消防局に対する聞き取り調査 

以上、①②③をもとに実態を把握し、災害医

療有識者の意見を混じえ解決策を考察し

た。 

 

C. 研究結果 

いわゆる前震とされる平成 28 年 4 月 14

日の地震以降、4月 15日から 4月 20日の

6 日間に熊本県内で、11 病院の病院避難

が行われた。全 11施設にアンケート調査

（資料１）を行った。アンケートの回収

率は１００％であった。また、聞き取り

調査も全施設において行われた（100％）。

病院避難を支援した DMAT は 69 チーム

であった（資料２）。そのうち、67 チー

ムの活動報告書を参考とした。 

 

1. 病院避難施設の概要（表１） 

11 施設のうち、5 施設が精神科病院であ

った。 

 

 

 

2. 診療継続困難となった原因 

（重複あり） 

 ・建物被害  10 施設 

 亀裂・落ち込み  8 施設 

 水道管破裂  6 施設 

 耐震性の問題  2 施設 

 ・水供給なし  10 施設 

 ・電気供給なし   8 施設 

 ・医療ガス供給なし  3 施設 

 ・職員不足   1 施設 

 ・その他（裏山崩落の恐れ）1 施設 

 

《考慮すべき解決策》 

ライフライン途絶に伴う複合的な障害を考

慮する必要がある。精神科病院は、一般に

耐震化が遅れている傾向にある。施設の耐

震化整備と BCP の作成が急がれる。 

 

 



 
 
 

3. 病院避難の決断について 

 病院避難実施の、最終的な決断は施設長

（院長）により行われるが、決断に至るまでに

職員からの進言や支援したDMATの助言な

どがあった。施設長にとっては苦渋の決断

であり、DMAT もそれを充分に考慮して、協

議に当たるべきである。 

 

《考慮すべき解決策》 

最終的に病院避難は施設長の決断によ

るが、そこまでたどり着く過程には行政の支

援も必要と思われる。また、ハザードマップ

等で病院避難の可能性のある病院は、事前

に行政機関との連携も含めた計画作りが必

要であると考える。 

 

4. 病院避難の決断における問題点 

 漏水などで明らかに、診療継続が困難とな

った場合は決断も容易であるが、建物倒壊

危険性の判断は、困難との報告であった。 

 

 《考慮すべき解決策》 

 専門家でない機関（医療機関・消防機関）

が、壁のひび割れ状態などから倒壊の危険

性を判断することは極めて困難である。そ

のため、DMAT調整本部と都道府県とが連
携して、応急危険度判定士の発災直後から

の協力体制を確立する必要があると考える。 
 

5. 患者避難搬送の依頼・情報発信 

 ・避難元病院の職員が自ら県庁・役場に連

絡した事例が多かった 

 ・多くの精神科病院からは、精神科病院 

  協会に連絡後、 DPAT を通じて DMAT 

  へ伝達された。 

 ・DMAT の調査派遣により発覚した事例 

や DMAT 以外の医療救護班から DMAT

調整本部へ情報提供された事例もあっ

た。 

 ・避難元病院からの、EMIS での病院避難

依頼の情報発信は１病院のみであった。 

 

《考慮すべき解決策》 

情報の共有は、適切な医療支援を行うう

えで、必須といえる。EMIS の全病院への導

入や的確に入力できる人材育成が今後必

要である。 

 

6. 患者避難活動 

 ・実施者：DMAT、DPAT、避難病院自ら 

 ・搬送先：熊本県内の病院、佐賀・宮崎・福

岡・鹿児島県の病院 

 ・搬送先病院確保（調整）： 

① 熊本県DMAT調整本部から九州内の 

各県の調整本部（域外）と連携し、各県

内の搬送先病院確保を依頼した例が

多かった。 

② 熊本県DMAT調整本部とDMAT活動

拠点本部が手分けをして搬送先病院

を確保した事例もあった 

③ 精神科病院への避難は、DPAT 事務

局が、搬送先を確保した 

④ 搬送元病院が各自で搬送先病院に依

頼し、確保した事例もあった 

 ・搬送手段 

自衛隊車両・航空機、DMAT/DPAT の車両、

避難元病院車が大半 

その他：ドクターヘリ、消防車両、搬送先病

院車両、民間バス、福祉タクシー、警察車両 

 ・搬送手段確保（調整）： 

熊本県 DMAT 調整本部から各関係機関

に依頼し調整した。 



 
 
 

 

7. 患者避難活動時の問題点 

 ・患者・家族からの同意が得られなかった。 

  （家族に連絡がとれなかった。） 

 ・電子カルテが使用できず、転院先への 

  情報提供が不十分であった。 

 ・支援DMAT・DPAT の指揮統制が不明瞭   

  であり、避難元病院との情報伝達に混乱 

  を生じた。 

 ・倒壊の危険性がある病院で消防とDMAT 

 が協働する際に、安全管理に関して認識 

 の相違があった。 

 ・東熊本病院の避難活動中に本震を経験

した隊があり、心のケアが必要な事例があ

った。 
 ・活動中に本震を経験した DMAT の安否  

 確認に時間を要した。 
 ・病院避難の患者搬送時の死亡例はなか

った。 

 

《考慮すべき解決策》 

 ・発災後、患者情報の入手ができなくなる   

ことが予想されるため、事前に対応策を計画

しておくべきであると考える。 

 また、家族に連絡が取れず、同意を得られ

ていない状態で転院したため、転院先で家

族が激怒したという事例もあった。 

 災害時には、急遽転院しなければいけな

い事態になることがあるということを事前に説

明し、同意を得ておくことも必要であると思わ

れる。 

・消防機関と DMAT の合同訓練・情報共有

を平時から行い、特に安全管理において認

識を共有しておくべきである。 

・DMAT の心のケアを速やかに行える制度

を確立すべきであると考える。 

・余震時に活動中のDMATの安否確認の方
法を確立することが急務である。 
特に移動中の隊の確認は困難であり、活

動開始前に安否確認の方法を確認しておく

ことが重要である。 
 

8. 入院再開までの期間 

１週間以内 ：３施設 

１ヶ月以内 ：４施設 

２ヶ月以上 ：２施設 

未再開 ：２施設（現時点） 

 

9. 入院患者帰院までの問題点 

 ・転院先病院とのトラブルがあった。 

 ・入院を再開するまで、医療収入が減額す

ること。 

（職員の給与支給・病院の修繕費など） 

 ・職員を解雇するのかどうかの決断に迫ら 

れた。 

 ・「患者を転院させたことによって、職員の  

疲労は軽減され、結果的に早い復旧に繋が

った。」という意見もあった。 

 

10. 搬送先病院支援 

搬送先病院の支援を、DMAT から AMAT

が引き継いで、避難された患者の診療を行

った事例があった。（東熊本病院からの搬送

先になった東病院の支援） 

 

11. 入院患者の帰院における問題点 

 ・帰院手段 

 搬送元病院自身の車両で迎えに

行く 

 民間バス 

 福祉タクシー 

 レンタカー 



 
 
 

 民間救急車 など 

『費用は全て自己負担』であった。 

 

《考慮すべき解決策》 

帰院に対する費用負担は避難病院が担

わなければならず、病院はその事実を認識

しておくことが重要であると考える。 

 

12. 入院再開における問題点 

 ・職員の再雇用が困難：一旦解雇した職員

を呼び戻すことは難しく、職員が集まらない

ことから、病院再開時に入院患者数を制限

しなければならなくなった事例もみられた。 

 

13. 支援医療班の問題点 

 ・DMAT と DPAT の役割分担が明らかでな

く、指揮系統も確立できていなかったことや、

情報が錯綜したことで活動に支障をきたした

例もみられた。 

 ・病院支援活動を行なった DMAT 間での

情報共有が不充分であった。 

 

D. 考察 

東日本大震災以降、ハード面、ソフト面の

いずれかで病院が機能を継続できない場合

には、病院避難が必要となることが再認識さ

れた。「災害時における医療体制の充実強

化について」（平成 24年 3月 21日 厚生労

働省医政局長通知 医政発 0321 第 2 号）

においても、病院災害対策マニュアルの作

成等における項目で、 

・医療機関は自ら被災することを想定したマ

ニュアルを作成すること 

・BCP（業務継続計画）を含んだものを作成

すること 

・呼吸器使用中の患者等をかかえる医療機

関では、災害時搬送先等を計画すること 

と示されており、病院避難も想定した病院災

害対策マニュアルの作成をすることを推奨し

ている。しかしながら、BCP を含んだ病院災

害対策マニュアルの作成自体が、災害拠点

病院ですら遅れており、従来からの課題とな

っていた。 

  今回、平成28年熊本地震においては、全 

入院  入院患者の避難（病院避難）は11施設で行

われ、合計 1,535 名の入院患者が転送され

た。この病院避難を CSCATTT に従って検

証することにより、課題と対応策を考える。 

 

○Command & Control：平成 28 年熊本地震

における 11 施設（全入院患者避難は 9 施

設）の避難に対して、のべ 87 隊のDMAT が

活動した。搬送先・搬送手段の調整は主に

都道府県 DMAT 調整本部で行うことができ

た。精神科病院においては精神科病院協会、

DPAT 事務局が大きな役割を担った。病院

内活動においては、DMAT・DPATの連携が

今後の課題であると考える。 

病院避難の決定の判断は、最終的には

院長が行った。大きな余震が続くに従って、

全入院患者避難の施設が増え、院長の苦

渋の判断が伺える。今後は、行政からのサ

ポート、応急危険度判定士の災害急性期派

遣のシステムの構築等が必要であると考え

る。 

○Safety：安全管理に関する問題が明らかと

なった。発災直後の応急危険度判定士との

協力体制の確立、消防機関との安全管理に

関する認識の共有、DMATに対しての安全
に関する教育の強化が必要である。東熊本

病院の病院避難においては、DMATが避難
支援している最中に本震に見舞われた。改



 
 
 

めて被災地での支援には、リスクが伴うこ

とを認識した。 

○Communication：今回、避難元病院からの

EMISでの病院避難の情報発信は、わずか1

施設のみであり、充分に行われたとはいい

がたい。その原因としては、熊本県では

EMIS の全病院化が行われていなかったこと

が挙げられる。特に精神科病院は全て未加

入であった。今後は EMIS の全病院化と、被

災状況等を入力する人材の育成が不可欠

であると考える。 

患者情報の共有、引継ぎに関しては、

多くの課題が挙がった。患者のトラッキング

を如何に行うか、電子カルテがダウンしてい

る状況の中で、如何に患者情報を得るか等

の課題があがった。 

  また、余震発生時の、活動中DMATの安

否確認方法に関しても確立が必要である。 

○Assessment: 誰が、何を根拠として病院

避難を判断するのかということが、最も大きな

命題である。最終的には施設長（院長）の決

断であるが、決断を下すまでに、どのような

サポートをする必要があるのかということであ

る。病院避難はただ避難するだけではなく、

その後のこと、例えば病院経営の問題、帰

還の方法の問題、搬送のコスト等様々な課

題があることが本調査で判った。この解決案

等を含んだガイドラインが今後必要になるで

あろう。 

もう一つ重要な問題として、医療班の活動

における安全の評価である。応急危険度判

定士の必要性は既に述べたが、DMATの安

全を誰が担保するかという課題も上がった。

今回の東熊本病院の病院避難に関しては、

本部レベルでは、撤収命令がでたが、最終

的には現場の統括DMATの判断に任され、

病院避難が継続された。DMAT の安全に関

する指揮命令系統も今後の課題である。 

○Triage：本震後、複数の病院避難要請が

同時にあったが、熊本県DMAT調整本部で

調整し、緊急度の高い避難活動から円滑に

行うことができた。避難病院内での搬出トリア

ージは、時間的余裕があれば行われたが、

緊急性のある場合は、一旦すべて搬出して

院外（駐車場）で行われたケースもあった。

緊急性を要する場合の搬出トリアージは今

後の課題である。 

○Treatment：治療に関しては、入院患者の

搬送には、必ず医療チームが帯同すること

が必要であると考える。東日本大震災福島

第一原発事故に伴う退避で、医療チームの

帯同なく搬送した結果、40 名以上が亡くな

ったという悲劇を繰り返してはならない。平

成 28 年熊本地震の病院避難はすべて、

DMAT あるいは DPAT が帯同することにより、

搬送中の死亡はなかった。 

このことからも、病院避難に際しては、患

者搬送時に必ず医療チームを帯同させると

いうことを、徹底すべきと考える。医療チーム

の選定に関しては、県の災害対策本部

（DMAT調整本部）で行うことが適切と考える。

帯同する医療チームについては、時にスペ

シャリストの能力を要求される。具体的には、

熊本市民病院周産期母子医療センターから

の新生児の搬送では、新生児科のスペシャ

リストの帯同が必要であったし、搬送手段と

しても鹿児島ドクターヘリが、小児搬送に長

けていたことが幸いした。また、5 カ所の精神

科病院では、精神科病院協会が搬送先を

調整して、DPAT が搬送を支援した。 

これまでの経験で、搬送中の間断なき治

療は、防ぎえた災害死をなくすには必須で



 
 
 

ある。しかしながら、症例によっては、スペシ

ャリストの帯同を要することがあることが判明

した。特に小児・周産期医療においては、平

時のネットワークの延長線上で、システムを

構築する必要があるといえる。 

○Transfer：搬送手段の多くは、自衛隊から

の提供であった。一部は DMAT の車両にて

行われた。今回、自衛隊車両が主になった

が、緊急消防援助隊の救急車も状況に応じ

て使用すべきと考える。今回は、自衛隊との

調整が早く実施できたことから自衛隊車両で

の搬送事例が多くなったが、車中の医療提

供や患者監視モニター等の設備の面から考

えれば、救急車両が適切な状況もあったも

のと考える。搬送先の調整に関しては、平成

28 年熊本地震では、熊本県（災害対策本部、

DMAT 調整本部）、精神科病院においては

精神科病院協会が調整を行った。熊本市立

病院の小児搬送は、病院間の平時の周産

期ネットワークによって行われた。搬送先の

調整をどこが担うか、また、災害対策本部が

機能する前、周産期リエゾンが機能する前

に行わなければならない搬送もあることが、

今回の教訓と考えられるため、超急性期の

搬送もありうることを念頭に入れた計画作り

が必要であろう。 

 

 

E. 結論 

東日本大震災以降の病院避難の経験が、

平成２8年熊本地震で活かされ、約 1,500人

の病院避難がおこなわれたが、搬送に関わ

る死亡はなかった。一方で、今後、さらに多

くの病院避難を円滑に行うためには、病院

避難における指揮命令系統の確立、医療チ

ームの安全確保、応急危険度判定士との連

携、緊急消防援助隊との連携などが喫緊の

課題としてあげられた。また、一般病院から

の EMIS を活用した情報発信、避難活動時

の安全管理の対策・教育強化が必要である。

危険な現場で活動した DMAT等の医療班

に対し心のケア体制を今後、確立する必要

がある。 

 

F. 研究危機情報 

特になし 

 

 

 

G. 研究発表 

 

１．論文発表 
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平成２８年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した 

BCP 及び病院避難計画策定に関する研究」代表研究者 本間正人 

分担研究報告書 

 

「病院避難についての概念、消防、自衛隊との連携についての研究」 

研究分担者 阿南英明 （藤沢市民病院救命救急センター センター長） 

 

研究要旨 

目的：病院避難のあり方について検討し、用語の整理と概念の統一を行い、課題を抽出

する。方法：病院避難の定義と類型化を実施した。そのうえで、東日本大震災、東関東・

東北豪雨、平成 28 年熊本地震の病院避難の事案を検討対象として、分類案に基づいて

各災害の避難概要を類型化したうえで分析し、課題の抽出を実施した。結果：病院避難

の定義は、「大規模地震、火災、土砂災害、水害など突発的な事項により、病院入院患

者及び職員の安全を確保するために院外へ移動させること。特に担送、護送など医療的

支援が必要な患者移動を指す。」とした。分類案は 2種類考案した。第 1案は①危険建

物から屋外へ出る「緊急避難」②医療機関間の搬送を指す「救助転院」（直接病院へ搬

送する直接救助転院と一旦病院機関以外の場所を介する間接救助転院）、第 2 案は①危

険建物から離脱した後に引き続き他院へ搬送する「緊急救助転院」と②病院から病院へ

移動する「救助転院」である。両者とも医療機関以外の場所を介在することの有無を問

わない。事案の分析から得られた課題として、建物の倒壊危険性に関する客観的判断の

困難性、危険な屋内活動の是非、搬送車両として自衛隊の協力の有用性が報告される一

方で、消防機関の協力が困難であったこと、実施主体が不明確な点や実施した病院の経

済的負担などがあげられた。考察：病院避難を定義付けることによって、個別患者の治

療を目的にした転院搬送と災害時に被災病院の入院患者を大量に他の病院へ搬送する

ことを明確に分類することが可能となり集計や統計に活用できるようになる。今回、病

院避難について 2つの分類案を提示したが、単なる日常の転院と区別する目的で消防機

関の協力も得られやすいと考えられる「救助転院」の用語を用いた。病院避難の必要性

を迅速に判断するために、建築物の構造の危険度を判定する方法・取組みの検討が急務

であるがその具体的方法の確立は容易ではない。そのため、地域医療を維持するための

BCP として事前計画を構築することが重要である。結語：病院避難の定義と類型分類を

策定し有用性を示した。地域医療の継続という観点から病院避難を BCP に基づく事前計

画に盛り込む必要がある。 

 

研究協力者 
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A． 研究目的  

地震、津波等の自然災害の際に病院避難

が必要となる事態が頻発している。入院患

者の医療を継続するための BCP の観点から

も、「もはや入院を継続できないが、医療提

供の継続が必要である患者への対応」とし

て、病院避難に関する検討が必要である。

ここでは、病院避難のあり方について検討

し、用語の整理と概念の統一を行い、実施

に際しての課題の抽出を目的とした。 

 

B．研究方法 

1．病院避難の定義と類型化を実施した。定

義を策定する条件として、以下の点を満た

す内容について検討した。 

1)建物倒壊の危険や病院の機能破たんを鑑

み、その上で院内患者の診療を継続するこ

とを目的として、他の病院を自院の代替と

して移動させる必要が生じたもの。 

2)患者の「病態の重篤性」から、他の病院

での医療継続が望ましいと判断して実施し

た搬送は除外すること。 

 

2．東日本大震災、東関東・東北豪雨、平成

28 年熊本地震などで実施された病院避難の

実例を類型分類にあてはめ、その妥当性を

分析した。 

3．東日本大震災、東関東・東北豪雨、平成

28 年熊本地震の実例を集計分析して課題を

抽出した。 

下記 8 項目に関して各病院で実施された内

容を調査した。調査方法は各県代表医師（研

究協力者）による聞き取り調査である。(1)

必要性の判断を誰がどのように行ったか

(2)実施のための組織構築・調整をどのよう

に実施し、支援機関はどこか(3)危険性が高

い施設内と比較的安全な施設外搬送など搬

送実施の際に各機関の役割分担をどのよう

に行ったか(4)患者の医療情報（診療録）を

伝達する手段の問題と工夫は何か(5)患者

搬送の優先順位をどのように決定したか

(6)搬送資材はどのように確保したか(7)患

者の行先の追跡は十分に行えたか（トラッ

キング）(8)身体障がい者、周産期妊婦、新

生児、精神疾患など特殊患者の扱いに関し

て問題があったか  

 

C．研究結果 

１．病院避難の定義 

大規模地震、火災、土砂災害、水害など

突発的な事項により、病院入院患者及び職

員の安全を確保するために院外へ移動させ

ること。特に担送、護送など医療的支援が

必要な患者移動を指す。 

分類に関しては移動の段階を重視した分

類案１と優先度を反映し単純化した分類案

２とを考案した。 

１）分類案１ 

緊急避難（A）：火災、倒壊により一刻も早

く病棟や病院から外へ患者を出す。他病棟

または屋外へ一時避難すること。 

救助転院：病院の損壊やライフライン途絶

により、病院の機能維持が困難な場合。転

送先を決めて患者を車両や航空機によって

病院敷地外や他の施設へ患者を移送するこ

と。 

・直接救助転院（B）：直接医療機関へ転院

すること。 

・間接救助転院（C）：一度広場や公園など

医療機関以外へ搬送してから医療機関へ搬

送すること。 

 （図 1） 

２）分類案２ 

救助転院（A）：ライフライン途絶により、

病院の機能維持が困難な場合に転送先を決



めて患者を車両や航空機によって他の施設

へ患者を移送すること。緊急救助転院に比

較して病院施設内に留まることの危険性は

低い。 

緊急救助転院（B）：離脱（C）*をした場合、

屋外の患者を迅速に医療機関へ転院させる

こと。 

いずれも必要に応じて一時広場や公園な

ど医療機関以外の場所を介して搬送するこ

とがある。 

＊離脱 extraction（C）：火災、倒壊など危

機が切迫する場合に、緊急対処として病棟

や病院から他病棟または屋外へ患者を出す

こと。 

（図 2） 

1． 実災害での結果 

分類案１に基づいた場合、東日本大震災

において津波被害による病院機能不全では

直接救助転院（B）7施設と間接救助転院（C）

7 施設で実施されたが、緊急避難（A）は少

なく、茨城県において 2 施設で実施され、

その後直接救助転院を実施した（A+B）。一

方、熊本地震など建物倒壊危険がある場合

は緊急避難を介して救助転院を実施したケ

ース（A+B または A+C）が多く 8施設で実施

された。受け入れ病院が決定しないが切迫

した危険がある場合や原子力災害等スクリ

ーニング作業を要する場合には間接救助転

院（C）を実施される傾向があり、福島県で

の実施数が多かった。 

分類案２に基づいた場合、病院から直接

転院する場合と離脱場所から他院へ搬送す

る場合の 2 つに分けられる。（表 2）建物倒

壊の危険性が高い熊本地震では 11 施設中 8

施設において離脱に続く緊急救助転院が実

施され比率が高かった。 

2． 病院避難に関する実例分析に伴う課題

抽出（表 3） 

1.  必要性の判断：現場の受援・支援医

療者による判断は大きなストレスを受

ける事態であり、建物倒壊のリスクに

関しては応急危険度判定など客観判断

などを超急性期に導入する必要がある。

病院長や病院管理者が適切な病院避難

の判断ができることを支援する態勢の

検討が必要であるとの意見もあった。 

2.  実施のための組織構築・調整、関係

機関：実施調整依頼は、被災病院から

都道府県 DMAT 調整本部へ行うなど

DMATを介した都道府県への依頼が多か

った。また特殊事情を考慮してDPAT（災

害派遣精神医療チーム）による精神科

病院での判断も存在した。受け入れ先

選定の調整に関しては大規模調整とし

て都道府県（DMAT 調整本部）が実施し

たケースが多い。しかし、個別の事情

や日常的な交流関係から病院間での交

渉もみられた。搬送支援の関係機関に

関しては、都道府県庁内での調整がし

やすいことから、自衛隊による搬送の

有用性を示す報告が多かった。他に

DMATの車両や民間救急車の活用もあっ

た。一方で消防機関の活用に関しては

非常に難渋した報告が多数みられた。 

3.  搬送実施の役割分担（危険な施設内

と施設外搬送）：活動場所に関する分担

は不明確な実施が多かった。支援医療

者には危険場所での活動に関する心理

的負担が大きく、建物内侵入の妥当性

の判断を迫られる現場リーダーも負担

が大きかったと推測される。 

4.  医療情報の伝達手段：これまでの病

院避難の活動で、患者情報の一括管理

が実行されていない。病院避難の活動

において、どの患者が、どのような移

動手段で、最終的にどこの医療機関に



収容されたのかの情報は重要であるこ

とは、過去に病院避難に携わった多く

の医療者や受け入れた病院職員が認識

している。DMAT 等が医療搬送の際に使

用する医療搬送カルテ（災害時診療情

報提供書）を活用しながら、搬送中に

患者と分離しないような医療情報提供

の重要性が示された。日常診療におい

て院内で電子カルテを運用している施

設は多くなかった状況下で、実際に被

災した医療機関の中に電子カルテを使

用していた施設は存在した。今回の調

査では明確な問題抽出ができなかった

が、停電による情報出力が困難になる

ことは十分に考えられる。今後対策を

講じる必要性は高いであろう。 

5.  搬送優先順位：従来の災害トリアー

ジとは異なり、搬送先決定者が優先さ

れるなど患者の病態が優先度に必ずし

も反映しないケースが多かった。その

決定は病院医師の判断を尊重すべきで

あると考える。 

6.  搬送前の準備資材：輸液、酸素、保

温、移動器具、カルテなどほとんどが

DMATが持参した資機材を活用していた。 

7.  患者追跡（トラッキング）：搬送先が

不明になった報告があった。避難の際

に一覧表での患者管理の重要性は病院

避難に従事した医療者にとって共通の

認識であった。 

8.  特殊患者（身体障がい者、周産期妊

婦、精神疾患、新生児など）に関する

特性：平時から存在する透析患者のネ

ットワークや、周産期、NICU などに関

する個別ネットワークの連携は機能し、

有用性は認められた。 

9.  その他：他院へ患者を移動する際に

患者の同意が得られない際の対応や、

他院へ患者を移動する際の費用弁償、

患者を戻す際の費用弁償などが課題と

して考えられた。 

          

D．考察 

 大規模災害時には患者への医療提供を維

持するために医療機関間で多くの転院が実

施される。しかし、「病院避難」という言葉

を聞いて想起する内容が一般市民と災害医

療支援者で異なっている可能性がある。一

般市民は火災の際に病院外へ急いで避難す

ることを、病院避難ととらえるが、災害医

療分野では機能破たんした病院から他の医

療機関へ患者を移動させることを指すこと

が一般的である。また、病院の倒壊の危険

や機能破たんなどを鑑みて実施される患者

移動は、患者にとって、病院がもはや安全

が保障されない災害現場になったことを意

味する。総じて、上記の内容を内包した状

況での患者移動を「病院避難」と呼ぶべき

であり、日常的に行われる個別患者の治療

を目的にした転院搬送とは明確に分けて考

える必要がある。今回の病院避難の定義に

よって、両者を分けることが可能となり、

今後の集計や統計に活用できると考える。 

今回、分類に関しては 2 種類の案を提示

した。急遽病院の建物から院外へ退避する

ことや、病院から病院へ直接移ることがで

きず、一時的に滞在する場所を介在させる

ことなど、移動のステップを重視した分類

案１は、病院避難の経路を示すことには適

している。一方で分類案 2 は、離脱に続く

緊急救助転院は屋外にいる患者を移動させ

る点で優先度が高い避難であることが明白

である。また、一時的な介在場所の有無に

よらず病院から病院への避難を一括して

「救助転院」として扱うことで、大きく 2

つの避難があることを示し単純化される利



点がある。さらに、第 2 案の「離脱」は電

車脱線事故など局地型災害に際して理解し

やすい。倒壊の危険がある建物は危険区域

であり、離脱した病院の建物の外は、患者

集積場所に相当する、比較的安全な場所と

いえる。集積場所から直ぐに患者を搬送す

る場合もあるが、医療機関への搬送が停滞

する際に一時的に現場救護所へ患者を収容

することが、病院避難時の一時的な介在場

所に相当すると考えることができる。今後

第 1 案と第 2 案のどちらの分類を一般化す

るべきかについては継続的な議論が必要で

ある。 

多くの病院避難において消防車両の活用

に大きな支障があったことの原因として、

病院間患者搬送を消防機関の本来業務では

ないとする考え方に影響されている可能性

がある。これを踏まえ、名称として「救助

転院」とした。被災病院がもはや災害現場

と同様に救助対象であることを語感から読

み取れるように配慮したものである。 

事案の検討の結果からは、建物の倒壊の

危険度判断の迅速化に関する問題は大きい。

応急危険度判定士の緊急派遣による危険度

判断の実施や危険度の自動診断開発などの

介入が求められる。しかし、応急危険度判

定士の中でも、病院のような大きな鉄筋コ

ンクリート建築物に関する判断は、建築物

の構造に関しての専門の知識が求められ、

そのような技能を持つ方の緊急派遣体制を

構築することは容易でない。いずれにしろ、

病院避難の実施決断はもとより、医療チー

ムを建物内へ進入させることの是非の判断

など、構造物に関して全く知識のない医療

者に安全確保のための判断を迫ることは回

避するべきであると考える。 

 中小規模の民間病院が多い我が国の特性

は、耐震、制震構造の導入が容易でない医

療機関が多いことを示し、結果的にこうし

た病院が病院避難対象になることが多いこ

とが予想される。施設管理者による避難実

施の最終判断は優先されるべきであるが、

患者移動に関する依頼対象や、実施責任が

どこにあるのか明確化されていないことも

課題の一つである。患者の同意、費用弁償、

事故補償などの問題を解決するためにも、

実施主体を明確化する議論は今も後必要で

あると考えられる。 

患者搬送に協力を依頼する機関として、

一般に想起しやすい消防機関の協力を得る

ことが困難であった報告が多かった。この

ことは前述の定義や分類に関する議論、特

に名称の付け方に大きく影響すると考える。

消防機関が病院避難に積極的にかかわって

いただくためには、事前協議を重ね、十分

な理解を求める必要があり、緊急消防援助

隊の活動の中での位置づけを確立すること

等が考えられる。そのためにも、平時に病

院間で行われる患者の転院搬送とは異なり、

病院避難が必要となった被災病院は医療機

能を失った災害現場である概念を消防機関

に対しても浸透させる必要がある。この点

を考慮して「救助転院」の用語を用いるこ

とで消防関係者に対する概念理解の一助に

なることを期待する。 

 

E．結論 

病院避難の定義と類型分類を策定し有用

性を示した。病院避難を実施するにあたり、

周到な準備や事前の計画策定はその成否を

大きく左右する。地域医療の継続という観

点から病院避難の位置づけを理解し、BCP に

基づく事前計画に盛り込む必要があると考

える。 
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図１ 分類案１ ；建物敷地内へ一時避難する緊急避難（A）、病院から病院への移動を

する直接救助転院（B）、一時医療機関以外の施設へ移ったのちに病院へ転院する間接救

助転院（C） 

 

 
図２  分類案２ ；被災病院から他の施設へ患者を移送する救助転院（A）。危機が切

迫する場合に病棟や病院から他病棟または屋外へ患者を出す離脱 extraction（C）とそ

れに続いて迅速に医療機関へ転院させる緊急救助転院（B）。いずれも必要に応じて一時

医療機関以外の場所を介して搬送することがある。 



 
 

表 1 分類案１に基づく東日本大震災、東関東・東北豪雨、熊本地震における病院避難

実数とその類型分類 A,B,C 複数の組み合わせ実施ケースは〇+〇と示した。 

 

 
表 2 分類案２に基づく東日本大震災、東関東・東北豪雨、熊本地震における病院避難

実数とその類型分類 A,B



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 各事案に関する個別情報一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



厚生労働科学研究（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した BCP 及び病院避難計画策定

に関する研究」（H28-医療-一般-008 ） 

主任研究者：本間正人 

 

研究課題：「病院全体の避難、各々の災害対策本部における調整」 

 

分担研究者  森野一真 

山形県立救命救急センター 

 

研究要旨 

 平成 28 年熊本地震における県庁の医療救護調整本部（DMAT 調整本部）の時系列記録（4 月 15

日から 18 日まで）から入院患者の避難（病院避難）に関する記述を抽出し、11 病院の状況を検

討した。記録された情報の出所や内容の正確性に課題が残り、災害発生後の急性期の発生現場と

いう遠隔からの情報収集の難しさと、現状の組織における情報の記録と処理能力の限界が推測さ

れた。避難に要する所要時間は平均 17 時間、最大 52時間、最小 4時間、中央値 14 時間であった。

1時間当たりの搬送患者数は平均 9名、最大 25名、最小 1名、中央値 8名であった。半数以上の

8病院の避難が災害発生から 1〜2 日以内に行なわれ、うち 5病院は建物倒壊の恐れがあるか、院

内に留まることができない状況にあり、病院避難は災害発生から早期に緊急に行う必要があり、

そのための様々な搬送資源の確保と調整が必要であった。 

 病院避難想定に向けた机上訓練プログラムを作成し、DMAT 東北ブロック訓練と同期して行った

結果、参加者への病院避難のイメージ付けに有用であった。 

 

 

研究協力者  

赤坂威史 熊本市民病院救急診療部 

熊本県健康福祉部健康局医療政策課医療連携

班 

DMAT 事務局 

 

A 研究目的 

  被災地に於いて建物損壊やライフラインの

途絶などの危険にさらされた病院は、入院患者

の避難などの迅速な対応が求められる。特に、

全入院患者の避難は搬送のための資源、搬送先

の確保に苦慮する可能性が高い。本研究では平

成 28 年熊本地震における病院避難の状況を検

討し、課題の抽出と解決に向けた提案を行う。

また、災害拠点病院に比して耐震性に関する認

識が低いと考えられる非災害拠点病院に於い

て、避難を主題とする机上訓練カリキュラムを

作成し、実施する。 

 

B 研究対象と方法 

 本研究は主に２つから構成される。 

 

1) 災害対応の時系列記録から病院避難に関

連する記録の抽出と分析 

 平成 28 年熊本地震における、熊本県 DMAT

調整本部の記録の中から、全入院患者避難

に関係する時系列記録（4月 15日 3時から

から 4月 18 日 15 時まで）を病院ごとに抽

出し、病院避難とその調整の状況を分析す

る。 

 

2) 病院避難を主題とする机上訓練のあり方

の検討 

 非災害拠点病院における病院避難を想定

した机上訓練プログラム（図 1）を作成し、

平成28年度 DMAT東北実働参集訓練と連動

させた。院内における訓練は DMAT インス

トラクター並びに山形県の DMAT 隊員を講

師とした。実災害に準じた対応を経験させ

るため、 



(1) XY 市立病院を管轄するDMAT活動拠点本部

もしくは山形県DMAT調性本部がEMISから

XY 病院避難の可能性を認識できるか。 

(2) いずれかの時に本部が XY市立病院に DMAT

を派遣し、XY市立病院における状況確認

と詳細入力を指示できるか。 

 

上記の 2つを DMAT の訓練課題とする一方、派

遣されたDMATがXY市立病院に到着可能な時刻

と、訓練中の病院が患者の避難を決定し、病院

情報が集約される時刻とを概ね一致するよう

時間調整を行った。これらの訓練運用は当事者

には伝えていない。 

 

C. 結果 

1） 災害対応の時系列記録から病院避難に関

連する記録の抽出と分析（表１） 

 熊本県 DMAT 調整本部の時系列記録（4

月 15日から 4月 18 日まで）から病院避難

に関連する記録に上がったのは11病院で、

表 1に示す。 

 全入院患者の病院避難の開始日は 16 日

が 6病院と最も多く、次いで 15 日と 17日

が 2 病院ずつ、18 日が 1 病院であった。1

病院あたりの平均避難患者数は 103 名で、

最大 310 名、最小 20 名、中央値 65名であ

った。活動記録には正確な開始時刻と終了

時刻の記載がほとんどないため推定とな

るが、病院避難に要した所要時間は平均 17

時間、最大 52 時間、最小 4 時間、中央値

14 時間であった。1時間当たりの搬送患者

数は平均 9 名、最大 25 名、最小 1 名、中

央値 8名であった。推定所要時間ならびに

時間当たりの搬送患者数には深夜の休止

時間も含まれる。病院避難が深夜にかから

ない 4病院（A、C、I、J）に関してみると、

平均避難患者数 90 名、推定平均所要時間

13 時間、1時間当たりの平均搬送患者数 12

名であった。また、夜を徹して行った E病

院では310名の避難を推定16時間で行い、

1 時間当たりの平均搬送患者数は 19 名で

あった。 

 

2） 病院避難を主題とする机上訓練のあり方

の検討 （図２） 

 机上研修中に派遣 DMAT が実際に登場し、病

院避難調整の初動を行う場面を経験すること

が可能となり、参加者からも病院避難のイメー

ジがついたとの評価があった。 

 

D 考察 

 今回検討した 11 病院のうち半数以上の 8病

院の避難が災害発生から 1〜2 日以内に行なわ

れ、うち 5病院は建物倒壊の恐れがあるか、院

内に留まることができない状況にあり、病院に

おける患者避難は災害発生から早期に緊急に

行う必要があり、そのための搬送に必要な資源

の確保が必要となる。搬送には患者の状態によ

り、様々な搬送手段が必要となるため、調整先

も複数必要となる。また、患者避難の主体とな

る病院は避難患者の調整で手一杯となること

が予想されるため、全入院患者避難における搬

送手段の確保に係る調整は困難であると考え

たほうが良いと考える。 

 災害時の熊本県庁の医療救護調整本部（DMAT

活動拠点本部）における時系列記録を病院避難

という観点からの検討したところ、記録された

情報の出所や内容が評価に耐えうるものか否

かの判断に迷うところが多かった。その理由と

して、災害発生後の急性期の発生現場という遠

隔からの情報収集の難しさと、現状の組織にお

ける情報の記録と処理能力の限界が推測され

た。加えて、避難の主体である病院に正確な時

系列記録を望むこともまた、難しい。 

 患者の避難先の調整も困難である。専門性の

高い医療機関や専門的な治療を必要とする患

者の転院先は同じ専門性を必要とする。また、

複数科の存在する総合病院では各科において

搬送先の専門性を一致させる調整が必要とな

り、院内災害対策本部のみの調整は困難が想定

され、主治医各自の関与が不可欠であるといえ

る。 

 

3) 病院避難を主題とする机上訓練のあり方 

  病院はそこで生活をしながら病気の治療を

行う場であり、あらゆる意味において安全であ

ることが前提である。ところが災害時、被災地

の病院の中には、様々な理由により安全といえ

ない状況に陥ることがある。病院が安全を失う

ことは病院としての機能を失うことに他なら



ず、迅速かつ適切な対応が求められる。 

 病院の機能が著しく低下する要因として、1)

建物の損壊、2)火災や放射線などによる生活環

境の悪化、3) 電気、水道などのライフライン

障害とその長期化の 3つがある。火災や建物損

壊・倒壊では患者全員の避難を緊急に行う必要

がある。 

 消防法は病院、診療所、助産所を特定防火対

象物として指定し、病院は建築基準法の特殊建

築物にも指定され、両方の法律の適応を受けて

いる。このため厳密な防火対策ともに、最低年

2回の避難訓練が義務付けられている。 

 一方、建物の耐震性の担保に関しては、やや

遅れている感が否めない。建築基準法構造関係

規定の改正として、阪神淡路大震災後に耐震改

修促進法が制定されたものの、平成 25 年 11

月 25 日の改正で、要緊急安全確認大規模建築

物の指定の中で、「階数 3 以上かつ 5,000m2以

上」の病院は耐震診断の義務化と結果の公表が

義務付けられるようになったばかりである。 

 火災対策の義務化は訓練に加え、火災報知器

やスプリンクラー、遮蔽などの延焼防止に及ぶ

が、地震対策に関する類似の仕組みは一般に明

確ではない。このため避難の判断根拠の拠り所

に欠ける。さらに、地震直後、即時的に建物の

耐震性を評価する体制は未だ存在しない。 

  阪神淡路大震災以降、災害に強い拠点病院

（災害拠点病院）を都道府県が指定する体制が

構築され、指定要件として耐震性が挙げられて

いるが、指定を受けない病院の耐震性の評価が

義務付けられたのはここ数年であるため、耐震

補強がなされていない病院も存在する。「病院

は安全な場所である」という認識も手伝い、災

害対応訓練で入院患者の避難が主題となるこ

とは稀で、病院避難に関するプロセスをイメー

ジすることは難しい。 

 このような背景から、今回、耐震性に問題の

ある病院の避難を主題とする災害対策机上訓

練を計画し、進行を DMAT が主導する様式とし

た。本訓練では実災害に準じた対応を経験させ

るため、平成 28年度 DMAT 東北実働参集訓練と

連動させたが、お互いに病院避難調整の初動場

面を経験することが可能となった。また、病院

としては市の災害対策本部や保健所への連絡

の重要性や病院避難の課程を知ることができ、

また課題も明らかになり参加者から好評であ

った。これらの課題について、来年度の研究で

検討する必要があると考えた。 

 

E 結論 

 平成 28 年熊本地震における県庁の医療救護

調整本部（DMAT 調整本部）における 11 病院の

時系列記録（4月 15 日から 18日まで）を検討

したところ、病院避難に要した時間は平均 17

時間 1時間当たりの搬送患者数は平均 9名、最

大 25 名であった。病院避難は災害発生から早

期に緊急に行う必要があり、そのための様々な

搬送資源の確保と調整が必要であった。 

 病院避難想定に向けた机上訓練プログラムを

作成し、山形県での DMAT 東北ブロック訓練と

同期して行った結果、参加者への病院避難のイ

メージ付けに有用であった。 

 

Ｆ．研究発表 

 一部の結果を今後発表予定。 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得；なし 

2. 実用新案登録；なし  

3. その他；なし  

 

 

 

  



 

表１ 全入院患者避難を要した病院の状況 

 

開始
日 
（4
月） 

医
療 
機
関 

主た
る 
種別 

倒壊
の 
恐れ 

自家 
発電 
断水 

水
漏 

避難患者数（概算） 推定 
所要時
間 
（時間） 

時間当
たりの 
搬送患
者数 

主な移送手段 担
送 
護
送 
歩行 
可 
計 

15 日 A 
精神
科 
無   有   20 37 120 177 7  25  車両（DMAT、自衛隊） 

15 日 B 総合 有 １日 不明   24   5 29 52  1  車両（消防、DMAT） 

16 日 C 
精神
科 
不明 無 有         39 30  1  車両（自衛隊） 

16 日 D 透析 有   有       65 65 7  9  車両（バス） 

16 日 E 総合 有 有 
（貯水
のみ） 

        310 16  19  
車両（DMAT、消防、自
衛隊）、 
ヘリ（ドクヘリ） 

16 日 F 総合 無 無 有 有       200 14  14  

車両（バス、介護タクシ
ー、 
福祉タクシー、消防、
自衛隊、 
DMAT）、ヘリ（自衛隊） 

16 日 G 
精神
科 
有   有   26 80 5 111 24  5  

車両（バス、自衛隊、
DMAT） 

16 日 H 総合 有   有   20     20 14  1  車両（福祉タクシー） 

17 日 I 
精神
科 
有   

（貯水
のみ） 

  12   35 47 4  12  
車両（福祉タクシー、自
衛隊） 

17 日 J 総合 有   有 有 11 68 17 96 12  8  車両（DMAT） 

19 日 K 療養 無   有   34   5 39 12  3  車両（自衛隊） 

         
平均 103 17  9 

 

         
最大 310 52 25 

 

         
最小 20 4 1 

 

         
中央値 65 14  8 

 
 

  



 

図１ XY市立病院の病院避難を前提とする災害対策に関する現状分析に係る研修プログラム 

 

日時 平成28（2016）年10月1日 

9時00分〜12時00分 

 

 

1. 院長挨拶 9時00分〜 

2. 担当DMAT紹介ならびに挨拶 9時05分〜 

3. 導入・図上演習（MAPD） 9時10分〜10時20分 

4. 休憩 10時20分〜10時30分 

5. 病院避難を考える  10時30分〜12時00分 

6. 閉会 
 

（補足） 

 

 本訓練は、平成 28年度 DMAT 東北実働参集訓練と連動させた。実災害に準じた対応を経験させるた

め、DMAT 側には 

 

(3) XY 市立病院を管轄する DMAT 活動拠点本部もしくは山形県 DMAT 調性本部が EMIS から XY病院避難

の可能性を認識できるか。 

(4) いずれかの時本部が XY市立病院に DMAT を派遣し、XY 市立病院における状況確認と詳細入力を指

示できるか。 

 

を DMAT の訓練課題とする一方、派遣された DMAT が XY 市立病院に到着可能な時刻と、XY市立病院が病

院避難を決定し病院情報を集約している時刻とを概ね一致するよう時間調整を行った。いずれの想定

も当事者には伝えていない。結果として、机上研修中に派遣 DMAT が実際に登場し、病院避難調整の初

動を行う場面を経験することが可能となった。 

 

 



 

  



 

  



 

  



 

  



 

 



 

  



 

  



 

  



 

  



 

 



 



 

  



 

  



 

  



 

  



 



 厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した 

BCP及び病院避難計画策定に関する研究」 

分担研究報告書 

「BCP と病院避難についての EMIS 活用に関する研究」 

研究分担者 中山 伸一 兵庫県災害医療センター センター長 

 

研究要旨 

（目標）広域災害救急医療情報システム（EMIS）上に搭載されている医療搬送患者の把握と追跡を可能と

するためのプログラムである Medical Air Transport Tracking System（MATTS）が病院避難時に活用可能

か、あるいは問題点があるとすれば何かなどについて、東日本大震災と平成 28 年熊本地震での病院避難

例を参考に検討を行ない、その運用手法や EMIS の改訂案も視野に入れ、提言を行なう。 

（方法）平成 28年熊本地震での東熊本病院から東病院経由で被災地外の受入れ病院に転院したケース（実

例１）と、東日本大震災での石巻市立病院から石巻総合運動公園、石巻総合運動公園から霞目駐屯地経由

で被災地外の受入れ病院に転院したケース（実例 2）をもとに、エマルゴトレインを使って MATTS の入力

や運用についてシミュレートし、現行の MATTS で運用可能か、問題点は何かについて検討する。 

（結果）いずれのケースにおいても病院避難の患者の登録と運用は現行の MATTS にて可能といってよい。

問題点として、MATTS 上に指定されている SCU とは異なる場所を経由する場合、その時に経由地を臨時入

力する必要があり、手間であることのほか、最大の問題は患者登録（入力）が SCU 以外の DMAT では事実

上困難であることである。 

（結語）現行の MATTS を用いても運用面で柔軟に工夫することにより、病院避難においてもその活用は可

能と考えられた。ただし、その特徴を踏まえた modification を MATTS に加え、病院避難専用のシステム

を EMIS 上に別途整備することも検討するべきである。 

 

  

研究協力者 

川瀬 鉄典  兵庫県災害医療センター   副センター長 

上江孝典   兵庫県災害医療センター   臨床放射線技師 

村上功一   兵庫県災害医療センター   臨床検査技師 

宗行修司   兵庫県災害医療センター   総務課係長 

大宅佑果   兵庫県災害医療センター   総務課員 

中田 正明  神戸赤十字病院    臨床放射線技師 

三村 誠二  徳島県立中央病院・救急災害医学   医長 

小井土 雄一 国立病院機構災害医療センター    臨床研究部長 

大友 康裕  東京医科歯科大学 救急災害医学   教授 



 
 

Ａ．研究目的 

 甚大な災害時に医療機関が遭遇した時、場合

によっては、いわゆる「病院避難」といわれる

入院患者を中心とした院外への転送を余儀な

くされる。今年度の本研究では以前より広域災

害救急医療情報システム（EMIS）上に搭載され

ている医療搬送患者の把握と追跡を可能とす

るためのプログラムである Medical Air 

Transport Tracking System（MATTS）の活用が

病院避難時に活用可能か、あるいは問題点があ

るとすれば何か、などについて東日本大震災と

平成 28 年熊本地震での病院避難例を参考に検

討を行ない、その運用手法や今後の EMIS の改

訂案も視野に入れ、提言を行なう。 

 

B．研究方法 

エマルゴトレインシステム®を用いながら、下

記の実災害にともなう病院避難の実例を参考

にしながら、EMIS の MATTS の入力や運用につい

てシミュレートし、現行のMATTSで運用可能か、

問題点は何か、について検討する。 

1） 実例１：平成28年熊本地震での東熊本病院

から東病院経由で被災地外の受入れ病院

に転院したケース 

2） 実例２：東日本大震災での石巻市立病院か

ら石巻総合運動公園、石巻総合運動公園か

ら霞目駐屯地経由で被災地外の受入れ病

院に転院したケース 

3） 検討事項 

① 病院避難患者のMATTSへの登録は可能か？ 

② 経路情報（出発地、経由地、収容先など）

は入力可能か？ 

③ どこで誰が入力するべきか？ 

④ そもそもトラッキングの必要性は？対象

となる患者は？ 

⑤ その他 

 

（倫理面への配慮）本研究では、倫理面への配

慮を特必要とする臨床実験、動物実験は実施し

ない。 

 

C．研究結果 

1） 実例１と２の病院避難では、経由地など搬

送ルートや搬送手段が多少異なっていた。 

（実例１）避難元病院⇒病院前現場指揮所⇒東

病院⇒他病院や帰宅が主なルートで、搬送手段

は救急車や DMAT 車輛（図１）。 

（実例２）避難元病院⇒石巻総合運動公園 SCU

⇒霞目駐屯地・花巻空港 SCU⇒他病院が主なル

ートで、搬送手段は元病院⇒石巻運動公園⇒霞

目駐屯地まではヘリコプター、その後救急車、

自衛隊車輛や DMAT 車輛など（図 2）。 

2） いずれのケースにおいても病院避難の患

者の MATTS 登録は可能である（図 3）。ただし、

傷病名の分類が少ないので、「その他」への分

類を余儀無くされることが多いと想像され、病

名と特記事項の欄に別途自由記載する作業が

必要である（図 4）。 

3） 経由地は、SCU であれば通常 EMIS 上で指定

済みであり選択するだけで入力可能だが（図 5）、

搬送元病院や病院以外の経由場所は指定され

ているとは限らないので選択入力できない。た

だし、臨時登録すれば可能（図 6）。 

4） MATTS にどこで誰が入力するかについて議

論したが、MATTS への登録業務に専念し得る環

境を考えると、場所は SCU、担当は DMAT 以外に

は事実上不可能と考えられた。 

5） 病院避難において、患者本人はもとより家

族、そして事後での災害医学的検討なども視野

に入れれば、トラッキングは重要かつ必要であ



 
ろう。ただし、経路が単純である病院避難、

すなわち元病院と受入れ病院が１対１対応で

あるいわゆる直接転院では不要であろう。 

6） 以上から、現行の MATTS を用いても、工夫

すれば、病院避難において運用、活用は可能と

考えられた。ただし、その特徴を踏まえた

modification を MATTS に加え、病院避難専用の

システムを EMIS 上に整備することも一法であ

る。 

 

D．考察 

 平成 28 年熊本地震でも病院避難が行なわれ

たが、統一したルールが定まっていなかったた

め、医療搬送カルテや搭乗者名簿は紙運用で一

部使用されたものの MATTS は使用されず、患者

のトラッキングに不備が指摘されている。 

 そもそも EMIS 上に MATTS を整備した理由と

その歴史的変遷（表１）について述べると、広

域医療搬送時に被災地から遠隔地に航空搬送

される場合を想定し、患者の登録を行なって、

物理的に離れている関係各所での情報共有や

患者トラッキングを可能とすることであった。

したがって、最初そのシステム名も「広域医療

搬送トラッキングシステム」とし、その対象患

者は広域医療搬送の対象患者であり、もともと

は広域医療搬送を前提に、被災地の災害拠点病

院で選別された患者を災害拠点病院でMATTSに

登録し、SCU ではそれを更新、自衛隊機への搭

乗者名簿作成にMATTSを用いて効率的に行なう

ようにしていた。 

 搭載当時から、果たして混乱している被災地

の災害拠点病院での登録が可能か？また、災害

拠点病院を経由せずにSCUに地域医療搬送され

る患者もいるのではないか？SCU から広域医療

搬送にはならず、地域医療搬送される患者もい

るとではないか？等々、さまざまなシチュエー

ションが想像されたので、システムの英語名

は”Medical Air Transport Tracking System”

として、「広域」の文字ははずし、状況に応じ

て柔軟に運用・活用できれば良いと考えていた。 

 ところで、MATTS が実災害で使用されたのは、

東日本大震災時、いわて花巻空港 SCU において

であり、ここに医療搬送された患者の全員を

MATTS に DMAT が登録し、追跡を可能とした。こ

れには総計 136 名（16名の広域医療搬送患者＋

120 名の地域医療搬送患者）が登録された（図

7）。 

 これを契機として、広域医療搬送以外の医療

搬送や種々複数の経由地を経る搬送において

も、入力可能なように MATTS を改訂した。よっ

て、東日本大震災以降、さまざまな医療搬送時

に MATTS を活用する意識は DMAT を中心に浸透

していった。しかし、いわゆる「病院避難」時

に活用するという考えはこれまでに無く、平成

28年熊本地震で行なわれた避難事例でもMATTS

の活用には至らなかった。 

 今回、２つの事例を踏まえて検討を行なった

が、１対１の直接転送を除けば、病院避難にお

いてもさまざまなルートが考えられる（図 8）

ため、対象患者把握と名簿作成、そしてトラッ

キングのための登録を行なうべきであると考

えられた。この作業は、もちろん紙運用でも構

わないのだが、MATTS による電子化を行なえば、

関連するすべての場所での閲覧・共有が可能と

なり、患者の追跡も容易となる。なお、MATTS に

登録した時点で MATTS ID という番号が連番で

患者に割り当てられる。つまり、同じ災害では、

さまざまな形と場所の医療搬送が実施される



 
が、病院避難と他の医療搬送患者の ID が連

続で、独立したシステムを作らない限りは混ざ

った ID番号が振られることになる。 

 現行の MATTS で不具合な点は、病名登録の選

択肢の少なさ、所定の SCU 以外は経由地を入力

するのが手間であることだ。病院避難専用のシ

ステムを EMIS 上に整備すれば、前者は解決が

容易だが、後者は必ずしもそうではない。指定

されたSCU以外でさまざまな経由地が状況に応

じて発生するので、臨時登録作業が必要となる

ことは必至であろう。ただし、SCU 以外の経由

地はまず病院であり、病院避難の緊急性からそ

の数はしぼられるし、EMIS 登録の全病院化が実

現さえすれば、そのリストから選択すれば良い

ことにはなる。最後に残る問題は、SCU を一度

でも経由さえすれば、SCU での MATTS 登録が

DMAT により可能であろうが、そうでない場合は

DMAT が関与しても多忙な場所で病院避難に伴

う３T（Triage,Treatment,Transport）業務で

精一杯な場合は、むずかしいことが予想される。

とはいえ、EMIS への患者登録にこだわって病院

避難が遅れるというような本末転倒の事態に

陥ることは論外である。病院避難時の緊急度、

危険度、複雑性などを踏まえ、柔軟性をもって

対応すべきであることはいうまでもない。 

 

E．結論 

 現行のMATTSを用いても運用面で柔軟に工夫

することにより、病院避難においてもその活用

は可能と考えられた。ただし、その特徴を踏ま

えた modification を MATTS に加え、病院避難

専用のシステムを EMIS 上に別途整備すること

も検討するべきである。 

 

F．健康危険情報 

    特になし。 

 

Ｇ．研究発表 

 1. 論文発表 

  日本集団災害医学会雑誌に投稿予定 

 2. 学会発表 

  中山伸一 他：「災害急性期における支援

兼 DMAT 調整本部の役割と設置の重要性：熊

本地震からの考察」：要望演題 R-005 「熊本

地震における初動時対応２」第 22 回日本集団

災害医学会総会・学術集会 2017年 名古屋 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

  該当なし。 

2. 実用新案登録 

  該当なし。 

3. その他 

  該当なし。 



 

  



 

  



 

  



 



 



平成２８年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 

「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した BCP 及び 

病院避難計画策定に関する研究」 

 

分担研究 

「BCP や病院避難計画に関する研修会・シミュレーションに関する研究」 

研究分担者 三村 誠二 （徳島県立中央病院 救命救急センター長） 

 

研究要旨 

 災害時における医療機関 BCP の一環としての「病院避難」の概念を整理し、それをもとに

シミュレーションを計画し実施する。病院避難に関する様々な検討項目をピックアップし、

シミュレーションに盛り込む。シミュレーションは主に図上訓練で、ワークショップ形式で

行う。実際の医療機関の見取り図、地域の地図を使用し、病院避難のシミュレーションを行

うことで、より実践的な研修となるよう工夫する。 

 

研究協力者    なし 

A．研究目的  

災 害 時 の 医 療 機 関 BCP （ Business 

continuity plan：事業継続計画）における病

院避難の定義に基づき、シミュレーションを

行う。 

 

B．研究方法 

南海トラフ地震を想定したシナリオを作成

し、図上訓練形式で、病院見取り図、周辺地

図を使用しシミュレーションを行う。既に使

用している BCP があれば使用する。 

 

C．研究結果 

初年度ではプログラム及びシナリオを作成

した。 

 

D．考察  

病院避難の定義に基づくシナリオを作成し

た。急性期の職員、患者避難に関しては、細

かなロジスティクス面を反映させることがで

きた。また、院内災害対策本部の活動に関し

てもシミュレートを行うことができた。しか

しながら、病院避難に伴う病院インフラ（電

気、水、食料、医薬品）の設定や、発災前の

備蓄、インフラ整備などに言及できていない。

実際にシミュレーションを実施し、精緻化を

はかる必要がある。 

 

E．結論 

病院避難に関するシミュレーションのため

のプログラム、シナリオを作成した。次年度

に実際にシミュレーションを開催し、その結

果を踏まえさらにプログラム、シナリオに反

映する。 

 

F．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表   

なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録：なし 

図：病院避難シナリオ 
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平成２８年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 

 

「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した BCP 及び病院避難計画策定 

に関する研究 

岩手県における BCP や病院避難計画盛り込むべき事例研究」 

研究分担者 眞瀬 智彦 （岩手医科大学救急・災害・総合医学講座災害医学分野 教授） 

 

研究要旨 

BCP策定のための事例研究として、東日本大震災時、岩手県で病院避難を実施した医療

機関についてライフライン、通信機器等の被災状況と、患者の転院時期や搬送機関、搬送

先医療機関についてアンケート調査を実施した。結果として、津波被害を受けた医療機関

は全て病院避難となっていた。病院避難の決定の基準がないため、病院避難の時期が各医

療機関でまちまちな状況であった。この結果を受け、BCPを策定する際には、自院が被災

する可能性の高い災害を想定した、病院避難計画も立案しておくことは重要であると考え

られた。 

 

A．研究目的  

 地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害

等の各災害に対応した病院 BCP 及び病院避

難計画策定を推進するための事例研究とし

て、東日本大震災（津波災害・地震災害）

の病院避難事例を調査し検討することを目

的とする。 

 

B．研究方法 

 対象は東日本大震災時、病院避難を実施し

た６医療機関。津波被害による病院避難を行

った４病院（岩手県立山田病院、岩手県立大

槌病院、釜石のぞみ病院、岩手県立高田病院）

と地震により建物の倒壊の危険があり避難を

行った２病院（岩手県立釜石病院、岩手県立

大東病院）である。 

 方法は各医療機関へ郵送にてアンケート調

査を行った。内容は、病院建物の浸水・倒壊

状況、通信状態（固定電話、携帯電話、衛星

電話、インターネットの接続状況と復旧状況）。

ライフライン（電気、水道の途絶、復旧状態）、

医療ガスの使用状況、物資支援の時期と支援

先機関、についての調査を行った。また、病

院避難の時期と搬送手段、搬送先についても

調査を実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究において特段の必要はない 

 

C．研究結果 

１、 津波被害を受けた医療機関（表１） 

１）岩手県立山田病院 

津波による浸水のため、ライフライン・通

信機器等が全機能停止した。貯水槽に残って

いた水、ストーブ等で凌いでいたが、病院幹

部と支援DMAT間での協議の結果病院避難を

行うこととなった。搬送手段は主に DMATの

車両で、搬送先は医療圏の災害拠点病院であ

る、岩手県立宮古病院を経由し、内陸（盛岡

医療圏）へ転院搬送となった。 

２） 岩手県立大槌病院 

津波による浸水のため、ライフライン・通

信機器等が全機能停止した。津波の再襲来が

危惧されたため、高台にある岩手県立高田高



校と福祉施設へ避難した。搬送は自院職員の

みによって車いすを使用して行われた。その

後、医療圏の災害拠点病院である岩手県立釜

石病院へ転院後、内陸（中部医療圏、胆江医

療圏）へ転院となった。搬送手段は主に救急

車であった。 

３） 釜石のぞみ病院 

津波による浸水のため、ライフライン・通

信機器等が全機能停止した。当初、県に対し

て発電機、ストーブ、灯油等の要請を行い、

提供を受けるも診療継続は困難となり、医療

圏の災害拠点病院と相談の結果、病院避難を

行うこととなった。搬送手段は主に自衛隊の

救急車であり、搬送先は主に胆江医療圏であ

った。 

４） 岩手県立高田病院 

津波による浸水のため、ライフライン・通

信機器等が全機能停止した。発災直後、入院

患者・職員は屋上へ避難し、屋上待避してい

るところを警察経由で県庁に救助を要請した。

発災翌日、日の出とともに消防と自衛隊のヘ

リコプターによる救助が行われ、医療機関・

施設・避難所等に搬送された。 

 

２、地震により倒壊の危険があり病院避難を

行った医療機関（表２） 

１） 岩手県立釜石病院 

この医療圏の災害拠点病院である。災害拠

点病院であるが、耐震化がなされていなかっ

たため、平成２３年４月から耐震化の補強工

事が行われる予定であった。発災直後、建物

の倒壊の可能性が危惧され、駐車場へ緊急避

難した。その後、耐震化されていた新棟で入

院治療を行うこととしたが、その病床数は３

０床程度であり、大多数の入院患者について、

病院避難が必要となった。搬送先は主に盛岡

医療圏と中部医療圏であった。搬送手段はド

クターヘリ、消防及び自衛隊のヘリコプター、

救急車、バス等が用いられた。 

２）岩手県立大東病院 

施設の耐震化がなされていなかったため、

建物に多数の段差、ひび等が入り、危険なた

め病院避難となった。転院日は発災当日であ

り、平時から連携をとり、被災者の診療を行

っている同じ医療圏の岩手県立千厩病院へ、

救急車および町のバスで転院した。 

 

２、 病院避難を行った医療機関の症状者の搬

送時期と搬送手段（表３） 

搬送時期は医療機関によってまちまちであ

った。搬送手段は早期にはヘリコプターが使

用され、消防・DMAT・自衛隊救急車、バス

などが使用された。 

 

D．考察  

１、災害拠点病院について 

災害拠点病院は、病院機能が低下していて

も傷病者等が多数受診する可能性があるため、

耐震化、浸水対策は必須であると考えられる。

通信手段は複数の手段を持ち、インターネッ

ト回線も必須であると考える。物資支援等は

東日本大震災の規模でも、発災後２～３日目

には物資が病院へ供給されており、最低３日

程度の備蓄で対応可能と考えられる。 

 

２、津波により浸水被害を受けた医療機関

について 

１）すべての医療機関で病院避難が必要

となった。 

津波被害を受けた医療機関はライフライン

が全機能停止し、診療の継続が不可能と判断

し、すべての病院で病院避難が必要となって

いる。考えられる対策として、津波被害が想

定される階より上層にエネルギーセンター、

備蓄倉庫等を配置することが理想的ではある

が、現実問題として燃料備蓄タンクを上の階



へ設置することは難しいと考えられる。 

２）病院避難の判断 

病院避難の決定を判断することは、容易で

はないことが多いため、あらかじめ避難の基

準を BCP の一部として策定していることが

必要であると考える。 

３）ハザードマップ等で浸水避難となっ

ている医療機関 

ライフラインの整備・資材等の備蓄倉庫の

整備等を考慮するとともに、事前に BCPの中

で、病院避難計画を策定し、搬送先医療機関、

搬送手段等を決定し、定期的な訓練が必要で

あると考える。 

 

３、地震により倒壊の危険性のある医療機

関 

できるだけ耐震診断を受け、耐震化するこ

とが望ましい 

耐震化ができない医療機関は、BCPの中で

病院避難計画を策定し、病院避難の基準と緊

急避難場所の確保、転院先医療機関、転院手

段を明確にし、定期的な訓練を実施する必要

がある。 

 

E．結論 

・津波被害を受けた医療機関は全て病院避難

が必要となった。 

・災害拠点病院はどのような災害においても、

数日間診療能力を維持できるような体制が望

ましい。 

・ハザードマップ等で被災区域に建設されて

いる医療機関はその災害にあった BCP を策

定し、最悪のシナリオである病院避難に関す

る計画も策定する必要があると考えられた。 
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 眞瀬智彦、藤原弘之、奥野史寛 大規模災
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平成２８年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 

 

「宮城県における BCP や病院避難計画に盛り込むべき事例研究」 

研究分担者 山内 聡 （所属名；大崎市民病院 役職名；救命救急センター長） 

 

研究要旨 

【目的】東日本大震災時に行われた病院避難に関する事例と学ぶべき教訓を得ること、ま

た、防ぎえる災害死（PDD)の研究より事業継続計画（BCP）の意義やBCPに盛り込むべき事

項を検討すること。 

【方法】東日本大震災時急性期に行われた５つの病院避難のうち、①最も大規模な病院避

難となった石巻市立病院と②災害拠点病院で病院避難を行った東北厚生年金病院について

調査を行った。また「宮城県における防ぎえる災害死に関する研究」に、震災時の病床数

などの要素を加え、BCPの意義やBCPに盛り込むべき事項を検討した。 

【結果】①石巻市立病院は、津波による浸水のために小型ヘリコプターしか近接できなか

ったため、石巻運動公園を一時避難所として、自衛隊を含めた多機関で病院避難を行った。

宮城県庁では、宮城県危機対策企画専門監に協力を得て、多機関での会合を行い、協力を

得られたこと、また、予定どおり進行しない事態が多々みられたが、自主的に事態に対応

出来るリーダーがいたことが、この避難が実行し得た鍵だと考えられた。②東北厚生年金

病院は災害拠点病院であったが、耐震性の低い部分があり、震災で建物、ライフラインが

被害を受け、病院避難を余儀なくされた。地震国である日本においては、災害拠点病院に

おいては、診療機能を要する施設は耐震構造を有することが求められる。 

 PDDを防ぐためには、被災地域に対する組織的支援強化、災害拠点病院の機能充実ととも

に、非災害拠点病院も含めた医療施設としてのBCPの整備が求められる。また、非災害拠点

病院のBCPにおいては、ライフラインの途絶、医療物資不足、人的資源不足時の対応、域内

への搬送計画は盛り込むべき内容であると考えられた。 

【結論】ヘリを使用するような大規模な病院避難には、県災害対策本部による調整が必要

である。また、PDD を防ぐためには、非災害拠点病院も含めた BCP の整備が求められ、ライ

フラインの途絶、医療物資不足、人的資源不足時の対応、域内への搬送計画は BCP に盛り

込む必要があると考えられた。 
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佐々木 宏之 （東北大学災害科学国際研究
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岩指 元（東北医科薬科大学病院 肝胆膵外
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A．研究目的  

 研究全体としての目的は、地震、津波、洪

水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応し

た各病院の BCP（Business Continuity Plan）

及び病院避難について定義し、これらの計画

策定を推進するための基本的体制や計画作成

の手引き書、ひな形を提供し、都道府県や医

療機関の施策として実行されるための枠組み

や行政的施策を提言することである。分担研

究の目的は、その前提としての東日本大震災

時に行われた病院避難に関する事例と学ぶべ

き教訓を得ること、また、防ぎ得た災害死の

研究により BCP の意義や BCP に盛り込むべき

事項を検討することである。 

 

B．研究方法 

（倫理面への配慮） 

 東日本大震災時急性期に行われた５つの病

院避難のうち、①最も大規模な病院避難とな

った石巻市立病院と②災害拠点病院で病院避

難を行った東北厚生年金病院（現東北医科薬

科大学病院）について調査を行った。 

 研究方法としては、関連文献検索、病院避

難時に主要な役割を果たした医師（研究協力

者）にヒアリングを行った。 

 また、厚生労働科学研究費補助金（健康安

全・危機管理対策総合研究事業）「東日本大

震災の課題からみた今後の災害医療体制のあ

り方に関する研究」の分担研究である「宮城

県における防ぎえる災害死に関する研究」に、

震災時の病床数などの要素を加えて、BCPの意

義やBCPに盛り込むべき事項に関して検討し

た。なお、本研究は東北大学医学部倫理委員

会と調査病院の倫理委員会で承認を受け施行

した。 

 

C．研究結果 

①石巻市立病院の病院避難 

 震災後の津波で、海岸に隣接していた石巻

市立病院の病棟１階部分が天井まで浸水した。

入院患者約150人、病院スタッフ、近隣住民な

ど合わせて約450人は上層階へと避難したが、

非常用電源は1階にあったため、発災後ちょう

ど1時間後に停止し、ライフラインの全てが絶

たれた。3月12日、一夜明けても病院横の川か

ら水があふれており、1階はヘドロで埋まって

いた。食料の備蓄も1階だったため、使用不能

となった。災害時の連絡手段であった無線も

全く通じない状況であった。3月13日、1人の

医師と事務次長が助けを求め、徒歩で市役所

に向かい、手術後の患者の搬送を依頼した。 

 同日、ドクターヘリが転院搬送ミッション

で石巻市立病院へ到着、上記患者の主治医、

病院長をはじめ幹部（副院長、事務長）と会

談を行った。病院機能が破綻し(電気、上下水、

医療用酸素、通信が途絶、水・食料も枯渇、

交通も遮断され孤立化し)、業務継続不能の判

断が病院よりなされ、全患者の院外への避難

を決定し、県に要請を行った。県調整本部に

報告し、まず重症の6人を自衛隊機で3/13に花

巻空港に搬出した。残りの入院患者の病院避

難に関しては、3月14日未明に宮城県庁災害対

策本部において、DMAT調整本部長と宮城県危

機対策企画専門監を中心に多機関（DMAT、危

機対策課、自衛隊、消防、警察、海上保安庁、

ヘリ運用調整班、県職員等）での会合を行い、

計画を立案した（図1）。石巻市立病院は津波

による浸水のために孤立しており、小型のヘ

リコプターでしか接近できなかったため、ド



クターヘリで石巻運動公園に一時避難を行い、

そこからまとめてCH-47で霞目駐屯地に搬送

することとした。DMAT調整本部から仙台市内

の病院へ収容の依頼を行い、霞目駐屯地の本

部に情報提供を行った。本部で病院の選定を

行い、MCA無線などを用いて病院収容の依頼を

行った。霞目駐屯地から病院への搬送は、仙

台市消防局救急車、病院救急車と地元民間救

急車が担当した。 重症傷病者の病院搬送は

DMATが対応した。  

 経過中、福島原発の事故があり、運航を中

止する決断をしたヘリコプター運航会社が出

現した。また、アメリカ大陸での津波の跳ね

返り波が来襲するとの情報があり、患者搬送

が一旦中止となり、予定どおり搬送ができな

かった事例もあった。そのため石巻運動公園

から霞目駐屯地への搬送の際に救急車を利用

したり、日没後以降の石巻市立病院からの搬

送に自衛隊ヘリに依頼するなどして対応した。

また、霞目駐屯地に深夜に到着した患者は、

自衛隊のテントで一泊し、翌日に仙台市内の

病院に搬送となった。震災後、避難までに3名

の高齢者が亡くなったが、搬送中に亡くなっ

た患者はいなかった。 

 宮城県庁では、宮城県危機対策企画専門監

に協力を得て、多機関での会合を行い、協力

を得られたこと、また、予定どおり進行しな

い事態が多々みられたが、各部署に、自主的

に事態に対応出来るリーダーがいたことが、

この避難が実行し得た鍵だと考えられた。 

 今回の計画の実行前に、県庁で描いた下記

全体像を全員で共有しておくべきであったと

考えられる。 

 
図 1. 石巻市立病院の病院避難（3月 14 日） 

②東北厚生年金病院の病院避難 

 東北厚生年金病院の病棟は、震災当時A～C

病棟からなっていた。災害拠点病院であった

が、耐震性の低い建物があり、震災で被害を

受けた。増築したC病棟の揺れが激しかったた

めか病室の入り口や壁に破損がみられた。B病

棟で天井に敷設してある水道配管が破損し、

病棟の廊下が水浸しとなり使用不可能となっ

たため、B、C病棟の患者をA病棟に緊急に移動

させた。津波は病院正門まで押し寄せたが、

病院建物内の浸水は免れた。災害拠点病院に

指定されていたため、被災患者受け入れを行

っていたが、津波が押し寄せるとの情報が入

ってから、近隣住民が避難所として一挙に集

まりだし、震災当日および夜間の院内滞在者

は、入院患者約 300 名、外来患者+避難住民 

1400 名、職員約 400 名となった。そのため、

災害拠点病院としての機能は完全に麻痺し、

数日間は避難住民を受け入れたままだったが、

食料と水とガスの供給が見込まれない状況と

なったため、患者と職員を維持することを最

優先とし、ほとんどの避難住民は退去してい

ただいた。A病棟にB、C病棟の入院患者を移動

したままでは十分な治療をできないため患者

の転院を進める必要が生じ、3月13日朝の会議

で病院避難が決まった。各医師に受け持ち患

者の搬送患者リストと紹介状の作成を依頼、

搬送患者リストを搬送調整部でとりまとめ、

搬送手段と転送先、転送日時を決定した。病



院長が県庁に来庁し、災害対策本部に病院避

難の依頼を行った。また、受け入れ先は、3月

13日から院長や病院幹部が各病院に連絡を取

り、受け入れの可否および可能人数を調整し

た。 

 3月14～17日にかけて175名の患者の転送が

行われた。転送は、緊急援助隊の救急車、病

院の搬送車、マイクロバス、職員（医師）の

自家用車などを利用した。必要に応じて医師

や看護師が同乗した。病院避難に伴う患者死

亡は認めなかった。 

③宮城県における防ぎえる災害死に関する研

究よりBCPに関する検討 

 著者らは宮城県内の147病院のうち、調査の

同意が得られた災害拠点病院14病院と非災害

拠点病院82病院を調査対象病院として、防ぎ

えた災害死（Preventable Disaster Death；

PDD）に関する訪問調査を施行した。PDDは「非

災害時でその地域や病院が通常の環境・診療

体制であれば救命できたと考えられる死亡」

と定義した。2011年3月11日から4月1日におけ

る死亡患者(1,243名) の診療録に基づきデー

タベースを作成後にPDDの判定を行った。結果

として、対象患者の中に125名のPDDが存在し

た。死亡例に占めるPDDの割合は、災害拠点病

院と非災害拠点病院間では有意差を認めなか

ったが、沿岸部は内陸部と比較し有意に高か

った（17.3％ vs 6.3％, P＜0.001）。非災害

拠点病院では、一般病床数が100床未満の施設、

療養病床を有する施設の方がPDDの割合が有

意に高かった。PDDの原因として、エリア別で

は、沿岸部で医療物資の不足、ライフライン

の途絶、医療介入の遅れ、避難所／居住環境

の悪化が多く、内陸部では、医療介入の遅れ、

ライフラインの途絶が多くなっていた。病院

機能別では、災害拠点病院で、医療介入の遅

れ、避難所／居住環境悪化、医療物資不足が

多く、一方、非災害拠点病院で、ライフライ

ンの途絶、医療物資不足、医療介入の遅れ、

域内搬送不能等が挙げられた。 

 PDDの病院因子の主な原因となっているラ

イフラインの途絶、医療物資不足、人的資源

不足、病院後因子の域内搬送計画はBCPとして

対応すべき事項であり、PDDの原因の43.0％

（99／230）を占めていた（表1）。災害拠点

病院のみならず、特に一般病床数の少ない非

災害拠点病院、療養病床をもつ病院において

もこれらの整備を含めたBCPの策定が必要で

ある。 

 

表1.PDDの原因 

 

D．考察  

 東日本大震災時に行われた５つの病院避難

のうち、①石巻市立病院と②東北厚生年金病

院（現東北医科薬科大学病院）について調査

を行った。①石巻市立病院は、津波による浸

水のために小型ヘリコプターしか近接できな

かったため、石巻運動公園を一時避難所とし

て、自衛隊を含めた多機関で病院避難を行っ

た。宮城県庁では、宮城県危機対策企画専門



監に協力を得て、他機関での会合を行い、協

力を得られたこと、また、予定どおり進行し

ない事態が多々みられたが、各部署に、自主

的に事態に対応出来るリーダーがいたことが、

この避難が実行し得た鍵だと考えられた。②

東北厚生年金病院は災害拠点病院であったが、

耐震性の低い建物があり、震災で建物、ライ

フラインの被害を受け、病院避難を余儀なく

された。地震国である日本においては、災害

拠点病院においては、診療機能を要する施設

は耐震構造を有することが求められる。 

 PDD を防ぐためには、被災地域に対する組織

的支援の強化、災害拠点病院の機能充実とと

もに、非災害拠点病院も含めた医療施設とし

ての BCP の整備が求められる。また、非災害

拠点病院の BCP においては、ライフラインの

途絶、医療物資不足、人的資源不足時の対応、

域内への搬送計画は盛り込むべき内容である

と考えられた。 

 

E．結論 

 ヘリを使用するような大規模な病院避難に

は、県災害対策本部による調整が必要である。

また、PDD を防ぐためには、非災害拠点病院も

含めた BCP の整備が求められ、ライフライン

の途絶、医療物資不足、人的資源不足、域内

搬送計画は BCP に盛り込む必要があると考え

られた。 
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「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した 

BCP 及び病院避難計画策定に関する研究」代表研究者 本間正人 

分担研究報告書 

 

「福島県における BCP や病院避難計画に盛り込むべき事例研究」 

研究分担者 島田 二郎 （福島県立医科大学救急医療学講座 講師） 

 

研究要旨 

目的：福島県における BCP や病院避難計画に盛り込むべき事柄を考察する。 

方法：東日本大震災における病院避難事例を振り返り、その問題点を抽出する。 

結果：１．福島第一原子力発電所 20ｋｍ圏内における避難。この地域には 5病院が存在した。

避難は緊急を要したため、十分な計画がなく避難が行われた。避難者の詳細な経過は報告さ

れてはいないが、新聞報道によれば、双葉病院の避難において約 50 名の入院患者が避難過程

で死亡したとのこと。これらの病院避難における問題点は、①原子力発電所近辺であるにも

かかわらず、有事に際して病院避難が起こりうることを想定しておらず避難計画がなかった

（BCP および病院避難計画の欠如）、②被ばくの可能性のある危険地域において医療対応を行

えるチームの不在、③EMIS や衛星携帯電話などの状況を発信する手段の欠如、が考えられた。

２．福島第一原子力発電所 20-30ｋｍ圏内における避難。この地域には南相馬市に５病院、広

野町に１病院が存在した。この地域の病院避難は、病院機能を維持するための人的物的要素

の絶対的欠如によるものであった。病院避難においては、福島県医療対策本部が関与した避

難 509 例において、搬送中の死亡は回避できたと報告されている。しかしながら、約 20％の

患者が、避難後半年以内に死亡していたという結果であった。これらの病院避難における問

題点は、①物流停止や職員避難に伴う病院機能低下の際の対応計画の欠如、②屋内退避とさ

れた危険地域において活動できる医療チームの欠如、③実施主体が不明確で、責任の所在が

不明、等が考えられた。 

考察：東日本大震災発災当時、病院避難の概念は希薄であったが、近年、平成 28 年熊本地震

などを経て、BCP の必要性が強く推奨されている。しかしながら、原子力災害という特殊状況

下での計画立案は、現段階においても多くの問題点が残されたままである。特に一部の緊急

消防援助隊すら活動範囲外としたような危険地域に、病院避難には必須と思われる医療班を

派遣することは、未だに困難な問題を多く抱えている。この問題の解決無しに、危険地域で

の医療活動は甚だ困難であると考えられる。また、病院避難には建物倒壊の危険など、介入

者のリスクは常に存在する。危険区域内における病院避難は、原子力災害のみに発生するわ

けではなく、火山噴火、特殊災害でも起こりうる。このような災害時に一般的には介入する

ものと考えられている医療班のリスクと介入の義務に関して、整理が必要であると思われる。 

結語：原子力災害で経験したような、危険区域における医療施設の病院避難計画は介助する

あるいは危険区域に残る医療者の安全の観点から困難性が指摘される。早期避難を前提とし

た BCP が不可欠である。 

 

 



A． 研究目的  

東日本大震災発災当時、病院避難の概念は

希薄であったが、近年、茨城県の水害や平成

28 年熊本地震などを経て、地震、津波、台風

等の自然災害において、病院避難が必要とな

る事態が頻発している。よって、それらを念

頭に置いた BCP の必要性が強く推奨されてい

る。本研究では、福島県における東日本大震

災での病院避難の経験から、その課題を抽出

することを目的とした。 

B．研究方法 

東日本大震災における以下の病院避難事例を

振り返り、その問題点を抽出する。 

1． 福島第一原子力発電所 20ｋｍ圏内におけ

る避難 

2． 福島第一原子力発電所 20-30ｋｍ圏内に

おける避難 

C. 研究結果 

１． 福島第一原子力発電所 20ｋｍ圏内にお

ける避難 

この地域には 5 病院が存在した。避難は緊

急を要したため、十分な事前の計画がないま

ま避難が行われた。避難者の詳細な経過は現

時点でも報告されていないが、新聞報道等に

よれば双葉病院の避難に於いて約50名の入院

患者が避難過程で死亡したと報道されている。 

この病院避難での問題点は、第一に、原子

力発電所近辺であるにもかかわらず、有事に

際して病院避難が起こりうることを全く想定

しておらず避難計画がなかった（BCP および病

院避難計画の欠如）ことが挙げられる。第二

に、被ばくの可能性のある危険地域において

医療対応を行えるチームが無く、避難中の医

療継続が行われなかったこと、第三に、避難

を行う病院が、EMIS や衛星携帯電話などの、

病院の状況を発信する手段が欠如し、災害対

策本部での認識が十分でなかったことなどが

考えられた。 

２． 福島第一原子力発電所 20-30ｋｍ圏内

における避難 

この地域には南相馬市に５病院、広野町に

１病院が存在した。この地域の病院避難は、

病院機能を維持するための人的物的要素の絶

対的欠如によるものであった。病院避難にお

いては、福島県医療対策本部が関与した避難

514 例において搬送中の死亡は回避できた。し

かしながら、約 20％の患者が、避難後半年以

内に死亡していた 1)。 

この病院避難における問題点は、第一に物

流停止や職員避難に伴う病院機能低下時の対

応計画の欠如が挙げられる、第二に、屋内退

避とされた危険地域において活動できる医療

チームの欠如、第三に、実施主体が不明確で

責任の所在が不明であったこと、等が考えら

れた。          

D．考察  

 大規模災害時には患者への医療提供を維持

するために、医療機関間で多くの転院が実施

されるようになった。つまり、病院避難をも

想定した医療継続のための BCP の立案が必須

になった。しかし、東日本大震災当時、病院

避難の概念は希薄であり、その計画がないま

ま病院避難が実行されたことはやむを得ない

ことと思われる。地震・津波災害に加え、原

子力災害という複合災害で経験したような危

険区域内においてどのように病院避難を計画

するかについては、茨城県の水害や平成 28年

熊本地震の経験を受けて病院避難の検討が進

んできた現時点においても多くの問題をはら

んでおり、BCP に盛り込むことは非常に困難で

あるとの結論に疑義を挟む余地はない。 

 危険区域内における病院避難は、原子力災

害のみに発生するわけではなく、火山噴火、

特殊災害でも起こりうる。これらの災害に対

して、EMIS や通信機器などの整備は可能であ

るものの、「危険区域内の病院避難に関与でき



る医療班をいかに確保するか」という問題は

未解決である。危機介入を通常業務として日

常から頻繁に経験する消防（緊急消防援助隊）

であっても、原子力災害の被害拡大の鎮圧に

尽力した部隊の危険な区域での活動は確かに

実行されたが、患者搬送や病院避難の観点か

らは福島第一原子力発電所 20-30ｋｍ圏内で

一部は活動できなかった。さらに、物流停止

と医療者の避難により病院機能が破綻する一

方、屋内退避した患者あるいは寝たきり等の

病状により病院避難が困難な患者に対して医

療ニーズがあることは明らかである。危険地

域に残り医療を継続することは、医療者の義

務であるかの検討はなされておらず、医療者

の確保や身分・補償の問題が残る。医療者は

公務員とは限らず、消防や警察・自衛隊と違

い身分保障された危機介入者としての労働契

約はないであろう。実際に南相馬市立病院で

は，職員の３分の２が避難しており、この観

点からの論議は、今後の危険地域における病

院避難を論議するうえで必要であると考える。 

 平成 28年熊本地震においても、病院避難の

最中に本震がおきるという事案が発生した。 

首都直下地震や南海トラフ地震では、東日

本大震災以上の被害が想定されており、病院

避難が多数発生し、対応が追いつかない可能

性がある。さらに、危険を伴う特殊災害が起

これば、ますます対応困難となることも予想

される。火山噴火で逃げ遅れた患者や取り残

された老健施設入居者等の対応に関しても、

それでもそこに残り医療者は活動を強いられ

る可能性がある。津波が来るのがわかってい

ても、患者を置いて避難できない。それが医

療に携わる者たちの現実である。安全確保の

原則３Ｓの最初のＳは Self、自分である。身

分保障と危機介入義務のアンバランスがある

限り、危険地域での病院避難計画の策定は困

難である。早期避難を前提とした BCP が不可

欠である。 

E．結論 

原子力災害で経験したような、危険区域に

おける医療施設の病院避難計画は介助するあ

るいは危険区域に残る医療者の安全の観点か

ら困難性が指摘される。早期避難を前提とし

た BCP が不可欠である。 
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研究要旨 

茨城県では、東日本大震災と関東・東北豪雨で病院機能が維持できなくなり、計 5病

院で入院患者の全員の病院避難が行われた。 

2011 年 3月 11 日東日本大震災で茨城県では全国からの DMAT の派遣要請を行い、震災

当日から翌日に病院の構造的破壊とライフラインの途絶で病院機能が失われた水戸市

と北茨城市の 2病院で病院避難が実施された。また震災によるライフラインの復旧の遅

れのために病院機能が維持できなくなり、3月 17 日から北茨城市の 1病院の病院避難を

消防と茨城県 DMAT の共同で行った。 

2015 年 9 月 10 日関東・東北豪雨で、鬼怒川の堤防が決壊した常総市水害では水海道

の 2病院が浸水、孤立し、病院機能維持ができなくなったため、翌日から消防、自衛隊、

関東 DMAT による病院避難が行われた。 

大規模地震に対しては病院の耐震性を高めることと、ライフラインが途絶しても病院

機能を維持できる体制、計画（BCP）を整備する必要がある。地震災害での急性期の病

院避難の際は搬送時に医療者の介入が必要であり、患者搬送機能を持つ DMAT の活動が

効果的であった。 

豪雨、河川氾濫による水害に対しては事前に病院の浸水による被害を予測し、対応を

検討する必要がある。軽度の水害では病院への浸水を防ぐ手段を整備し、浸水しても病

院機能が維持できる体制、計画（BCP）が必要である。浸水、孤立した病院からの病院

避難には消防、自衛隊、DMAT、災害拠点病院の連携と機関間の調整が重要であった。 

 

Ａ．研究目的  

茨城県で発生した地震、水害で被災し病院

避難となった病院の状況を調査し、病院機能

の維持と病院避難に必要な計画について検討

する。 

 

Ｂ．研究方法 

平成 23 年の東日本大震災と平成 27 年の関

東・東北豪雨(常総水害)で、茨城県内の病院

避難となった病院の状況を、DMAT の活動と論

文、学会発表の内容から調査する。病院機能

を維持し病院避難を回避するための計画と実

際の病院避難の課題とを検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．東日本大震災 

 東日本大震災で茨城県は広域に震度 6 弱～

強の地震が発生し、沿岸部に 3～5m の津波を

受けたが、多数傷病者の発生はなかった。茨



城県は広域にライフラインが途絶し、広域の

通信障害が生じた。 

水戸市の水戸協同病院（2次救急病院）が被

災し、病院の構造的な破損とライフラインの

途絶で病院機能の維持ができなくなり、茨城

県庁に入院患者の転院搬送の要請が行われた。

DMAT の協力による病院避難を行うことを決定

し、震災当日の夜から翌日までに、入院患者

120 名の転院搬送を DMAT の車両を用いて行っ

た。 

 また震災翌日に北茨城市で被災状況調査を

行っていたDMAT隊員が北茨城市の北茨城市立

病院（2次救急病院）の病院機能維持が困難で

あると判断し、入院患者 49 名の病院避難を

DMAT の車両を用いて行った。 

 3 月 16 日に北茨城市の廣橋第一病院(精神

科病院）がライフラインの復旧の遅れから病

院機能が維持できなくなり、県庁に入院患者

28 名の病院避難の要請があった。3月 17 日か

ら１8 日にかけて県庁の DMAT 調整本部と消防

本部とが連携し、茨城県 DMAT の車両と消防防

災ヘリが協力し、病院避難を実施した。 

 

東日本大震災における茨城県の病院避難と

DMAT 本部 

 
２．関東・東北豪雨による常総水害 

 平成 27年 9月 10 日関東・東北豪雨で午後 0

時 50分に鬼怒川の堤防が決壊した。消防、自

衛隊、警察による水害地域の多数の住民の避

難、救助が行われたが、医療需要の急激な増

加はなかった。 

 被災状況や医療需要が明らかでない中では

あったが、午後 6時に県庁に DMAT 調整本部を

設置し、つくば 2 次保健医療圏の災害拠点病

院に DMAT 参集活動拠点を設置し、活動を開始

した。午後 8 時頃に堤防決壊場所から約 9 ㎞

離れた常総市水海道のきぬ医師会病院と水海

道さくら病院の2つの病院が浸水、孤立した。

病院の診療機能は失われ、入院患者全員（そ

れぞれ 72名、90名）と職員、患者家族等（合

計約 100 名）の避難が必要となった。 

9 月 11 日早朝に病院避難のために関東ブロ

ックの DMAT に派遣要請が行われ、隣接する医

療圏の災害拠点病院である西南医療センター

病院にも DMAT 参集活動拠点を置き、同日午前

中に病院避難が開始された。2病院は１ｍ以上

水没しており、自衛隊、消防のボートで入院

患者を陸路搬送が可能な地点まで搬送し、救

急車や DMAT の車両等で転院搬送を行った。き

ぬ医師会病院の病院避難は14時ころに終了し

た。水海道さくら病院の病院避難は夜間も続

けられ、9月 12 日夕までに全入院患者の病院

避難と病院職員、家族等の避難が行われた。 

 

常総水害における病院避難と DMAT 参集活

動拠点 

 



Ｄ．考察  

１．地震災害 

 茨城県において東日本大震災では病院の構

造的破壊とライフラインの途絶のため、2病院

の病院避難が震災当日から翌日にかけて行わ

れた。地震災害急性期の病院避難では停電、

通信障害の中で判断、計画を行う必要があっ

た。 

医療介入を行いながら搬送できる車両を持ち、

搬送先の調整が行える組織としてDMATが効果

的に活動した。 

 地震災害急性期の病院避難を回避するため

には、耐震性の高い病棟を持つ必要がある。

耐震性の異なる複数の病棟を持つ病院であれ

ば、地震災害時の病院の構造的破壊による病

院機能低下に対しては、耐震性の高い病棟へ

入院患者の移動させることで病院避難を回避

する計画も必要である。 

耐震性が十分で構造的破壊を免れてもライ

フラインの回復が遅れると病院機能は維持で

きなくなる。地震災害亜急性期にライフライ

ンの復旧の見込みが立たない場合の病院機能

の制限、縮小や病院避難の計画が必要である。 

大規模地震では県レベルで災害対策本部が

設置され、病院避難が必要な状況になれば、

県庁の医療部門が対応することになる。被災

地域の病院機能の評価と全体像の把握には

EMIS が有用であるが、災害拠点病院が医療圏

の被災状況を把握し支援を行う体制も必要で

ある。地震災害時の病院避難と病院支援に関

する計画を各病院、医療圏で作成する必要が

ある。 

２．河川氾濫、堤防決壊による水害 

 関東・東北豪雨による常総水害では堤防決

壊から６～７時間後に決壊場所から約 9 ㎞離

れた水海道市の 2病院が浸水孤立した。 

河川氾濫や堤防決壊による水害の範囲はハザ

ードマップで事前に知ることはできたが、浸

水した病院の職員は堤防決壊後に水海道まで

水害が広がることを予測はできず、病院浸水

に対する事前の対応マニュアルはなかった。 

河川氾濫や堤防決壊だけでなく、地域の排

水機能を超える豪雨でも水害は起こる可能性

があり、すべての病院は水害に対する被災予

測と対応の検討が必要であると考えられる。 

１ｍ以上の浸水に耐えられる病院を作るこ

とは現実的ではないが、軽度の水害から病院

を守る計画、準備は必要であり、病院が浸水

したときの非常電源設備や備蓄物品の管理に

ついての検討も必要である。 

水害による病院避難の調整には外部との通

信が重要である。常総水害では 2 病院の固定

電話が使用不能となり、職員の携帯電話で通

信が行われた。病院の非常用携帯電話やデー

タ通信機器の整備も重要であると考える。 

 浸水、孤立した病院からの病院避難には消

防、自衛隊、DMAT、災害拠点病院などの連携

が重要であったが、被災した病院は様々な組

織から連絡を受けることになり混乱が生じた

可能性がある。災害拠点病院が病院支援とし

て病院避難の多組織調整を行う必要があった。 

 

Ｅ．結論 

 大規模地震に対して病院機能を維持するた

めには耐震性の高い病棟を持ち、ライフライ

ンの途絶に対応できる体制、計画を整備する

必要があった。地震災害急性期の病院避難は、

患者搬送機能をもつDMATの活動が効果的であ

った。 

 豪雨、河川氾濫による水害に対しては事前

に病院の浸水による被害を予測し対応を検討

する必要があった。浸水、孤立した病院から

の病院避難には消防、自衛隊、DMAT、災害拠

点病院の連携と調整が重要であった。 
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【はじめに】 

 阪神淡路大震災後、「災害対応マニュアル」の必要性が高まり、「災害対応マ

ニュアル」を整備してきたが、その後の東日本大震災によって、災害急性期に

特化しただけでは、不十分であり、BCP（事業継続計画）に基づいたものに書
き換えることが求められてきた。そこで今回、既存の「災害対応マニュアル」

に不足部分を補い、新しい総合的な計画として作成した。BCP の考え方には計
画そのものを繰り返しチェックして改善してゆくことも含まれ、進化する計画

として管理体制を整えて改訂してゆく必要がある。今回呈示する病院 BCP は、
国立病院機構災害医療センターで開発され、災害従事者研修会等で普及された

「災害対応マニュアル」と互換性がある。従って、各病院で整備された「災害

対応マニュアル」と見比べ、不足する部分を補えば「病院 BCP」として活用で
きるとの考え方に基づいている。 
 
 
【立地条件、ハザードマップ、歴史的に経験した災害等の評価】 

病院の立地条件、ハザードマップ、歴史的に経験した災害等を勘案して、想定

される災害とその可能性（頻度、重要度）について明記する。当然ではあるが、

たとえ想定される可能性・頻度は少なくとも、患者・職員の生命や病院の事業

継続に支障を及ぼす可能性のある災害は考慮する。場合によっては、想定され

る災害毎の BCPの整備が必要となる。 
 
１） 病院立地とハザードマップ、地域防災計画等の関連についての評価 
以下についてハザードマップや地域防災計画等をもとに被害想定区域に該

当するかについて評価する。 
①洪水、内水   □該当有り 
②土砂災害    □該当有り 
③地震      □該当有り 
④液状化     □該当有り 
⑤津波、高潮   □該当有り 
⑥火災延焼    □該当有り 
（震災後等） 
⑦火山     □該当有り 
⑧冠水等による救急車等の車両・徒歩患者・職員等アクセスの障害 □

該当有り 



 
詳細については、チェックリストを用いて評価する。（⇒第６章、巻末資料 

参照） 
 
２） 病院が立地する地域で過去１００年間に発生した災害についてリスト

を作ってみましょう。 
地域の新聞、書籍、図書館資料、郷土史、古くから居住している住民からの

情報収集等により過去１００年間に、病院が立地する地域で発生した災害に

ついてリストを作る。 
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第１章 災害対応の基本方針（仮想災害拠点病院での例） 

◆はじめに 

当院は、県南西部の沿岸部から 2km（海抜 30m）の市中心部に位置し、市内を流れる川

からも 1km離れている硬い岩盤の上に立てられている。そのため、大地震による津波や液

状化による直接的な被害は免れるものと考えられる。阪神淡路大震災後、当院は災害拠点

病院に指定され、現在 DMAT2 隊を保有し、来るべき大地震に備えているところである。

しかしながら当院の従来の災害対応計画は、災害急性期への対応を中心として作成されて

おり、広域で長期的な対応が求められる震災被害に対しては不十分なものであった。歴史

的には当地区では過去に数回の、現代であれば大震災になったと考えられる大地震を経験

しており、今後の震災による被害についての予測も立てられている（第Ⅶ章参照）。 

当院は、日頃から地域の急性期基幹病院として機能しているが、震災時にはさらに広い

地域から多くの傷病者の受け入れを余儀なくされる。そのニーズに応えるためには、地域

との連携を見直すとともに、自院の職員がその時に的確かつ確実に対応できる体制を平常

時から構築してゆく必要がある。震災が起きてからでは遅いことも多いため、あらかじめ

種々の準備を怠ってはならない。これらの課題に対処すべく事前準備を含めた震災に対す

る総合的な計画をまとめ、この計画の中で具体的に準備しておくことをチェックし、整備・

備蓄を行い、職員が行うことは知識や対応能力を高める訓練・研修を繰り返してゆくこと

が求められる。 

災害対策本部は、災害時にのみ機能するイメージであるが、新しい総合計画では、むし

ろ平常時からの準備が必須であるため、災害対策委員会（危機管理委員会）の中に病院 BCP

部会を設立し、そこで、チェック、改善へのプロセスが機能するようにした。そして実際

に災害が起きた際には災害対策本部長を病院長として、計画部会が本部の機能を担うこと

ができるようにした。 

以下に当院の災害対応計画における基本となるポイント挙げる。 

 

◆災害対応計画の適応範囲と活動方針 

本計画は大地震によるものを想定しており、CBRNE 災害、感染症のアウトブレイク、

テロ災害などの特殊性が高く準備や対応方法が異なるものや、施設の火災などについて

の計画は、別に整備する必要がある。整備の方法としては、追加の対応マニュアルや追

加 BCPとして整備する方法がある。 

地域における基幹病院、災害拠点病として、地震による災害の発生場所と当院の被害

によって基本的な対応は変化する。そのため以下の大枠の範囲での本計画の適応部分を

定める。 

１）当院が大災害の中心地域にある場合（病院機能への影響から以下の対応を行う） 

ア）当院の被害はあっても軽微で病院機能が維持されている時（⇒本計画の急性期対
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応を全面的に遂行） 

被災地域での第一線病院として機能（可及的な多数傷病者受入れ、被災現場への

DMAT、医療班派遣、被災地外からの DMAT、医療班受入れ、ヘリポート運用等） 

イ）病院機能が大きく損なわれた時（⇒本計画の急性期対応の部分的な遂行） 

院内患者の診療を継続するとともに、受診する被災患者への応急処置と被災地内

外の医療機能が残っている施設への搬送・転院の手配 

ウ）さらに病院建物自体の安全性が保てないなどの以下に該当する時 

院内の外来・入院患者・職員の安全を確保しつつ、病院から避難する（火災の際の

避難は、当院消防計画による）。また避難の具体的な方法は、病院避難マニュアルによ

る。 

 

（参考） 

＊病院避難の基準 ⇒（平成 29年度本研究班において「病院避難のマニュアル」を検

討中であり、その成果に基づいて今後置き換える必要がある。） 

ⅰ）建物自体が余震などによって倒壊する恐れがあると判断される時 

ⅱ）ライフラインの破綻により水・電力・医療ガスが断たれ患者等の生命の維持に支

障をきたす恐れがある時（部分的な避難を含む） 

ⅲ）食糧、飲料水が途絶え医療者の活動が不能、患者の生命の維持に支障をきたす恐

れがある時 

ⅳ）その他、やむを得ない事態が生じた時 

２）当院が大災害の近隣地域にある場合（病院機能が維持されている場合） 

―災害後方病院として機能（重症患者受入れ、ヘリポート運用等） 

―災害医療救護班の派遣（DMAT、医療班） 

３）遠隔地での大災害 

―災害医療救護班の派遣（DMAT、医療班） 

―広域医療搬送患者の受入れ 

 

◆地域における位置づけ 

 当院は、県内の災害拠点病院の一つとして、県の防災計画の中で○○医療圏の災害時医

療を中心的に行うことが規定されている。震災発災時には、県の災害対策（災害医療コー

ディネート制度）の医療本部、災害医療コーディネーターと密な連絡をとりつつ、DMAT

活動を含めた枠組みの中で、機能的に活動を行う必要がある。このため、平常時から実務

的な代表者を立てて連携がとれるよう協議している。災害時の通信連絡体制については地

域防災無線をはじめ、衛星通信を含めた設備が整備されている。実際の災害時にこれらの

通信が機能するよう、地域を挙げた訓練も繰り返されている。 

 所属している○○市の中でも中核的な位置づけをされており、市の防災計画に則った地



第１章 災害対応の基本方針 

 

域医療ネットワークの中で、医師会を含めた連携、協力体制についての事務レベルでの定

期的な確認と医療関係者を含めた訓練が計画され、行われている。 

当院に求められるものはあくまでも医療であるが、その医療を継続するために必要なサ

ポートは、上述の自治体、関係諸機関との日頃からの協力体制や各種協定によって担保さ

れている。 

 

◆平常時の災害準備体制（災害対策委員会、危機管理委員会） 

 平常時から災害に備えるために、災害対策委員会（危機管理委員会）内に病院 BCP（BCP）

部会を設立（注：部会ではなく災害対策委員会ないし危機管理委員会そのものでも構わな

い）し、本計画の作成、見直し、改正、必要物品の整備、管理を行っている。部会の決定

のうち、災害時の実際の対応能力を左右する重要なものについては、その実行性を高めら

れるよう院長をはじめとした関係する管理部門に直接働きかけることができるようにした

ことが特徴である。また、計画や準備状況の変更（改善）の情報が全職員で共有できるよ

う定期的に「病院 BCP部会だより」を配信している。部会では以下に対応する。 

 

部会での対応事項（例） 

・本計画の整備に関すること（BCPの作成、改訂、管理） 

・職員の災害対応訓練、教育、啓発に関すること 

・対外的な対応と委員会との関係（DMAT関連、関連会議、対外的な訓練、など） 

・ロジスティックスに関すること 

・連絡体制に関すること（EMIS、防災無線、衛星通信、院内無線、など） 

 

なお、部会は災害時にはそのまま、災害対策本部へ移行できるように構成されている。 
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＃図の構成は ICS（incident command system）に準ずる 

◆災害対策本部設置基準 

 対策本部を立てるのは以下のいずれかに該当するときとする。 

 ア）当院を含む地域での震度 6弱（5強）以上の地震 

 イ）当院が属する、県、市、区、または協定を結んでいる自治体・組織に地震に対する

災害対策本部が立てられたとき 

 ウ）当院が DMATの医療搬送拠点、あるいは医療搬送の受入れ施設に指定されたとき 

 エ）想定東海地震に対する警戒宣言が発令されたとき 

 

◆災害対策本部の組織体制と機能 

震災時には以下の体制（例１：仮想災害拠点病院、例 2：基幹災害拠点病院マニュアルよ

り）に移行して対応する。なお、夜間・休日体制から災害対策本部を設置する場合、暫定

的に当直・日勤者が本部要員となり、業務内容から役割分担を決めておき、正式な本部要

員の参集状況にあわせて正式な本部体制へ移行するルールも必要である。 

１）暫定対策本部 

以下に示す災害対策本部要員の多くは、夜間・休日には不在であるので、当直者・日直

者は本部長の代行を当直医師責任者（管理当直者）として、業務分掌に即し、協力して院

内外の被害状況の収集と安全確保にあたれねばならない。災害対策本部要員がいれば暫定

的に本部長代行となり、（可及的に病院長に連絡をとり了承を得て）正式な災害対策本部と
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して立ち上げ（設置）を宣言し機能する。 

２）災害対策本部 

 
例１ 仮想災害拠点病院計画 
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例２ 基幹災害拠点病院マニュアルより 

 

◆災害レベル別対応の基本 

病院の被災状況や職員の参集状況によって、対応できる範囲は異なるため、以下に挙げる

レベル別対応を想定する。このレベルは平常時から職員全員に周知されている必要がある。 

例として、基幹災害拠点病院のものと、都市部の災害拠点病院のものを示す。 

 

【基幹災害拠点病院の例】 

災害対応レベルと対応 

災害レベル 対        応 

0 救命センターのみで対応可 

1 

救命センターの対応能力を超え、災害対策本部の設置が必要 

・関連職員の応援を要する 

・診療体制は概ね平常通り、一部の外来で対応可 

・予定手術は延期 

                            例）近隣中事故：バス横転事故、競輪場将棋倒し 

                               遠隔大事故・災害：医療班の派遣 

2 

多くの関連職員の対応を要する 

・外来を中止（あるいは被災患者優先と）し必要な新設部門を設置 

・職員のマンパワー、被災患者の数に応じて中等症患者対応に外来ホールを使用 

・軽傷者（緑）は救護所（平日日勤帯）または１Ｆ外来（休日・夜間）で処置 

                            例）近隣大事故：列車事故、航空機墜落、ガス爆発  

3 

全職員で長期間にわたり対応（直下型地震など） 

・全新設部門の設置（救護所は立体駐車場第３備蓄庫） 

・当院の被害状況の程度でさらに次の３段階に分ける 

    ３Ａ：被害なし、概ね通常の診療が可能  

    ３Ｂ：被害あり、部分的には診療は可能 

    ３Ｃ：甚大な被害、診療不能（避難態勢をとる） 

各レベル別の対応の概略は以下の通りである。レベル２、レベル３Ａの対応は発災の時間帯や

被災者の人数により、本部によって決定されるものであり、本質的な違いはない。職員のマンパワ

ー、患者数などに応じて休日・夜間に外来ホールをフルスケールとするか、部分運用とするのか、

軽症患者（緑）を院内の外科系外来で診るのか、立体駐車場救護所で診るのかを本部が決定す

る。 

 

レベル１：日勤帯は院長を本部長とした対策本部を設置し、通常の診療体制は概ね維持し、関係
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者の協力を得て対応にあたる。全職員への報告は事後に行う。 

 休日・夜間は救命リーダーが暫定本部長となり、院長に報告するとともに関係者の呼び出しを行

い対応する。軽症者の処置は第４処置室で行う。 

  

レベル２ ：災害が大規模で多数の職員の協力が必要な場合に院長（不在時は副院長）が決定し、

院内放送によって院内職員に連絡する。 

 日勤帯は通常の診療体制を崩し、外来を中止（あるいは被災患者優先のものと）し、外来ホール、

救護所を立ち上げる。予定手術を延期し、病棟は増床体制をとり、本格的な災害モードに入る。本

部は必要に応じて院外職員を招集し、職員は在院登録を行った後、本部の指示に従って必要な

新設部門を設置する。その後は部門別のマニュアルに従って活動する。 

 夜間・休日は救命リーダーが暫定本部長となり、院長（副院長）に報告してレベル２体制をとること

の命令を受け（連絡がとれない場合にはリーダーの判断）、院内放送を行い、職員宿舎の職員を

優先して招集し、必要な人員確保をはかる。在院する職員は登録を行い、必要部門を立ち上げた

後、担当部署に就き対応する。リーダーは本部職員のいずれかが到着後、本部長を交代し、本来

の任に専念する。レベル２では、救急車は初療室で、軽症患者は誘導・案内班が病院正面玄関か

ら入れ、トリアージチームがトリアージを行う。赤患者は初療室へ搬送し救命初療班・搬送班が、黄

患者は外来ホール（必要に応じて片付ける）で治療班が、緑患者は１Ｆ外来（必要に応じて外科、

整形、形成・皮膚の順で開設）で医療チームが対応する。暫定本部は相当数の人数が揃ったら3Ｆ

第 3 会議室に正式本部を設置する。 

 

レベル３ ：レベル２と基本的には同じであるが、震度６以上の直下型地震などで患者の数が膨大

で、事態の収束までに長期間を要する場合や、院内にも被害が及んだ場合に設定される。レベル

２との主な違いは、全職員が対応すること、トリアージを院外２カ所（救急搬入口前、正面玄関前）

で、緑タッグ患者の処置を救護所で行うこと、応援医療班やボランティアの参加があること、停電す

れば、エレベータの運用方法が変わること、コンピュータダウン時に帳票類、職員・患者登録方法

が変わること、臨時病棟、ボランティアセンター、看取り室、安置所が設置されることなどである。院

内が被災した場合には患者を安全な場所に避難させ、本部に被災報告を行った後、残された病

院機能を最大限に利用して患者に対応しなければならない。ライフラインの途絶、病院建物の安

全性の確保ができない等によって、病院の診療機能が破綻した場合には、診療の中断を余儀なく

され、入院患者の避難が必要になる。この判断は対策本部が行い、別に示す「レベル３Ｃマニュア

ル」に準じる。また火災発生の際は、当院消防計画に準じる。 

 

【災害拠点病院の例】 

基本的災害対応レベルと判断基準 
 

発令の目安と対応の概要 
通常 
診療 

医療チーム 
派遣 

被災者 
受入 
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レベル１ 
遠隔地における災害、近隣地域における局地災害 
通常診療は継続しつつ、県および市からの依頼に基づき
災害派遣医療チームを派遣する。 

○ ○ ○ 

レベル２ 
近隣地域における局地災害で傷病者数が多数 
通常診療は継続しつつ、救命救急センターへの増強体制
を図りながら被災者の受け入れを行う。 

○ × ○ 

レベル３ 
近隣地域における大規模災害、自施設の影響は軽度 
通常診療は中止し、最大多数の傷病者受入れを行う。 

× × ○ 

レベル４ 
近隣地域における大規模災害、自施設の影響は中等度 
原則として外部からの被災者受入は行わず、入院患者へ
の対応を中心に行う。 

× × × 

レベル５ 
近隣地域における大規模災害、自施設の影響は重度 
外部からの被災者受入は行わない。患者、職員の避難を
最優先に実施する。 

× × × 

 

◆職員の参集と安否確認 

１）職員の参集基準 

 当院での震度が 6 弱以上（被災がひどく震度が公表されない場合を含む）のとき、病院

に連絡することなく参集することを原則とする。災害対策本部要員においては、震度 5 強

の場合でも病院や周辺地区の被害があるとき、または予測されるときには参集する、もし

くはすぐに参集できる準備を行う。院内にいる職員は院内に被害がでていることが予測さ

れる揺れを感じたときは、揺れのおさまりを安全な場所で待ち、その後本部要員は被害に

関する情報収集と災害対策本部設置準備のために、対策本部となる第 1会議室に参集する。 

２）職員の参集状況（在院状況）の確認 （この部分は施設による違いが大きい） 

１案：職員の在院状況、参集状況の確認は、各部門から対策本部への災害時従事者登録名

簿（全部門共通・本部報告用）によって行う。この報告は定時的に行い、対策本部はこれ

により全体状況を確認する。 

2案：職員の参集状況の確認については、原則、平時所属している部署毎に行い災害対策本

部に報告する。参集者についてもまずは部署毎に把握する。本計画の急性期対応において

役割を担う職員＊については、平常時から災害対策本部となる第 1 会議室、新設部門の指

揮所となる場所に備えてある災害時職員配置版（名札を貼った白板など）に反映させる必

要があるので、該当者は対策本部、指揮所に行き登録を行う（登録は代行者でも可）。 

＊注：災害急性期に登録が必要な職員 

本部要員、トリアージ部門、緊急度別（赤・黄・緑・黒）患者対応者（責任医師、医師、

責任看護師など）、手術室（手術室責任者、麻酔医師、手術担当医師、看護師責任者、看護

師）、ICU（責任医師、医師、責任看護師など）、一般病棟責任看護師、血液浄化センター責

任医師、施設関連担当責任者、放射線検査責任者、検査責任者、薬剤責任者、栄養責任者、

警備責任者などの部門の代表と、新設部門においてはそこで急性期対応を行う医師、看護

師などを指している。対策本部が掌握すべき部門、急性期活動に直接的に関わる部門を勘
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案して 2カ所の登録場所をイメージしたが、院内体制によって可変的となる。 

３）院外職員の安否確認 

 被害状況の確認や安全の確保、当座の体制作りで時間的、物理的余裕のない場合は、要

人を除いた職員の安否確認は行わず、落ち着いてから行う。（地域あるいは自院での職員参

集状況・安否確認システムがあり、それが稼働しているような場合はそれを活用） 

 

◆医療班（DMATなど）の派遣・受援体制 

１）派遣 

当院保有の日本 DMATにおいては、DMAT活動要領の自動待機基準や都道府県からの要

請に従い準備、派遣活動を行う。その他の医療チームの派遣は必要に応じて病院長等の指

示により行う。DMATおよび医療班については平常時からの準備が必要である。DMATや

医療班の派遣時には後方支援を行う。 

２）受援 

自施設を含む地域が被災し、他地域からの DMATまたは他の医療班の支援が必要になる

場合に備えて、支援者が活動しやすい環境（場所、通信・連絡関係）を日頃から整備して

おく。 

３）派遣・受援の具体的方法、詳細については、別に定めた「DMAT および医療チーム派

遣・受援マニュアル」に従う。 

 



第２章 事前準備（平常時対応） 

注：この章も施設間の差異が激しい部分であるが、基本的に災害拠点病院に求められてい

る条件があり、それらと、別章のチェック項目との整合性を考え項目立てしてゆく。手

引きにも示したが、「組織・システム」「人」「物」に分けると整理しやすい。 

 

  震災時に職員、患者の安全を確保し、医療を、診療を継続的に行うためには、「事前の準

備」が不可欠である。そのために日頃から備えていること（備えねばならないこと）をこ

の章で分類して、取り上げる。今後も諸般の事情で追加・変更しなければならない事項も

多いと考えられ、その場合は遅れなくこの章に修正、書き加えてゆく必要がある。 

 

●システムに関すること 

◆災害対策委員会（危機管理委員会） 

本計画の急性期対応、亜急性期・慢性期対応を担保するために、常設の委員会の中（あ

るいは委員会自体）に業務継続計画（BCP）部会を置き、定期的に本計画のチェック項目

などに基づいたチェックを行い、対応に必要な事前準備を継続的に行ってゆく。また、本

計画自体も見直し、改善・改訂を行ってゆく、いわば本計画の準備部分の執行組織である。 

 

◆関連機関との協力・連携・協定等に関しての記載例（この部分は施設による差異が大き

いので、ここでは参考までに仮想のものを挙げる。） 

ここには、病院を取り巻く関連組織との事前からの取り決めごとをまとめる。 

１）地域防災計画における当院の位置づけ 

  当院は震災時には、災害拠点病院として平常時の診療圏に生じた多数傷病者のうち重

症患者の受け入れを担っている。地域内外の関連組織との連絡や傷病者の受け入れの具

体的な方法については、連絡会議を通じてより具体性の高いものに変わってきている。

連絡体制については通常の電話回線が使用できない場合を想定し防災無線として MCA

無線を、さらに衛星回線としての機器を借り入れている。これらのデバイスを有効に使

用するための関連の連絡先を一覧（詳細な連絡先は巻末）にして明示し、定期的な通信

訓練を行っている。 

当院の災害時関連機関一覧 

 

施設・団体（災害時組織） 平常時の関わり 実務担当者 連絡先
○○県健康福祉課（県災害対策本部内DMAT調整本部） 県災害医療コーディネーター協議会 △△係長

××市福祉保健課（市対策本部内） 市災害医療ネットワーク連絡協議会 福祉保健課担当者

××市医師会 地域連携協議会 医師会事務局

××市薬剤師会 地域連携協議会 薬剤医師会長

××市歯科医師会 地域連携協議会 歯科医師会事務局

××市消防本部 地域連携協議会 広域調整課担当者



 

２）DMAT関連 

  当院は DMATを保有しており、災害時に有効な連絡通信手段としての EMIS（広域災

害救急医療情報システム）の使用が可能である。DMAT連絡協議会、各種 DMAT訓練・

研修（内閣府総合防災訓練、技能維持研修、ロジ研修）に参加して、有事には遅滞なく

情報発信、情報収集ができるよう日頃から備えている。 

３）災害時の医薬品、医療資器材の供給に関する契約 

  医薬品、医療資器材については、日常は SPD（Supply Processing & Distribution）に

より在庫・流通管理されており、災害時には比較的早期から不足することが予測されて

いる。そのため、SPD業者とは、日勤帯の常駐、夜間・休日は 1時間以内に駆け付ける

ことが出来る体制と、災害時発生後から 6時間以内に外傷系の傷病者治療に必要な物（リ

スト）を通常流通量の 3倍、24時間以内に内科系医療に必要な物（リスト）を通常流通

量の 2倍を届けるように契約を行っている（この設定は仮想）。 

４）地域協定（薬剤関係） 

  近隣の院外処方箋薬局とは、災害時処方箋リストを共有し、外傷系の傷病者には 3 日

分の、被災者の内科系疾患の処方については 7 日間の処方を行ってもらえるように協定

を結んでいる。また、症状の落ち着いた定期通院患者の処方についても、厚生労働省の

特例措置が降りたことを想定して 7 日間を限度に医師の診察なしで、処方できる量の医

薬品をランニングストックとして備蓄をしておくことも協定に含めている（仮想）。 

５）地域協定（飲料水・食料） 

  当院の近隣には飲料水の生産工場があり、震災で生産ラインが稼働できなくなった場

合、タンクの飲料水のうち、2トンを病院からの要請で運んでもらえるように協定を結ん

でいる（仮想）。また、食料については、協定締結都市から市に送られてくるものから 1000

人分×3食分を、市を通じて配給してもらえるようにしている（仮想）。 

 

●職員関連 

 

◆訓練・教育・研修 

 「平常時にできないことは、災害時にもできない」ことを踏まえて、地域と当院職員の

災害時対応能力とモチベーションの向上を目指して以下の取り組みを行う。 

１）地域災害協力病院に向けた研修会、合同訓練（災害拠点病院としての義務、年 1回） 

２）院内災害研修 

  全職員向け、関連職員向け、新人向け、リマインド目的、専門スキル研鑽など、対象

者別、レベル別に平日夕方に 2 時間程度の災害対策委員会主催の研修を組んでいる。特

に新規採用者に対してはオリエンテーションの一つとして業務継続計画の説明の時間を

設け、参加を義務づけている。 



３）災害訓練 

  消防法にも定められている災害訓練は、年 1 回は病院を挙げて、関連組織との連携の

確認も含めて、災害対策委員会による企画・運営の下、金曜日の午後、または休日の半

日をあてて行われている。この訓練を通じて、本計画の問題点や脆弱な部分を確認し、

また参加した個人においては、それぞれの役割の確認と判断・行動能力の向上が図れて

いる。 

４）日本 DMAT関連訓練・研修 

  参加者は限られるが、隊員の技能維持と、新たな隊員の獲得を目指して、病院を挙げ

て県の担当に積極的に働きかけて受講できるよう努力を続けている。 

５）地域 DMAT関連 

  災害時に限らないニーズではあるが、急性期の外傷系重症患者への対応を実践の場で

経験し、災害時対応に生かすために、地域 DMATに登録し、隊員の増数を図っている。 

６）その他 

災害時に専門性の高いそれぞれの立場で対応する人材に対して、各種の院外研修への

参加を病院としてバックアップしている。 

 

●物関連 

◆安全・減災対策 

 当院の建物自体は、平成○○年に制震構造の建物として硬い岩盤の上に立てられており、

耐震性は強く、断層の直上にならない限りは震度 6 強の地震に耐えられると想定されてい

る。しかしながら、建物周辺ならびに内部の構造物、設置物や外部の被害と関連するライ

フラインについては、特別な対策をとらねばならない。以下に脆弱性とその対策について

挙げる。 

建物・設備の脆弱性と対策 

 

 

 また、当院では、緊急地震情報対応システムとして、緊急地震速報と連動して大きな揺

起こりうる事象 とるべき対策 整備状況

渡り廊下 切断・落下 補強 ×
ガラス 破損 強化ガラスへの入れ替え・補強シート貼り △
天井 落下 落下防止補強 ×
壁 破損・落下
水（給水タンク） 断水 屋上貯水槽の固定強化 ○
スプリンクラー 誤作動 停止方法の周知
電気 停電 2系統の給電・自家発電装置・無停電装置 ○
医療ガス 停止 酸素ボンベの備蓄、業者との供給協定 △

コンピュータ
データ喪失・
入力/閲覧不可

部分的な免震化・データのクライアント化・
保全のためのシャットダウンシステム

×

本棚・コピー機など 転倒 固定 ○
小物 散乱 個別対応 △
放射線源 被曝 安全な場所への保管 △
有害薬品 散乱・揮発 薬品棚の固定・個々の容器の固定、衝撃防止 ○
可燃物 爆発・火災 安全な場所への保管・個々の物品の固定

項目

建物

ライフライン

危険物



れが来る前に院内放送、エレベータの自動停止と最寄り階での開扉、自動ドアの開扉が作

動するようになっており、身の安全の確保と閉じこめ事故の防止ができるようにしている。 

余震に対しての安全対策としてヘルメットの着用と危険箇所のゾーニングも大切である。

ヘルメットについては、各部署に一定数保管してあるので、有事には着用すること。 

 

◆インフラ整備（この部分は設備担当者、事務系の担当者が詳しい） 

 職員と入院患者の安全を守り、かつ震災による傷病者の長期間の診療を継続するために

は、飲料水・食糧、医療用の水、電気、ガス、医療ガスなどの備蓄、補給が必須である。

特に食糧と水に関しては、一時的に急激に増える入院患者や病院職員に対する備蓄が必要

である。災害拠点病院については厚生労働省から備えるべき要件が示されている。要件と

合致しているか自施設で検討する。 

 

災害拠点病院に求められる設備・備蓄のチェック例 

（厚生労働省医政局長通知 医政発 0321第 2号  平成 24年 3月 21日より抜粋） 

項 目 当院の整備状況 

入院患者の増床（通常の 2 倍に対応可） × 

外来診療スペース（通常の 5 倍の外来患者に対応可） × 

簡易ベッド等の備蓄スペース × 

診療施設の耐震構造 ○ 

通常の 6割の電力の自家発電 ○ 

上記を維持する 3 日分程度の燃料 △ 

自家発電が必要な設備、機器に給電されることの検証 ○ 

水の確保 適切な容量の受水槽 ○ 

水の確保 停電時も使用可能な井戸設備 × 

水の確保 優先的な給水協定等 ○ 

衛星電話、衛星回線、インターネット環境 ○ 

EMIS が活用できる体制（担当者・研修・訓練） ○ 

多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等用の診療設備  ○ 

多数傷病者用の簡易ベッド × 

自己完結型の携行できる医療資器材 ○ 

トリアージタグ ○ 

傷病者・職員・帰宅困難者を想定した 3 日分の食料・飲料水 △ 

上記の地域での供給の協定 ○ 

ヘリポートないし近隣離発着場と搬送車両の確保 ○ 

ドクターカー（DMAT カー） ○ 



（⇒参考、本研究班会議では平成 28年度報告書に「自治体が使用可能な災害時の傷病者受

け入れ態勢の病院調査に用いる調査票」を呈示したので自施設毎にチェック可能である） 

 

◆インフラ設備状況 

ここでは想定災害拠点病院の例を挙げる（数字も仮置き）。ポイントは設備があるだけで

は不十分であり、日常の点検、必要に応じた入れ替えを行わねばならない。特に自家発電

に切り替わる際に、普段使用していない機器が作動するかどうかを接続の問題を含めて定

期的に確認しておくことが重要となる。 

 

電気設備関係 

１） 受変電設備  （本館 B1F エネルギーセンター）  

 引込み方式  全地中化ケーブル引込 本予備 2回線受電 ○○･××変電所 送電線別系統  

 契約電力   業務用季節別時間帯別電力 2型 2,000 KW （蓄熱調整契約付）  

 設備容量   8,000 KVA  

 100Vコンセント色分け設置：  

・無停電電源（緑）：救命救急（病棟･外来）･手術室･病棟観察室･アンギオ室  

 ・自家発電源（赤）：外来･病棟他ほぼ全部署（機械室等を除く）  

 ・一般電源 （白）： 商用電源停電時に使用不能になってもやむを得ない場所  

   

２） 無停電電源設備（本館 B1F エネルギーセンター）    

医療機器等専用 UPS（定電圧定周波（CVCF）電源装置+バッテリー）： 

容量 100 KVA 1台（100 Wの電球 1万個分） 最大出力時補償時間 10分間  

 ・停電･瞬停、電圧･周波数変動を補償 

・商用停電時、自家発電機が送電開始するまでの間、内蔵バッテリーからの直流エネル

ギーでインバーターを継続運転し、負荷側への電源供給を確保、医療機器等の停電を

防ぐ  

 ・自身の故障時、点検時でもバイパス電源が確保されている場合は、無瞬断で切替可能  

   

３）自家発電設備（本館 B1F エネルギーセンター）  

  ガスタービン発電機 1,000 KVA  2台（ 一般家庭 600戸相当の電力）  

 ・起動から送電開始まで 40秒以内（燃料：灯油、燃費：約 1 KL/h、冷却水不要）  

 ・燃料タンク 60 KL  2基（発電用･熱源機（ボイラー、直焚冷温水発生機）用と共用 

 ・満タン時、 発電機･熱源機同時使用で 4～5日の運転継続が可能  

   

４） 直流電源設備（本館 B1F エネルギーセンター）  

  常用電灯停電時の非常照明瞬時点灯（本館、外来、治療棟）用、及び受変電･発電機設



備 の制御電源を共用    バッテリー容量 直流 100 V  500 AH  10 分間  

   

５） その他（本館 B1F エネルギーセンター）  

 ・管理室中央監視盤にて、監視･主要遮断器の遠隔操作が可能   

・防災センターからの 全点信号ラインにより、同監視盤上で自火報等の発報状況監視が

可能  

  

通信設備関係 

１） 電話設備 引き込みケーブル：○○局･△△局 2ルート（メタル及び光ケーブル）  

２） 無線設備（通信機器としても後述）  

       ○○県防災無線（電話･FAX）   ××市防災無線（電話）  

       衛星電話 DMAT隊（災害時派遣医療班）に備品として装備  

３） 地震情報 気象庁からの配信による緊急地震速報（高度利用型）  

 ・震源地、地震規模（マグニチュード）、当院での予測震度を揺れが来る前に表示  

 ・特定震度以上の場合、全館放送･エレベータ事前停止･自動ドア開放を行う  

 

機械関係 

１） 熱源設備（本館 B1F エネルギーセンター）   

 ボイラー、冷温水発生機  ガス･油切替専焼式  都市ガス停止時備蓄灯油使用  

 燃料タンク 60 KL 2 基（発電用･熱源機（ボイラー、直焚冷温水発生機）用と共用）  

 ボイラー（貫流 2 t） 3 基  冷温水発生機（2重効用 320 USRT） 保安回路  

加湿ボイラー （貫流 1.0 t） １基 ガス専焼式  

 ・蒸気は、冷暖房（熱交換器･空調機加湿用）、給湯（中央式貯湯槽）、オートクレーブ、

薬剤（蒸留水製造･滅菌器）、厨房（蒸気釜･蒸し器）  

   

２） 燃料ガス設備（本館西側引き込み→本館 B1F 機械室）  

 都市ガス中圧系統  ボイラー、冷温水発生機の常用燃料として使用  

   〃  低圧系統  栄養管理室厨房（患者食）、薬剤･検査･研究室、食堂厨房等に使用  

           特定震度時･ガス漏れ時 自動又は手動で、緊急遮断可能  

 プロパンガス    栄養管理室厨房（炊き出し用）  

           ボンベ 50 Kg x 5本立て x 2 バンク  

           （1バンクで日常使用量 約 2ヶ月使用可能）  

           備蓄プロパンガスボンベ 5 Kg×10本及びガス器具 30セット  

   

３） 給水設備（南棟西側引き込み→飲用受水槽 本館 B1F エネルギーセンター西側 ）  

 飲用受水槽  地上式鋼鉄製（厚さ 5 mm）樹脂コーティング 50 t X 4槽＝ 200 t  



 雑用受水槽  治療棟 B1F床下及びサービスヤード地下  250 t X 4槽＝1,000 t  

 非常用井戸  病院敷地内 2ヶ所 深さ 100 m          揚水量：400 t／日  

 濾過装置   井水用砂濾過・鉄･マンガン除去（設置場所：南棟）  

        雑用水活性炭濾過・有害物質吸着除去（設置場所：エネルギーセンター）  

   

４） 排水設備（敷地南側で合流し公道下水管へ放流）  

    ・建物内の生活排水は、汚物系統･雑排水系統の 2系統で重力方式により屋外へ放流され 

る。   

 ・災害時下水管に放流できない場合、外来棟地下ピット内の水槽（900 t）へ一時貯留。  

   

医療ガス関係 

１） 酸素ガス（屋外ボンベ室）  

 液体酸素 タンク容量 4.0 m3 （気化換算 3,600 m3 ）  地上設置  

      週 2回補充 最低液面 1,700 mmAq 1.6 m3 （気化換算 1.280m3 ）  

            満タン時の約 1/3  

            日常使用量にて LO2  0.45 m3  3.5 日使用可能 

 気体酸素 液酸設備のバックアップ               

      7m3 ボンベ  8本立て x 2バンク      計 112 m3  

                   液酸+気酸として   4日間分  

２） 笑気ガス（屋外ボンベ室）  

      7m3 ボンベ 4本立て x 2バンク   片側空時  14 m3  

             1バンクで日常使用量で約 1ヶ月使用可能  

３） 窒素ガス（屋外ボンベ室）  

      7m3 ボンベ 12本立て x 2バンク   片側空時  84 m3 

             1バンクで日常使用量で約 3ヶ月使用可能  

４） 圧縮空気（エネルギーセンター医療ガス室）  

      コンプレッサー 7.5 Kw 4基     エアータンク 1.2 m3 

           保安動力盤→防災動力盤最優先保安回路に切替可能  

５） 吸引設備（エネルギーセンター医療ガス室）  

      真空吸引ポンプ 3.7Kw 4基    レシーバタンク 1.5 m3 

            保安動力盤→防災動力盤最優先保安回路に切替可能  

６） その他（医療ガス供給体制）  

当院は医療ガス納入業者と災害時においても、供給を確保する契約を交わしており、

依頼時は 4 時間以内に供給できる体制を取っている｡ また当院を供給場所とした、災害

時緊急配送訓練実施の実績がある。 

 



飲料水・食糧 

飲料水：保管場所 栄養部備蓄倉庫 

職員・入院患者（1,000 人分）の 2 日分として、2t（500ml ペットボトル：2,000 本、

2Lボトル：500本） 

食糧：保管場所 栄養部備蓄倉庫 

非常食として 1,000人分を 3日分（9,000食） 

＊水、非常食は、ランニングストックとして、期限が切れる前に定期的に入れ替えを行

っている。 

 

◆情報関係（診療情報、通信手段） 

 当院では災害時に重要となる情報（現有の診療情報を含む）伝達のために、以下に示す

機器・機能を備え、日ごろからの動作確認、関連職員の研修・教育を行っている。 

 

１）診療情報保全  

病院にとって、患者情報の根幹である、電子カルテ内や紙ベースの診療データを失う 

ことは致命的な損失である。そのため当院では、毎日の診療データを遠隔地域にあるサ

ーバーに保存、書き換えを行うシステムを取り入れている。 

２）通信機器 

 当院が保有している通信機器の一覧を示す。 

 

 

３）EMIS（広域災害救急医療情報システム） 

  施設として、EMIS の登録（ID、パスワードを県から付与）を行っているため、病院

の被害状況、傷病者の受け入れ可能状況、当院の DMAT情報については平常時から入力

し管理している。なお、この使用方法に際しては「慣れ」が必要であり、使用を余儀な

くされる災害時に迅速・正確に使いこなすためには、DMAT のみならず、複数の職員の

事前の使用訓練が必要である。 

 

名称（設置） 音声通信 データ通信 災害優先 設置場所
災害時優先電話（発信専用3回線） 〇 × 〇 災害対策本部
災害時優先電話（着信専用3回線） 〇 × 〇 災害対策本部
災害時優先電話（FAX専用） × × 〇 災害対策本部
衛星携帯電話（ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ） 〇 〇 × 防災センター
××市防災無線 〇 × 防災センター
○○県防災無線 〇 × 防災センター
東京消防庁救急端末 × 〇 救急センター

名称（携帯可） 音声通信 データ通信 災害優先
衛星携帯電話（ﾜｲﾄﾞｽﾀｰ） 〇 ×
衛星携帯電話（ｲﾘｼﾞｳﾑ） 〇 ×
災害時優先携帯電話 〇 △ 〇
災害時優先Wi-Fi × 〇 〇
MCA無線 〇 ×
無線機（トランシーバー）（30台） 〇 ×



◆医療安全（院内危険物、感染予防・衛生環境保全など） 

１）危険物（放射性物質など） 

  震災時の院内事故災害は病院機能に著しい影響を与えるため、放射性物質、危険な化

学薬品は、棚（保管機材）の転倒、棚の中での転倒、棚の棚からの落下により破損・漏

洩・散乱の無いよう、個別にしっかりと固定しておく必要がある。またそのような危険

物はリスト化して、保管状況を管理する。危険物の保管リストを巻末に添える（省略）。 

２）感染予防 

  震災時には病院も衛生的環境が低下し、様々な感染症の危険に暴露されることが予想

される。普段から行っている標準予防策を継続できるよう消毒薬、マスク、ガウン、手

袋、ゴーグル等の物品は、多めに備蓄している必要がある。当院では、感染症アウトブ

レイク用に一定量の備蓄があるため、それを活用できるよう、感染症対策チームとの協

力体制が決められている。発災直後の 3 日間程度は備蓄量で持ちこたえられると予想さ

れるが、震災対応がさらに長期化する際には、SPD 業者から優先的に調達できるよう、

契約を結んでいる。なお、防護服（Bタイプ、Cタイプ）については、感染対策用として

Bタイプ 2着、Cタイプ 10着があるので、災害時はそれを活用することになっている。 

 

３）衛生環境保全 

  衛生環境保全に不可欠な要素として、トイレや生活用水がまず挙げられる。トイレに

ついては、屋外への自衛隊や自治体による仮設トイレの設置を期待しているが、震災の

規模と時間経過の中で流動的であるため、当院では日頃の感染症対策も兼ね、排泄物に

触れることなく容易にプラスチック袋に密封できる簡易トイレを 20個、各病棟などに準

備している。さらに災害倉庫保管用として 30個を追加で購入する計画である。 

手洗い用などの生活用水については、前述の井戸水をくみ上げ、簡易浄水したものを用

いる計画であり、現在持ち運び用の折りたたみ式ポリタンクの購入も検討している。 

 

◆災害時対応必要物品の準備・保管・チェック 

 災害時には、トリアージタグなど、普段は使用しない物品が多く必要となる。これらの

準備、運用・保管等をまとめる（第Ⅶ章）。 

 

◆物品管理 

災害時に必要となる物品の中には普段から使用しているものが多く、それらのほとんど

は事務により（あるいは SPD業者により）リスト化されている。定数管理の範囲では当然

足りなくなるので、SPD 業者とは各物品に対して震災時用の補給数を決めて、リスト化、

有事の 3 日以内の補給を契約している。災害時のみに必要な物品については、備蓄一覧リ

ストとして、品目、数、保管場所、購入元などの情報とともに管理している。リストを資

料として挙げる（リスト省略）。 



医薬品、医療用資器材についても同様の管理を行っている。より多くのものをランニン

グストックとして蓄えながら、日常で使用してゆくことが理想であるが、現状では保管ス

ペースが足りず達成できていない。現在、敷地内に災害用備蓄・保管庫を新設できるかど

うかを検討中である。災害時必要医薬品のリストを資料として挙げる（第Ⅶ章。 

 

◆各種点検（チェック） 

 本計画そのものもチェック、管理されるべきであることは前述した通りであるが、この

章であげた、組織（システム）人、物、にもチェックと管理が必要である。この作業は膨

大な量になるが、日常から法的にあるいは物品の使用期限などの関係によってチェックが

行われているものも多いため、それらに漏れるものをチェックすることが必要である。本

計画にある「チェック項目（第Ⅵ章）」はそのために作成しているため、組織での定期的な

チェックと同時にチェック項目自体を見直してゆくことが求められる。「部署」、「個人」と

してのチェックは部署によって、あるいは個人の職種、立場や災害時の役割によって異な

るため、部署ごとのチェック項目、個人のチェック項目を挙げて評価し、向上を目指して

ゆく（第Ⅶ章、一部）。 

 



第３章 災害急性期対応 

 

第３章 災害急性期対応 

 

●発災直後から災害対応レベルの決定まで 
 
◆発災から発災直後 

地震の場合、揺れがおさまるまでは、自分自身の「身の安全確保」が第一優先である。

体感的な強い揺れが強く、1分以上続く地震の場合は、遠隔ないし近隣に被害をもたらす地

震であることを覚悟し、その後の対応に移る（津波が襲う可能性のある地域は緊急避難の

対象となる）。当院では気象庁から得られる緊急地震速報を利用した対応システムを導入し、

大きな揺れが来る前に、地震動の到達を予告して警報を鳴らし、エレベータの停止・開扉

と自動ドアの開扉が行われるようになっているが、直下型地震の場合、揺れの方が早く到

達することもあるので、警報の有無に関わらず強い揺れを感じたら、自分の身の回りの落

下物、転倒物から身を避け、間近に手助けが必要な患者がいれば一緒にしゃがみ込むなど

の瞬時の行動をとる。緊急地震速報への対応は、巻末の緊急地震速報マニュアルによる。

揺れがおさまってからは、ヘルメットを着用し、余震による二次災害がないよう応急的な

措置（落下物を安全な位置に移動、通路の確保、入院患者への接続機器、点滴の安全確認、

等）を講じる。 

その後の対応の基本は、まずテレビなどからの情報により震源地と地震の強さを確認し

（情報が出ない場合は最悪のケースを考える）、周辺の被災状況を確認しつつ、災害対策本

部の設置を目指し、本部要員は災害対策本部に参集し（休日夜間も同様）、本部要員以外は

部署の物的、人的被災状況を確認して本部報告のための報告書（災害時被災状況報告書（第

１報）、第Ⅶ章）を作成して、本部に報告する。 

 

◆災害対策本部の設置 

本部に参集した人員は、必要な通信手段（NTT 専用回線、等）を設置し災害対策本部の

設置を院内放送などで宣言し、以下の対応にあたる。 

 

◆被害状況の把握（院内外）と院内対応レベルの決定・宣言 

本部では、テレビ等からの情報収集を継続するとともに、各部署から集まる被災状況を

チェックリストに応じた施設・設備点検、被災状況報告（第 1報））などにより集約し、被

災状況の全体像をいち早く掌握する。特に病院機能に直接影響する建物自体の被害、電気、

水などのライフライン、人的被害に注目する。それらの情報から病院の緊急避難が必要な

場合（第Ⅰ章 病院避難の基準参照）は、「病院避難マニュアル」に従う。 

災害対策本部は震源の場所、被災状況の程度を総合的に判断して、その後の病院の対応

レベル（第Ⅰ章 対応レベル参照）を決定する。なお、震災の激震地となった場合の建物
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自体の安全性は、正確には専門の判定士による応急危険度判定によって決定するが、判定

士が不足し判定に長時間を要する現状を踏まえると、自院の建物の耐震性を勘案した現場

での判断に依らざるを得ない。院外の被災状況は、発災直後に把握することは難しいが、

周辺の目に見える状況を確認して、先ずはおおまかにそれを判断する。 

 

◆外部への被災状況、病院の患者受入れ情報の発信 

災害対策本部は、被災状況が判明した時点で、院内対応に平行して、EMISの更新を行い

緊急情報を発信する。また、消防本部ならびに地域防災協定に定められている連絡施設に

被災状況・受入れ可能状況を報告する。詳細な院内情報が得られたら、EMIS等の詳細情報

を入力して発信する。 

 

●急性期被災患者対応（レベル３対応） 

 

◆急性期多数傷病者受入れ対応の原則 

 災害急性期の多数傷病者を受け入れるためには、普段とは異なる「災害モード」での診

療体制が必要となる。まずは既存患者の安全を確保し、次に外来や緊急受入れに必要な部

署では、既存の患者を帰宅、移動させて、できるだけ多くの被災患者を受け入れられる体

制をとる。マンパワーの確保と機能的な配置も重要なポイントである。以下にその主なも

のを挙げる。 

なお、院内被害のため多数傷病者を院内で診ることが不可能または危険な場合は、状況

により病院入り口または外来ホールで、できる限りの応急処置と患者の転送の手配を行う。

外部からの DMATの支援が受けられる場合は、この活動に協力してもらう。 

 

◆外来診療体制 

外来職員は、患者を落ち着かせるとともに、建物やライフラインの被害、怪我人、医療

機器の故障がないかを確認し、応急的に対応するとともに対策本部に報告する。発災が通

常の外来診療時間の場合、多くの患者が受診している（ここでは既存患者と呼ぶ）が更に

多数の傷病者が受診することによる混乱を避けるため、症状・状態の落ち着いている定期

通院患者の診療は可及的簡便に短時間で終了して、より緊急性の高い傷病者に対応出来る

ようにする。そのためには、既存患者に対しては、診療せずに帰れる人は帰し、必要な薬

がある人には、院外処方をして（この場合の処方期間については近隣薬局と話し合いで原

則を決めておくとよい）、会計は後日とする。各種検査もできるだけ後日に振り替える。な

お、院内での怪我人で処置・処方が必要な場合は、状態に応じて被災患者と同様に扱う。

外来診療スペースの一部（場合によって拡大）は被災傷病者専用のものとして受入れ体制

を整える。この体制への変更は、対策本部の指示（レベル 3対応）による。 
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◆入院診療体制 

病棟職員は、患者を落ち着かせるとともに、建物やライフライン、怪我人、医療機器、

点滴、酸素などの故障や接続の不具合がないかを確認し、応急的に対応するとともに対策

本部に報告する。患者の中に自宅などへの帰宅を希望するものがあれば、主治医の承諾（連

絡で可）を得て一時退院（災害退院）とする。病棟は 4人床を 6人床の運用として集約し、

被災患者用の 6人床部屋と個室を準備する（増床体制）。この体制への移行は対策本部の指

示による。またこの体制は、各病棟の既存の入院患者数などのバランスを考慮して本部の

指示により、外科系病棟から順次拡大してゆく。ICU は重症被災患者の受け入れのため、

一般病棟に出せる患者を選定し、病床コントロール部門の調整を受けて、患者が搬送でき

る状態になったら受入れ病棟職員が迎えに行き搬送する。 

 

◆手術体制 

予定の手術は延期可能なものはすべて延期して、被災患者の手術に備える。現在行って

いる手術は、可及的早期に終了して、手術の出来る職員の待機体制をとる。当院では救急

医の数が限られているので、被災患者の手術は原則、その手術を行える専門科の外科医が

担当する。手術順位・手術部屋の決定は、緊急性と専門科の対応可否を勘案して、麻酔科

責任者（または救急部門治療責任医師との協議）が決定する。手術に関わる同意書の取得

については平常時の緊急手術時の際に準じて行う。 

 

◆夜間・休日対応 

発災が休日や夜間であった場合、絶対的にマンパワーが不足する。また参集すべき職員

が震災被害（怪我や交通事情）で登院できない事態も容易に推測される。しかしながら被

災患者は搬送され、受診して来るので、この場合は出来る範囲で対応するしかないかと考

える。この際に肝要なのは、対応すべきことの一部しかできない中で、「何ができて、何を

優先し、何を準備して、何に対応してゆくか」である。パニックになり、何も出来ないと

いう最悪のシナリオを避けるために、大規模な訓練とは別に少人数でのシミュレーション

やイメージトレーニングを行っておく必要がある。 
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◆災害時に対応する部門・責任者・連絡先・主な活動内容（レベル３） 

 当院での急性期を中心とした被災患者対応部門の一覧を示す。 

 

 

◆職員登録と職員配置（白板運用） 

 院内に誰がいて、どの部門で活動を行うのかは、特に休日・夜間の場合その把握が大切

である。このために、平時から在院している職員とその活動場所を視覚的にとらえられる

ようにしておく必要がある。当院では、災害対策本部前に設置する、全職員の普段の職場、

職種別のネームプレートを貼りつけた白板(白板①)と、その人が在院する場合、災害レベル
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3体制での活動場所にネームプレートを移動させるための白板(白板②)を使用して、職員の

登録と職員配置がわかるようにしている（白板①に残っている人は不在か、②の活動場所

が決まっていない）。在院している職員や駆け付けた職員は自主的にこれらのボードでのネ

ームプレートの移動を行う。本部前の混乱を避けるため、できるだけ部門の代表が被災状

況報告を提出するタイミングで行う。 

 さらに、後述の新設部門については、前線本部である指揮所でもその関連の職員の参集

状況を把握する必要があるので、外来ホール総合受付前には、急性期対応に必要な新設部

門と関連の既設部門に特化した白板（白板③）を準備し、運用する。この白板を効率的に

運用するために、平常時から各人が活動する場所を想定し、そのネームプレートを準備し

て貼り付けておき、指揮所の指揮者の指示がなくとも既定の位置に各人が活動前に自主的

に移動することが求められる。後に指揮所の指揮者（FM、後述）は、このボードで視覚的

に職員配置をとらえて、増員や過不足の調整を行う。 
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◆トリアージ、受付、緊急度別対応（患者流れ図参照） 

 普段から救急車の受入れは救急入口、独歩受診は、日勤帯は外来正面入口、夜間は救急

入口から入り、それぞれの入口付近の受付で受付けているが、震災時も院外からの基本的

動線は同じである。ただ、多数傷病者対応の際には、病院正面入口でより緊急性の高い患

者への対応が遅れないように、トリアージポストを立てて、トリアージを行う。また、ト

リアージによる緊急度（赤・黄・緑・黒）に応じて、それぞれの場所で患者対応を行うこ
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とが異なる点である。トリアージポスト、緊急度別対応場所、またそれらに付随する部門

を「新設部門」と呼び、これらの部門を指揮統括する新設部門として指揮所を置く。指揮

所の位置づけは災害対策本部の出先機関（前線本部）とし、その機能としては、新設部門

の人員配置、入退院コントロールとする。対策本部要員でもある医療部門の新設部門の指

揮者（フロントマネージャー：FM）と看護部門からの病床管理マネージャーを置き、それ

らをサポートする補助者から構成される。救急車での搬送患者は、平常時と同じ救急入口

から入るが、そこでもトリアージを行い、緊急性の低い黄、緑、黒にトリアージされた場

合は、院内を通りそれぞれの受付に廻る。 

トリアージカテゴリーが赤の患者（「赤患者」と呼ぶ）は救急外来受付でカルテを作成し

た後で、救急外来で処置・検査を行い、その後に必要に応じて手術室、ICU（または一般病

棟）に主として救急関係者（必要に応じて応援搬送者）が搬送して対応する。  

黄患者は、受付でカルテを作成し外科系の整形外来（必要性とマンパワーに応じて外科、

泌尿器科、耳鼻科に順次拡大）で対応したのち、一般病棟に入院する。 

緑患者はトリアージ後に、皮膚科・形成外科外来で受付けし、トリアージタグをカルテ

の代わりとして対応し、可及的に帰宅させる。 

黒患者は、地下の解剖事務室でカルテを作成し、病理医師による死亡確認後、ご遺体を、

一時的に霊安室（順次解剖室、廊下等に拡大）に安置し、警察・家族による身元確認後に

業者等によって行政の指定する遺体安置所に搬送する。 

患者流れ図（レベル 3、1F）      ＊廊下の搬送は左側通行とする 
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●諸運用 

 

◆トリアージタグ（院内用） 

１） トリアージタグは１患者につき、１つの番号とする 

２） トリアージタグの番号は当面の間は、被災患者の ID として付与されるものであるが可及

的早期に通常の患者 IDに切り替える。この際必ずトリアージタグ番号と後から付与された

ID との対比表を作成する 

３） 平常時より 1－500 番までの番号を記入したタグを準備し、当直事務室に保管しておく 

４） トリアージポストでは院内に入れる患者のトリアージ区分を判断してもぎりを行うとともに、赤・

黄患者に対しては、トリアージ時間・患者氏名・年齢・性別・緊急度（トリアージ区分）・大まかな

傷病名を記入し、その他の情報は、赤患者は救急受付で、黄患者は整形外科受付で記入す

る 

５） 黄タグの１枚目は正面入口内の総合受付の白板④へ、２枚目は災害カルテ用、３枚目を患

者の手首に残す 

６） 救急外来で受付けた赤患者の１枚目は救急外来の白板で管理し、その情報を指揮所と白

板⑤で共有する。黄・緑の場合は患者の移動ともに総合受付の白板④に貼りつける 

７） 赤・黄タグの３枚目（台紙）は入院するまで患者に付け、入院後は病棟で保管する 

８） 緑患者のタグは皮膚・形成外科外来で作成する 

９） 緑タグは1枚目を緑受付に残し、2枚目は「来院証明」として患者に渡し、3枚目の台紙はカ

ルテの代用として、出口（臨時薬局）で回収する 

１０） 黒患者のタグは解剖事務室で作成する 

１１） 緊急度の変更はタグをもぎ、区分の変更を記入し、受付のデータを変更するとともに、総

合受付の白板上の 1枚目の位置を移動する 

１２） 当院以外のタグは当院のものの下にホッチキスでとめる 

白板へのトリアージタグ１枚目の運用のイメージ図を以下に示す。 
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◆災害時カルテ 

 災害モードでトリアージポストを必要とする超急性期においては、通常の受付とその後

の電子カルテ運用は行わず、先ずは災害カルテを使用する。災害カルテは電子カルテが機

能し入力するマンパワーが整ったらオーダリング上の ID を付与して移行してゆく。なお、

院内被害のため多数傷病者を院内で診ることが不可能な場合は、災害時診療録（注、第Ⅶ

章）を使用して病院入り口ないし外来ホールでの間口診療を行う。DMAT の広域医療搬送

患者については広域医療搬送カルテを作成するとともに EMIS の広域医療搬送患者管理シ
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ステム（MATTS）に入力する。 

注）災害時のカルテについては、全国標準カルテ、「災害時診療録」が日本集団災害医医学

会、日本救急医学会、日本診療情報管理学会、日本病院会、日本医師会の 5 団体合同で作

成されている。これは記載項目を標準化して医療者間での患者の引継ぎを円滑にするとと

もに、医療情報（疾病構造の変化や感染症のアウトブレークの監視等）の抽出、共有を行

うことを目的に作成されたものである。 

 

◆情報伝達（トランシーバーなど） 

 対策本部から全部門への一斉連絡や通常は連絡手段のない部門での連絡は、トランシー

バーを駆使して行う。部門間の連絡手段について図にまとめる。 

 

 

◆災害時各種標識類 

 災害モードでの対応が、部外者にはっきりとわかるように、市から供与されている「診

療中」の旗をはじめ、トリアージ、黄患者対応、緑患者対応、家族対応の場所がわかる旗

や、エスカレータ、エレベータの使用の可否がわかる表示を準備して掲示する。 
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◆災害時各種帳票類 

 災害モードでの受け入れ態勢の間は、以下の各種伝票を使用して対応する。管理部署の

職員は当該部署に保管していないものについては、配布する 

手書き帳票 保管場所 管理部署 

災害時検査一括ｵｰﾀﾞｰ用紙 医事課 医事課 

災害時放射線照射録 放射線科 放射線科 

災害時約束処方箋 薬剤科 薬剤科 

手書き処方箋 外来・病棟 薬剤科 

手書き注射箋 外来・病棟 薬剤科 

災害時輸血伝票 各部署 輸血管理科 

医療従事者登録名簿 各部署 管理課 

被災患者登録名簿 各部署 管理課 

 

◆血液検査  

１）必要に応じて採血を行い、検体は災害伝票とともに検査受付に提出する。 

２）検体提出時に、赤患者の場合は「赤」とわかるようにマジックで記入する。 

３）検査結果は検査科職員が検体受付に戻す。 

 

◆輸血オーダー （詳細は、輸血マニュアル参照） 

１）緊急輸血オーダーは災害時用（３枚綴り）を用いる。 

２）用紙に患者氏名・番号を記入し、1枚目をカルテに残し２・３枚目を患者血液サンプルとともに

緊急検査受付へ。 

３）検査科は血型判定を行い、血型を用紙に記入、１枚を保管、もう１枚を輸血用血液と一緒に

届ける。 

 

◆放射線検査 （詳細は、放射線マニュアル参照）  

１）検査受付で伝票を受取り、必要事項を記入後、放射線科受付で撮影場所の指示を受ける。 

２）搬送者は現像されたフィルムを受け取ったのち、黄待機に戻り、フィルムは患者と一緒に移動

する。 
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◆増床体制 

 増床は災害の規模や院内の被害状況、マンパワーによって変わりうるもので、本部の指示によっ

て関連職員が協力して適宜おこなうものとする。震災などの大災害時においては職員の共通認識

として以下の段階の増床を設定する。 

増床方法： 

１）既存患者の集約（４人部屋→６人部屋）を行い、災害患者用の１部屋（6 床）を確保し、入室

時には災害ベッドをそのまま使用する。さらに各病棟可能な限り個室 2部屋（あるいは 2人部

屋１室）を空ける。 

２）ICU からの患者引き取りの際は、病棟の空きベッドで東側エレベータを利用して迎えにゆく。

空きベッドがない場合は、災害ベッドを使用する。 

 

第１段階（７２床）：一般病棟、各８床（６+２） 

第２段階（５４床）：さらに一般病棟、各 6床の増床 

第３段階（８０床）：特設病棟など 

       ・東側一般病棟：４２床（各６床、ただし６東・西は０床） 

       ・実習室：２０床   

      ・リハビリ室：４０床 

                                計：206 床 

  ＃これ以上の増床が必要な場合は、「災害退院」（巻末資料 レベル３Cマニュアル 参照）を活

用して、順次入院受入れを増数する。 

 

◆エレベータ運用 

  エレベータは震度５以上の揺れが起こると備え付けの感震器が作動して自動停止する。一旦停

止してしまうと専門業者による点検・安全確認後に復旧させなければならない（業者の点検なし

で強引に復旧することもできるが、この際の事故に対する責任は病院もしくは復旧を行った者と

なる）。復旧までの時間は、業者との間には優先的に駆け付ける取り決めはあるものの、相当な

時間を要することが考えられる。さらに運転が自家発電による場合、使用可能なものは非常用エ

レベータに限られる。そのため、復旧前の患者移動はエアーストレッチャーや固定式（ポケット式）

ベッドマットレス、担架等を利用して階段の昇降を行えるようにしている。自家発電の際の限られ

たエレベータの黄患者搬送については、外来奥の業務用２基の左側を使用して行う。また、フル

稼働時は、中央エレベータ４基の左側を専用として使用する。（図：省略） 
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第４章 部門別対応（急性期）の概要 

－急性期多数傷病者受入れ体制（レベル３体制）における各部門の活動の概要 

 

 この部分は自施設の既存のものを活用されたい。ここには全体の中での各部門の活動の

概略がわかる程度に想定災害拠点病院における急性期多数傷病者対応に必要な部門の概

略を新設部門と既設部門とに分けて表にして示す。これらの内容はおおむね「アクション

カードの部門全体の動き」と考えていただければ良い。部門の各人に充てられたタスクは

部門ごとにさらに具体的なものを作成し、活用する。また、災害対策本部や放射線、薬剤

部門など、活動が多岐にわたり、また職員全員が必ずしも理解していなくとも良いものは

別途部門マニュアルとしてまとめておく。本稿ではいくつかのものを巻末資料として呈示

する。以下の表の責任者については不在時の代行者についても記載することが望ましい。 

●新設部門 

新 １ 災害対策本部 （詳細は対策本部マニュアル、省略） 

責任者 院長（不在時：第１副院長、外科部長が代行） 

設置場所 第１会議室（管理棟 2階） 

構成要員 病院幹部職員・事務要員 

役割及び 

活動内容 

本部長（院長）： 

・指揮命令、統率 

・病院被災状況の把握（職員・設備損壊状況）、評価 

・被災情報の把握（含：ＥＭＩＳ） 

・災害対応レベルの決定 

・医療救護班派遣指示 

・医療救護班受け入れ指示 

・災害モードの変更・終了の決定 

  

第１副院長：本部統括、危機管理、安全管理、情報収集・分析 

第２副院長：人員関連全般（院内職員、受援医療班、ボランティア） 

事務部長・管理課長：外部連絡、広域搬送関係、マスコミ対応 

外科部長・外来看護師長：実践部門、指揮所（診療・看護） 

看護部長：看護職員統括 

事務部長・企画課長：ロジ（施設・調達・医事関連） 
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備考 

白板・ノートパソコンを使用し、情報整理（患者情報・院内被災状況・

院外情報管理、記載は情報担当、第Ⅶ章） 

詳細は災害対策本部マニュアル（省略） 

 

 

新 ２ 指揮所  

責任者  外科部長（フロントマネージャー）・病床管理マネージャー 

設置場所  外来ホール患者相談前 

構成要員  医師 外来看護師長 医療安全管理係長 ６東副看護師 情報班員  

委託業者 患者総合案内職員  

役割及び 

活動内容 

フロントマネージャー（FM）：新設部門指揮統括・対策本部との連絡調

整 

 １．外来ホールの立ち上げ指揮 

 ２．各部門の立ち上げ状況の確認及び対応状況の把握 

 ３．被災患者受け入れ時期の判断 

 ４．職員の配属状況の把握と指示 

５．対策本部との連絡調整 

 ６．他院からの応援チームを必要な部署に配属 

病床管理マネージャー：患者情報・コントロール 

 １．外来の被災状況の確認及び外来ホールの立ち上げ（外来ホール  

   レイアウト図参照） 

 ２．外来ホール白板の設置（レイアウト図参照） 

 ３．白板に被災患者登録用罫線・種別を記入（別紙参照） 

 ４．在院患者及び空床情報を本部から得る 

 ５．FMの動きを把握し補佐 

 ６．FMの指示に従い他部門への連絡及び人員要請 

 ８．黄患者の入院先を決定 

 ９．入院待機患者・空床状況の把握及び FM への報告 

メンバー： 

１．総合受付の設置（トリアージタグ 1枚目の貼付用白板、レイア  

  ウト参照）と受付（タグ 1枚目（黄・赤）の運用：患者総合案  

  内職員） 

２．必要物品の調達及び白板（4枚）の設置 

３．白板に罫線、種別を記入（別紙参照） 

４．在院患者・空床状況の把握 
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５．入院先の決定を待機ゾーン責任者へ報告 

６．入院先病棟への連絡とタグ１枚目の移動 

７．被災患者の病棟到着確認の報告を受ける 

８．被災患者と空床状況の把握及び FM への報告 

事務職 

１．外来ホールの立ち上げ（レイアウト参照） 

２．外来ホールの椅子・テーブルの撤去及び調達物品の設置 

３．入院先を入力 

４．白板で職員、患者登録状況を確認 

備考 受付け患者位置情報用（2枚）と職員登録用（2枚）の白板を使用 

物品 下記 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

白板（患者用） 2 
薬剤科横 看護師 

白板（職員用） 2 

   

情報要員 

トランシーバー用              

予備バッテリー 
2 組 防災センター 

拡声器 1 

備蓄倉庫 

ボールペン 5 

鉛筆 5 

消しゴム 2 

マーカー  黒 赤 各 1 

メモ用紙 必要数 

セロテープ 1 

ビニールテープ（青） 1 

FM 用赤ベスト（赤） 5 

 

 

新 ３ 救急外来トリアージ 

責任者  救急医師 

設置場所  救急外来入口 
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構成要員  救急医師 救急看護師 医事課職員 

役割及び 

活動内容 

責任者（トリアージオフィサー） 

 １．救急搬送されてくる患者のトリアージ 

事務 

 １．救急外来に搬入される赤タグ患者の登録 

 ２．赤タグ患者の家族到着の有無を確認 

 ３．医師の指示の下、トリアージタグへの記入 

その他 

 １．家族、付き添いは原則 1名のみ院内へ 

 ２．家族は救急外来待合で待機 

物品 下記 

 

物品名 数量 保管場所 使用場所 

トリアージタグ 最低３０枚 

備蓄倉庫 トリアージポスト 

トリアージオフィサー用ベ

スト（赤） 
1 

 

 

新 ４ 赤患者受付（救急外来） 

責任者  医事係長 

設置場所  救急外来受付 

構成要員  医事課事務員 委託事務２名 

役割及び 

活動内容 

役割： 

１．救急外来室及びトリアージゲートの立ち上げ・事務物品の準備 

２．必須物品の確認（責任者） 

３．トリアージオフィサーとペアを組みトリアージタグの基本事項の 

  記入 

４．災害カルテの作成（委託事務） 

５．患者情報を白板に登録 

６．入院前の検査患者の位置情報を記録 

７．患者家族の確認及び家族対応班との連携 
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活動内容 

１．救急外来前室に診療系無線端末設置・動作確認 

２．受付担当からトリアージの１枚目（受付用）を受け取りホワイト

ボードに貼付 

３．患者登録（氏名が不明の場合は、ポラロイドで顔写真を貼付） 

４．患者の動きの把握（救急外来 ⇔ 検査、病棟、手術室） 

５．患者家族等からの照会に対応 

物品 下記 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

ホワイトボード １ 救急外来受付（常設） 不要 

トリアージタグ 100 当直事務室 全 員 

トランシーバー ２ 防災センター リーダー 

救急外来リーダー用拡声器 1 備蓄倉庫 全 員 

室内専用トランシーバー 3 管理課 職員係長 

災害カルテ 100 当直事務室 全員 

 

 

新 ５ 救急外来 

責任者 救急リーダー医師 看護師リーダー 

設置場所 救急外来 

構成要員 救急医師 各科医師 救急看護師 事務員 

役割及び 

活動内容 

医師責任者： 

１．救急外来トリアージオフィサーの決定 

２．治療の優先順位の決定 

３．手術室・ＩＣＵへの連絡調整 

４．後方搬送の要請（本部へ） 

【夜間及び休日】 

１．暫定本部の立ち上げ 

２．被害状況把握 

３．災害レベル決定＊（＊：正式本部立ち上げが遅れた場合） 

４．院外職員招集指示＊ 

５．新設部門開設指示＊ 

６．初期災害医療班派遣準備＊ 
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看護師責任者： 

１．救急外来の被害・各種医療機器の作動確認 

２．救急病棟リーダーへの被災状況と使用の可否を報告 

３．被災患者受け入れ準備の指示・確認 

４．搬送班との連絡調整 

看護師責任者補佐： 

１．救急外来の被害、各種医療機器の作動確認 

２．必要に応じたベッド運用 

３．メンバー看護師へ必要事項の連絡 

４．他病棟からの応援看護師への説明・指示 

５．手術室との連絡 

６．救急病棟入院（術後・直入）の連絡 

看護師メンバー： 

 １．救急外来の被害、各種医療機器の作動確認                                                  

 ２．救急外来室準備（レイアウト図参照） 

 ３．必要物品の配置（レイアウト図参照・省略） 

 ４．各ベッドサイドの酸素・吸引の準備 

 ５．処置用ワゴンの準備 

 ６．点滴を必要数準備 

 ７．第 1、第 2救急外来室の吸引ビンを中央配管に接続 

 ８．赤患者の診療・処置の準備・介助 

 ９．白板の設置 

１０．災害カルテへの記入及び確認 

１１．搬送患者の介助 

事務： 

１．手術予定を白板に記入 

２．入院予定を白板に記入   

３．赤患者の所在確認を行い救急外来家族対応に情報提供 

 

救急外来レイアウト図（省略） 

 

 

新 ６ 赤患者搬送（救急外来搬送） 

責任者  救急看護師 

設置場所  救急外来入口 
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構成要員  医師 救急・指定病棟応援看護師 

役割及び 

活動内容 

看護師責任者：リーダー（救急看護師） サブリーダー（７西看護師） 

１．救急外来搬送の状況把握 

２．救急外来リーダー看護師との連携 

３．患者搬送指示・調整（FM への応援要請） 

４．災害ベッドの作成・待機を指示 

５．移動式モニターと酸素ボンベの数の把握・調整 

メンバー： 

１．各病棟から酸素ボンベと移動式モニターを各１台持参する 

２．災害ベッドの準備は外来看護師または病棟応援看護師 

３．赤患者の検査・手術・入院の搬送 

４．救急外来トリアージでの黄患者を外来ホールへ搬送 

５．患者搬送後はリーダーに報告し次の指示を待つ 

備考 
１．赤患者搬送は最低２人１組で行う 

２．酸素の補充は物品搬送班に依頼 

物品 下記 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

災害ベッド 必要数 備蓄倉庫 メンバー 

トランシーバー 1 防災センター 
リーダー 

リーダー用ベスト（黄） 2 備蓄倉庫 

架台付き酸素ボンベ 9 
各病棟 病棟看護師 

移動式モニター 9 

 

 

新 ７ 赤患者家族対応 

責任者 ICU 看護師 

設置場所 救急外来ホール待合 

構成要員 看護師２名  

役割及び 

活動内容 

看護師責任者： 

１．救急外来室事務員との連携 

２．家族待合室（）との連携 
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メンバー： 

１．看板設置・物品の準備 

２．家族対応記入用紙に記載 

３．患者の治療後の入院先を家族へ伝える                               

４．患者の入院先へ家族を案内 

備考 待合い場所の説明には院内地図を利用する 

物品 下記 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

筆記用具       

 ボールペン 5 本 

備蓄倉庫 

看護師 

 マジック黒 3 本 

 マジック赤 3 本 

院内地図 50 枚 

PHS 1 台 防災センター 

家族対応記入用紙(青色） 30 枚 患者総合相談室 

 

 

新 ８ 病院正面トリアージ 

責任者 DMAT 看護師（5西または７東副看護師長） 

設置場所 正面入口前 

構成要員 5 西・７東看護師 看護助手 医事課事務 

役割及び  

活動内容 

看護師責任者： 

１．トリアージ要員の役割分担 

２．患者受入れ状況の把握 

３．トランシーバーによる FM への連絡 

 １）応援の要請 

 ２）トリアージセンターの状況報告 

メンバー： 

１．必要物品の配置(レイアウト図参照） 

２．トリアージタグの通し番号の確認 

３．トリアージはトリアージオフィサーが START 法で実施 

４．トリアージオフィサー補助 

 １）トリアージタグの記入・切り離し 
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 ２）トリアージ実施者の記入 

 ３）搬送者への申し送り  

 ４）氏名や住所などの患者基本情報は本人記入も可 

 ５）意識が無い患者、身元不明患者のポラロイド撮影は外来ホー  

   ル受付が行う 

５．緑患者の場合 

 １）タグは作成せずへ誘導 

 ２）皮膚・形成外来への誘導は外来看護師またはリハビリスタッ  

   フを活用 

６．黄患者の場合 

 １）トリアージ後、外来ホール搬送班に申し送る 

７．赤患者の場合 

 １）救急外来トリアージへ誘導 

 ２）搬送経路は状況に応じて院内または院外とする 

物品 下記 

レイアウト レイアウト図参照 

 

レイアウト図（省略） 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

トランシーバー 1 防災センター リーダー 

災害用救急カート 1 台 
総合案内 or外科外来 

メンバー 

車椅子 5 

災害用ベッド 10 備蓄倉庫 

松葉杖 10 
整形外来 

松葉杖スタンド 4 

リーダー用ベスト 1 

備蓄倉庫 メンバー・事務 

折りたたみ机 2 

折りたたみ椅子 5 

ハンディーマイク 1 

トリアージタグ 250 

ボールペン 黒 30 

ボールペン 赤 10 

ロープ 1 

コーン 6 
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看板 1 

毛布 10 

投光器付発電機 1 車庫 

事務 
照明用発電機 1 地下倉庫 

照明器具 4 電気室 

ストーブ 1 備蓄倉庫 

 

 

 

新 ９ 黄患者受付（外科外来） 

責任者  医事班長 

設置場所  外科総合受付 

構成要員  医事課事務 委託事務２名 

役割及び 

活動内容 

役割： 

１．外科外来の準備 

２．黄患者の受付 

３．黄患者の災害カルテ作成 

４．黄患者の移動先の把握 

活動内容： 

１．待合ホールの長いす等を壁側に寄せ、車いす、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、災害ベッ 

ドが置けるスペースを確保、黄患者対応の標識を配置 

２．タグ作成・患者登録（氏名不詳の場合は顔写真を添付） 

３．災害カルテを作成し患者とともに治療班に引き継ぐ 

４．治療後の患者の移動先を把握 

備考  

物品 下記 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

災害ベッド 必要数 備蓄倉庫 全 員 

トランシーバー 1 防災センター 業務班長 

コンピュータ 3 予約センター 全員 

災害カルテ 200 備蓄倉庫 全員 
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新１０ 黄患者治療（外科外来） 

責任者  整形外科医長 外来副看護師長 

設置場所  外科外来（レイアウト図参照） 

構成要員 医師（泌尿器科・整形外科他） 外来・6東・8東西看護師  

役割及び 

活動内容 

医師責任者：外科外来責任者を兼任 

１．指揮所（FM）との連絡調整 

２．外科外来全体の動きを把握・調整 

３．治療・検査の統括 

４．職員の調整 

 

看護師責任者： 

１．医師責任者との連絡調整 

２．指揮所の入院コントロールとの連絡調整（状況・入院先の指示受  

  け） 

３．看護師の活動の把握・調整 

メンバー： 

１．職員登録後、外来ホール（治療ゾーン）の立ち上げ（レイアウト図 

  参照） 

２．備蓄倉庫からの災害ベッド・車いす準備（病院正面トリアージ 

  へ） 

３．医師：黄患者の治療・検査・災害カルテの記載。 

４．看護師：治療・検査の介助 (観察・採血・点滴・包交・処置・固 

  定 

  等） 

５．治療・検査の終了を責任者へ報告し待機ゾーンへ引き継ぐ 

６．不足物品の報告 

薬剤師（常駐しない）： 

１．手書き処方箋・約束処方箋の準備 

２．必要な医薬品の補充（点滴など） 

備考 
１．ミーティングを行い各自の役割を明確にする 

２．カルテ・検査伝票は災害用を使用 

物品 下記参照 

レイアウト 下記参照 

 

外科外来治療（レイアウト図）（省略） 
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物品名 数量 保管場所 使用場所 準備者 

酸素ボンベ 6 

外科外来 

外科外来 

外科外来看護師 

酸素ボンベスタンド 3 

包交車① 1 

救急カート 1 

処置用ワゴン① 1 

ベッドサイドモニタ

ー① 
1 

点滴スタンド 5 

ペール缶 5 

サイドテーブル 1 

スクリーン① 1 

スクリーン② 1 

整形外科 整形外科看護師 

松葉杖 2 組 

松葉杖スタンド 1 

包交車② 1 

点滴スタンド 1 

包交車② 1 

皮膚・形成 
皮膚      

形成外来看護師 

縫合セット 4 

処置用ワゴン② 1 

ベッドサイドモニタ

ー④ 
1 

スタンド式血圧計 5 

内科 内科外来看護師 
除細動器 1 

点滴スタンド 4 

クリアファイル 10 

小児点滴固定セット 10 組 小児科 

小児科外来看護

師 

スクリーン③④ 2 産婦人科 

車椅子 2 
総合案内 oｒ外

科 

棚カート 1 備蓄倉庫 

車椅子 5 
総合案内 or 外科 正面入口（ト

リアージ） 
整形外科看護師 災害用救急カート 1 台 

松葉杖 8 組 整形外科 
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松葉杖スタンド 3 

車椅子 2 
外科 正面入口 外科外来看護師 

ストレッチャー 2 

救急カート １箱 放射線科・５番 
実習室 内科外来看護師 

包交車 １箱 形成 

案内表示 2セット 

耳鼻科 入退院窓口 
耳鼻科外来看護

師 

メモ 適宜 

マジック 3 本 

セロテープ 1 

院内案内図 適宜 

     

物品名 数量 保管場所 使用場所 準備者 

ディスポグローブ S １箱 

備蓄倉庫 外科外来 
外来 

看護師 

ディスポグローブ M １箱 

ガムテープ 1 

アース付延長コード

④ 
3 

アース付三又ジョイン

ト④ 
2 

体温計 10 

ペンライト 5 

はさみ 3 

聴診器 5 

記録ボード板 3 

駆血帯 3 

 

 

新１１ 黄患者待機（外科外来奥の外来廊下） 

責任者 泌尿器科医長 外来副看護師長 

設置場所 外来ホール（レイアウト図参照） 

構成要員 医師（泌尿器科・整形外科等） 外来・病棟看護師  
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役割及び     

活動内容 

医師責任者： 

１．黄タグ患者の待機・搬送の指示                                                                                                           

２．急変時、赤タグへの変更指示 

３．職員の確保 

４．入院の決定 

 

看護師責任者： 

１．待機ゾーンの患者の把握（氏名・病名・状態・家族との連絡の有 

 無等）                                                                                                                             

２．患者入院への移送・トリアージ変更・帰宅時等は、FM 付き看護師 

 長に連絡 

メンバー： 

１．外来待合のイスを寄せてスペースを確保・災害ベッドの準備（ト 

リアージポストへ） 

２．医師：黄タグ患者（待機ゾーン）の管理（容態観察など） 

３．看護師：患者の看護・搬送                                                                             

備考 ・責任者のミーティングを行い、各自の役割を明確にする                                                                                                                             

資器材 別紙参照 

レイアウト 別紙参照 

 

物品名 数量 保管場所 使用場所 

災害ベッド 5 備蓄倉庫 
外来廊下 

正面トリアージ 

白板 1 外来ホール 待機ゾーン 

 

 

 

新１２ 緑受付 

責任者 医事課職員 

設置場所 皮膚・形成外来 

構成要員 医事課職員 委託事務  

役割及び 

活動内容 

１．緑対応の標識の設置 

２．トリアージタグの準備 

３．部署の職員登録（医療従事者登録名簿） 

４．緑患者の受付（トリアージタグの 1枚目の作成と保管）  
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５．受付名簿の作成（被災患者登録名簿） 

 

 

新１３ 緑治療 

責任者 形成外科医長 

設置場所 皮膚・形成外来 

構成要員 
外科系医師（形成・皮膚科医師など） 外来看護師 指定病棟看護師 理

学療法士 薬剤師 

役割及び 

活動内容 

医師責任者： 

 １．必要物品の搬入指示 

 ２．FMとの連携 

 ３．職員・ボランティア・物品の調整 

 ４．被災患者の再トリアージ、トリアージ変更の決定 

看護師責任者：  

 １．必要物品のレイアウト・患者の流れの確認 

 ２．トリアージ看護師の人選 
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メンバー： 

医師： 

 １．診察室の準備 

 ２．緑患者の診察、処置、処方 

 ３．トリアージタグ・放射線依頼書等の記入（カルテの代用） 

 ４．被災患者の緊急度変更への対応 

看護師： 

 １．必要物品の搬入 

 ２．受付・診察室の設置 

 ３．診療介助 

 ４．診察の優先順位の決定・トリアージタグの配布（トリアージ看護 

   師） 

 ５．被災患者の緊急度の変更への対応 

 ６．不足物品を看護師責任者へ報告 

 

理学療法士：患者移動・診療の補助 

 

薬剤師： 

 １．必要物品の搬入（臨時処方箋・約束処方一覧など） 

 ２．臨時薬局の設置 

 ３．調剤・薬の説明 

４．トリアージタグ 2枚目を患者に来院証明として渡し、タグの台紙 

を回収・保管 

５．患者の帰宅ルートの説明  

備考 ・立ち上げ終了後ミーティングを行い、各役割を伝達 

物品 下記参照 

レイアウト  

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

白板 1 

備蓄倉庫 事務員 

診察台 4 

ハンディーマイク 1 

トリアージタグ 100 

折りたたみテーブル 8 

折りたたみ椅子 12 備蓄倉庫 事務員 
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トランシーバー 2 防災センター 事務員 

文具一式   

備蓄倉庫 事務員 

   ボールペン黒 10 

   マジック黒、赤 各 3 

  ホッチキス 3 

   ホッチキス針 2 箱 

   セロテープ 2 

   はさみ 5 

ロープ 1 

備蓄倉庫 事務員 

看板（入口、出口、救護所） 3 

緑フラッグ 1 

毛布 20 

処置用ライト 1 

ペール缶 4 

医療ごみ箱（ダンボール） 4 

ゴミ袋 20ml 10 

ついたて 12 

ペンライト 5 

駆血帯 5 

体温計 5 

はさみ 5 

救急カート １台 
外科処置室 看護師 

包交車 １台 

医療資器材カート   

備蓄倉庫 事務・医師・看護師 

  アミ包帯 ４～６号 各 3箱 

  ソフトシーネ小 20 

 ソフトシーネ中 20 

  ソフトシーネ大 20 

 アルフェンスシーネ 20 

  ネックカラー 20 

  プラスティック手袋 Ｍ・

Ｌ 
各 3箱 

  滅菌手袋 ６．５～７．５ 各 20 

  エース帯 ５～７．５ 各１箱 

  ウェル帯 ２～７号 各１箱 
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  滅菌ガーゼ 8つ折５枚入り 30Ｐ 

  滅菌ガーゼ４つ折５枚入り 30Ｐ 

  滅菌ガーゼ１６折１枚入り 30P 

 滅菌綿棒 5 箱 

  滅菌綿球   ＃２０ 10Ｐ 

  カップ入綿球 ２０－３ 30Ｐ 

  長セッシ  ５本入り 20 

  セッシ立て 10 

  持針器 20 

  コッヘル 20 

  剪  刀 20 

  絹糸 1号 10Ｐ 

  針付きナイロン糸 ４号 5 箱 

  キープポア ２，５ｃｍ １箱 

  ハイラテックス ５ｃｍ １箱 

  ワンショットプラス 30 

  輸液セット 大人用 1 箱 

  注射針 １８G ３箱 

  注射針 ２３G 2 箱 

  ディスポ膿盆 30 個 

  サーフロー針２２G・２０G 各 1 箱 

災害ベッド 2 備蓄倉庫 看護師 

車椅子 2 外科外来 看護師 

処置用ワゴン 3 実習室 看護師 

松葉杖 3 整形外来 看護師 

点滴台 2 本 備蓄倉庫 看護師 

ステート   

担当 NS 各１ 看護師 血圧計   

サチュレーションモニター   

イソジン液 10 

薬局 薬剤師 

ハイポアルコール 2 

マスキン液 2 

１％キシロカイン液 10ｍｌ 20 

洗浄生食５００ｍｌ 50 

【臨時薬局】   薬局 薬剤師 
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看板（臨時薬局） 1 

薬剤用ワゴン 1 備蓄倉庫 薬剤師 

文具一式   

備蓄倉庫 事務員 

   ボールペン黒 5 

   マジック黒中、赤中 各 2 

  ホッチキス 1 

   ホッチキス針 2 箱 

   セロテープ 1 

   はさみ 1 

   ボックスファイリング 2 

ゴミ袋（20 リットル） 10 

 

 

 

新１４ 霊安室／安置所 

責任者 検査科長（病理医師） 

設置場所 解剖事務室/霊安室 

構成要員 医師 検査技師 （事務職員） 

役割及び 

活動内容 

１．遺体の受付 

２．死亡確認 

３．指揮所への連絡 

４．遺体の安置 

５．遺族への対応 

６．遺体引き取りの手配 

備考 
・霊安室に入りきらない時は、解剖室・霊安室前の廊下に安置 

・更に遺体が多い時には別に安置所を開設（備蓄倉庫など） 

資器材 別紙参照 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

折りたたみベッド ２０台 解剖器材室 

検査技師 シーツ 必要数 リネン室 

毛布 必要数 備蓄倉庫 
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新１５ 総合案内 

責任者  経理係長 

設置場所  総合案内 

構成要員  医事課事務 委託事務 

役割及び 

活動内容 

１．机及び物品の配置（総合案内の標識） 

２．外来者の誘導 

３．外来者の案内 

備考 院内地図、周辺地域地図を活用 

物品 別紙参照 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

事務用品一式 必要数 

総合案内 

総合案内職員 

院内地図 適当数 

机 1 

イス 2 

トランシーバー 1 当直事務室 

拡声器 1 

備蓄倉庫   

看板（総合案内） 3 

 

 

新１６ 家族対応 

責任者  患者サポートセンター看護師長 

設置場所  ２階内科外来待合 

構成要員  ソーシャルワーカー 内科外来看護師 

役割及び 

活動内容 

家族対応部門の立ち上げ 

１．必要物品の調達と設置 

２．受付（既存の内科外来受付）の設置 

３．指揮所での患者情報と救急外来での患者情報の獲得 

４．患者情報獲得のための情報収集者（リエゾン）の決定 

５．伝言板の活用 

６．身元不明者の照合 

備考 黄患者家族は入院先に落ち着くまで２F待合に待機してもらう 
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物品 下記参照 

レイアウト 下記参照 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 

使用場所：             

閲覧スペース、廊下 
    

ＭＳＷ ついたて 必要数 

 机 2  

椅子 4  

ガムテープ 1  

備蓄倉庫 

 ＭＳＷ 

ビニールテープ 10  

クリップボード 5  

筆記用具        

(太書きカラーペン含む) 
4  

模造紙 10  

メモ用紙  10 冊 

セロハンテープ 4  

仕分け箱 4  

ゴミ箱 2  

掲示物 別紙参照 

PHS 3    

パソコン 1    

使用場所：待機室    

備蓄倉庫 掲示物 別紙参照 

使用場所：伝言板室                 
ＭＳＷ 

白板 2 
 

机 2   

専用メモ用紙 100 

備蓄倉庫 

 ＭＳＷ 

筆記用具 10 

セロハンテープ 2 

掲示物 別紙参照 

使用場所：学校１階                 

看板   
備蓄倉庫 

掲示物 別紙参照 

使用場所：案内係     
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案内用院内地図   

(配布用) 
  

備蓄倉庫 

クリップボード 1 

机 1 
 学校教員 

椅子 2 

筆記用具 4 
備蓄倉庫 

ＭＳＷ 

掲示物 別紙参照 

PHS 1   

使用場所：総指揮                

クリップボード   

備蓄倉庫 
拡声器 1 

筆記用具 1 

メモ用紙 1 

PHS 1   

 

家族対応レイアウト図（省略） 

 

 

新１７ マスコミ対応 

責任者  管理課長 

設置場所  本部および３Ｆ（記者会見） 

構成要員  管理課職員  

役割及び 

活動内容 

１．マスコミからの電話等による問い合わせへの対応  

２．取材範囲の説明 

３．記者会見の設定（時間）・準備・司会  

備考 対応者、対応内容は取材内容に応じて、災害対策本部が決定 

会見場所 外来ホール壁前 

 

 

新１８ 物品搬送 

責任者  契約係長 

設置場所  契約係デスク/災害備蓄倉庫 

構成要員  契約係２名 
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役割及び 

活動内容 

役割： 

１．物品の状況把握 

２．各部門での必要物品の要請に対応  

３．医療機材、医療品等の調達 

活動内容： 

１．各部門立ち上げ時への物品の搬送補助（１５分以内） 

２．原則立ち上げは、職員全体で行い、主にトリアージセンターと救護

所に関するテント、机、イス等の補助 

３．各部門への不足物品の補充 

備考 
・各部門の立ち上げに必要な物品の調達はそれぞれの部門が責任をもっ

て行う 

物品 トランシーバー 

 

 

新１９ 母子支援センター 

責任者 産婦人科師長 

設置場所 産科外来 

構成要員 助産師・産科外来看護師 指定病棟応援看護師 

役割及び 

活動内容 

責任者: 

１．レイアウト・母子の流れの確認 

２．各役割分担決定 

３．FM との連携（立ち上げのタイミングは FMが決定する） 

４．職員・ボランティア・不足物品の調整 

メンバー: 

医師：必要に応じて被災患者の診察を行う 

助産師・看護師 

 １．必要物品の搬入 

 ２．受付の設置 

 ３．名簿の作成  

 ４．母児の支援・援助 

備考 
連絡事項はホワイトボードに記載 

母児の健康状態に緊急性が生じた場合は病院正面トリアージへ案内 

見取り図 レイアウト図参照 

 

物品名 数量 保管場所 準備者 
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白板 1 

産科外来 

 

 

物品搬送 

産科外来看護師 

折りたたみテーブル 1 

折りたたみ椅子 10 

マクラ 10 

スクリーン（衝立） 5 

バスタオル 20 

タオル 40 

ワゴン（3段のもの） 1 
実習室 

ベッド 1 

毛布 10 備蓄倉庫 

文具一式   

備蓄倉庫 

 ボールペン黒 3 

 マジック黒・赤 各 3 

 ホッチキス 1 

 ホッチキス針 1 

 セロテープ 1 

 はさみ 1 

 バインダー 2 

看板（入口） 1 

懐中電灯 1 

ガムテープ 1 

ビニール袋２０L 3 

ビニール袋４５L 2 

ビニール袋（小・50枚入り） 1 

青シート 1 

ペーパータオル 5 箱 

産科外来 
鑷子（1本組み） 5 

ステンレスカップ 1 

イソジン 3 

湯たんぽ 4 

 

おしり拭き 5 

紙オムツ 50 

電気ポット 3 

紙コップ 50 

哺乳瓶 50 栄養科 
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粉ミルク 1 

アレルギー用ミルク 1 

離乳食 必要数 

おもちゃ 適宜 小児科外来 

 

 

 

●既設部門 

既 １ 一般病棟 

責任者 平日：看護師長         夜間休日：リーダー看護師                     

構成要員 病棟担当医師 看護師長 副看護師長 看護師 看護助手 

役割及び 

活動内容 

責任者（看護師長・副師長・リーダー）： 

１．被災状況把握・報告書作成・報告 

２．指定新設部門への応援要員の決定* 

３．職員非常招集→参集状況の確認 

４．入院患者への説明・協力依頼 

５．増床の確認 

６．救急病棟患者の受入れ指示 

７．被災患者の受入れ入力・指揮所（患者コントロール）への報告 

８．退院可能患者の選定 

９．不足物品・食事の調達指示 

        

メンバー： 

１．入院患者の安全確認 

２．被災状況・安全確認 

３．避難路の確保 

４．被災患者の受入れ準備（ベッド移動・増床）（病棟レイアウト図 

参照） 

５．指定新設部門への応援* 

６．救急病棟患者の受入れ 
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備考 

*指定新設部門への応援   

５東病棟：赤患者搬送（救急外来搬送）・救護所/外科系外来 

５西病棟：赤患者搬送（救急外来搬送）・正面口トリアージ 

６東病棟：赤患者搬送（救急外来搬送）・FM（副看護師長・看護 

     師）・看取り室 

６西病棟：赤患者搬送（救急外来搬送）・赤患者家族対応・救護所/外 

     科系外来 

７東病棟：赤患者搬送（救急外来搬送）・正面口トリアージ 

７西病棟：赤患者搬送（救急外来搬送）  

８東病棟：赤患者搬送（救急外来搬送）・黄患者治療・待機① 

８西病棟：赤患者搬送（救急外来搬送）・黄患者治療・待機① 

９東病棟：赤患者搬送（救急外来搬送）・救急病棟・黄患者待機②（副

看護師長） 

**赤患者搬送への応援者は架台付き酸素ボンベ最低１台を時間外受付  

 へ持参 

 

 

既 ２ ICU 病棟 

責任者 平日日勤帯：師長または副師長     夜間・休日：リーダー看護師 

構成要員 病棟担当医師 病棟師長 副師長 看護師 看護助手 （事務員） 

役割及び 

活動内容 

看護師責任者： 

 １．被災状況把握・報告用紙作成・報告 

 ２．救急外来室への看護師の配置 

 ３．救急外来室・手術室との連絡 

 ４．病棟担当医師との連携 

メンバー： 

 １．患者の安全確保、病棟の被害状況確認、医療機器の点検 

 ２．既入院患者・面会者対応 

 ３．入院患者の転棟準備（１０床のベッドを確保） 

 ４．被災患者入院準備・受け入れ  

（事務員：） 

 １．病棟入口への PC設置 

 ２．被災患者の入院確認 

備考 *事務員不在の場合は看護師責任者が行う   
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既 ３ NICU・新生児室  

責任者 NICU 看護師長 

設置場所 6 西病棟 

構成要員 小児・産科医師 病棟スタッフ 

役割及び 

活動内容 

責任者（リーダー） 

 １．NICU・新生児入院患者の確認 

 ２．本部への報告 

 ３．病棟への放送。 

 ４．退院可能患者の選定、家族連絡 

メンバー： 

 １．安全確認および誘導 

 ２．退院患者の取り扱いおよび家族への説明 

 ３．新生児を母親へ渡す 

 

 

既 ４ 手術室 

責任者 麻酔科部長 手術室看護師長 

構成要員 担当医師 麻酔科医師 看護師長 副看護師長 看護師 委託業者                                                                        
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役割及び 

活動内容 

看護師責任者： 

 １．被災状況(設備、資器材、職員）の確認 

 ２．本部への報告 

 ３．職員非常招集 

 ４．手術の進行状況を確認・調整 

 ５．予定手術中止の連絡 

 ６．手術の受け入れ可能数や入室可能時間を麻酔科医長と調整 

 ７．開胸・開腹・開頭手術への対応準備 

 ８．救急外来応援要員の決定 

 ９．手術患者の受け入れ決定、担当看護師の入力（手術室 1～８まで 

   の入室順を麻酔科と調整） 

１０．手術室用白板への使用状況の記入 

１１．職員不足時の応援要請 

１２．患者の帰室先の確認または決定 

１３．手術終了予定と入室可能時間を救急外来リーダーに連絡 

 

【夜間及び休日時】 

 １．手術室内の初動を優先とする。 

 ２．手術状況及び患者の安全確認・設備の点検を行い、被災状況報 

   告書に記入し暫定本部に報告する。 

 ３．早急に手術終了ないしは中断に向けての相談を行なう。 

 ４．手術室スタッフの応援を手術室緊急連絡網にて要請する。 

メンバー： 

 １．被災状況の確認 

 ２．手術受け入れ準備 

 ３．不足器械の確認・滅菌 

 ４．救急外来への応援（リエゾンの派遣） 

備考 本部の指示により、リカバリールームを増床 

 

 

既 ５ 中央材料室 

責任者 契約係長 

構成要員 平日日勤帯：看護師長 副看護師長 委託業者   

夜間・休日：看護師                                                           
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役割及び 

活動内容 

看護師責任者： 

 １．被災状況（医療資器材・職員）の確認 

 ２．本部への報告 

 ３．職員の非常招集 

メンバー： 

 １．使用可能な器械セット数の確認・確保 

 ２．手術器械の洗浄・セット組み・滅菌 

 ３．処置セット（病棟用基本セット・外傷用）の作成・払い出し 

 ４．その他の緊急材料の払い出し 

備考 備蓄倉庫の災害用資器材カートの点検・補充（月１回） 

 

 

既 ６ SPD 

責任者 SPD 常駐責任者 

構成要員 SPD 社員                                                          

役割及び 

活動内容 

 １．被災状況（医療資器材）の確認 

 ２．払い出し・在庫状況の確認指示  

 ３．契約に基づいた災害時補充物品の発送指示  

 ４．必要物品の払い出しと予想される不足品情報の収集 

備考 備蓄倉庫の災害用資器材カートの点検・補充（月１回） 

 

 

既 ７ 外来 

責任者 外来看護師長 

構成要員 外来看護師 

役割及び 

活動内容 

看護師責任者： 

１．緊急連絡網にて伝達（外来間） 

２．避難経路の確保 

３．外来患者の被災状況の確認 

４．報告書の作成・報告 

メンバー： 

１．患者の安全確保 

２．避難経路の確保 

３．患者の避難誘導 
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４．外来ホールの設置 

備考 

外来患者の診察 

１）処方のみで帰宅可能な患者は処方後帰宅へ 

２）会計については事務の指示に従い、患者を安全に出口に誘導する 

３）被災患者の会計は後日とする 

 

 

 

既 ８ 血液浄化センター 

責任者 透析センター長 ６東看護師長 

構成要員 担当医師 看護スタッフ 臨床工学技士 

役割及び 

活動内容 

看護師責任者： 

１．被災状況（設備、資器材、職員）の確認 

２．６東病棟師長への報告  

３．予定透析変更の連絡 

４．緊急透析受け入れ可能数を随時災害対策本部に報告 

５．緊急透析の調整 

６．患者の帰室先の確認 

メンバー： 

１．被災状況の確認 

２．透析受け入れ準備 

３．透析中患者の観察、対応 

備考 ・慢性透析の依頼は、地区透析ネットワークを介して行う 

 

 

既 ９ 化学治療室 

責任者 腫瘍内科医長 

構成要員 化学治療室看護師 応援外来看護師 
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役割及び 

活動内容 

１．被災状況の確認 

２．外来師長への現状報告（人数、終了予定時刻） 

３．帰宅を誘導（会計は状況による） 

４．点滴が必要な被災患者（入院前、帰宅前）の点滴 

５．必要な薬剤を薬剤科に請求 

備考 黄待機が混んで来たら、入院までの一時待機としても使用する 

 

 

既１０ リハビリテーション室 

責任者 理学療法士長 

構成要員 リハビリテーション科職員                                                   

役割及び 

活動内容 

責任者： 

 １．被災状況の確認 

 ２．本部への報告 

 ３．職員の非常招集  

メンバー（療法士）： 

 １．患者の安全・避難路の確認  

 ２．被災状況の確認・報告 

 ３．リハビリ室での既存患者対応・病棟への連絡 

 ４．外来ホール周辺での緑患者・黄患者への活動支援＊ 

 ５．エアストレッチャーによる階段搬送 

備考 
＊患者搬送の手伝い、歩行の援助、用紙記入、シーネ固定、包帯巻き等

の補助 

 

 

 

既 １１ 薬剤科（詳細は薬剤科マニュアルを参照） 

責任者 薬剤科長 

構成要員 薬剤科職員                                                          

役割及び 

活動内容 

責任者： 

 １．被災状況の確認 

 ２．本部への報告 

 ３．職員の非常招集 
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メンバー： 

 １．院内外来患者で院外処方できない薬剤の処方  

 ２．必要部署への臨時処方箋、約束処方の配布 

３．臨時薬局の立ち上げ（緑帰宅用） 

 ４．化学治療室、各病棟への輸液類の払い出し 

 ５．提携院外処方薬局との医薬品供給のための連絡  

緑治療： 

 １．薬剤受付：処方内容・アレルギー歴の確認 

 ２．薬袋作成・調剤（説明書）・与薬・服薬説明 

 ３．タグ３枚目の回収（２枚目を来院証明として渡す）・保管 

備考 備蓄倉庫の災害用医薬品カートの点検・補充（月１回） 

＊「定数医薬品一覧」・「災害時約束処方」は第Ⅶ章 

 

 

既１２ 放射線科（詳細は放射線科マニュアルを参照） 

責任者 放射線科部長・放射線技師長 

構成要員 放射線科職員                                                          

役割及び 

活動内容 

責任者： 

 １．被災状況の確認 

 ２．本部への報告 

 ３．職員の非常招集 

メンバー（技師）： 

 １．患者の安全・避難路の確保 

 ２．装置の動作・被害状況の確認・報告 

 ３．放射線同位元素を安全な場所へ移動、臨時管理区域の設定、見 

   張り要員の確保 

４．必要部署への照射録の配布 

 ５．患者リストの作成 

メンバー（医師）： 

 １．検査の優先度の決定 

備考 
緊急地震速報作動時は緊急地震速報簡易行動マニュアルに沿って迅速

に対応する 
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既１３ 臨床検査科 

責任者 臨床検査技師長 

構成要員 検査科職員                                                          

役割及び 

活動内容 

責任者： 

 １．被災状況の確認 

 ２．本部への報告 

 ３．職員の非常招集 

メンバー（技師）： 

 １．被災状況の確認 

 ２．検査受付の設置 

 ３．手書き用伝票の準備と必要部署への配布 

 ４．安置所の設置 

備考 

・検査後の報告書は、各受付に戻し、受付はリーダーに渡す 

・手書き用伝票：緊急検査依頼報告伝票・血液ガス依頼報告伝票・生  

 理機能検査依頼伝票・ＥＣＧ報告書 

 

 

既１４ 輸血管理室 

責任者 輸血管理室長 

構成要員 輸血管理室職員                                                          

役割及び 

活動内容 

責任者： 

 １．被災状況の確認 

 ２．本部への報告（輸血製剤在庫状況を含む） 

 ３．職員の非常招集 

メンバー（技師）： 

 １．被災状況の確認、輸血製剤在庫状況の確認および確保 

 ２．手書き用伝票の準備と必要部署への配布 

備考 
・検査後の報告書は、各受付に戻し、受付はリーダーに渡す 

・手書き用伝票：血液型・輸血交差試験依頼報告伝票 

 

 

既１５ 栄養管理室 
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責任者 栄養管理室長 

構成要員 栄養管理室職員・委託業者・ボランティア                                                          

役割及び 

活動内容 

責任者： 

 １．被災状況・出勤状況の確認指示 

 ２．本部への報告  

 ３．衛生環境の保持 

 ４．食品納入業者への連絡 

 ５．食事の配膳・下膳方法の検討 

 ６．「炊き出し」の要否の検討 

主任栄養士：責任者の補佐 

栄養士： 

 １．非常食献立表による配膳 

 ２．調乳準備（含、母子センター） 

調理師長：調理師の総括 

調理師：配食・配膳 

備考 

・「炊き出し」、配食・配膳には委託業者・ボランティアを活用する 

・エレベータ停止時（または使用台数が限られている時）には、手伝 

える職員を集め、ユニット・リレー方式＊（＊第Ⅶ章）で非常食を病

棟に上げる 

・職員分については、食糧倉庫前にて各部門の担当者に配布する 

 

 

既１６ エネルギーセンター（施設管理） 

責任者 電気士長・ボイラー長 

連絡先 内線１０７１（電気） １０７０（ボイラー）  

構成要員 エネルギーセンター職員                                                          

役割及び 

活動内容 

責任者： 

 １．被災状況の確認 

 ２．本部への報告 

 ３．被災状況下でのエネルギー管理  

メンバー： 

 １．エネルギーセンター内の被災状況確認 

 ２．館内、構内の設備（電気、ガス、医療ガス、水関係）の点検 

 ３．必要に応じ防災センターへ連絡（火災、漏水など） 
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備考 

・ライフラインの普通時には復旧の見込みを、給電・給水時にはその 

継続可能状況をそれぞれの配給元に確認して、災害対策本部に適宜報

告する 

・必要に応じて関係各機関との協定を発効するよう、災害対策本部に働

きかける 

 

 

既１７ 防災センター（震災時） 

責任者 防災センター責任者（組織上の責任者は管理課長） 

構成要員 防災センター職員                                                          

役割及び 

活動内容 

責任者： 

 １．被災状況の確認 

 ２．本部への報告  

メンバー： 

 １．防災センター内の被災状況確認 

 ２．館内、構内の設備巡視 

 ３．必要に応じエネルギーセンターへ連絡 

 ４．各部署からのトランシーバー、ビブスの貸出し 

 ５．エレベータの管理（含：使用不能/可能の表示） 

 

 

既１８ 警備室 

責任者 委託業者責任者（組織上の責任者は管理課長）                                                      

構成要員 委託業者                                                      

役割及び 

活動内容 

責任者： 

 １．被災状況の確認  

 ２．被災状況下での駐車場管理  

メンバー： 

 １．駐車場内外の被災状況確認 

 ２．駐車場内外の交通整理 

 ３．歩行者の安全確保 
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既１９ 委託医療事務 

責任者 委託業者責任者（組織上の責任者は医事課長） 

設置場所 外来回り、その他の配属部署 

構成要員 委託医療事務員                                                   

役割及び 

活動内容 

責任者・メンバー： 

 １．外来回りでの受付け  

 ２．必要物品の準備・調達の補助  

 ３．情報伝達の補助（伝令）  

 ４．その他、可能な業務支援 
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第５章 亜急性期・慢性期対応 

 

発災後の時間経過とともに、対応すべき傷病は変化し、被災地外からの支援も期待でき

るようになる。この章にはこれらの災害フェーズやニーズの変化に伴って対応すべきこと

を項目ごとにまとめる。 

 

◆医療支援者対応（日本 DMAT等）：（詳細は DMAT受援マニュアルによる） 

１）被災地の中心であれば他県からの DMATが支援に来る可能性は高く、災害拠点病院

である当院は DMATの活動拠点となることも考えられる。また逆に被災地が遠隔であ

れば、当院から DMAT が支援に向かう必要が生じる。いずれの場合も DMAT 自体の

活動は、厚生労働省が定めた DMAT活動要領によって定められた組織的な活動を行う

が、支援を受ける病院として、第Ⅰ章「災害対応の基本方針」に記述したように、日

頃から受援体制を準備しておく必要がある。具体的には、多数の DMATが活動する際

の、DMAT 本部となるような衛星通信が可能な南側のスペース、机、いす、白板、記

録用シート、筆記用具、当地域の地図（1/50000、1/200000）、電源、そして休息のと

れるスペースなどである。当院ではこのスペースとして、リハビリ室を充てる計画で

ある。また食事についても当院職員と同じものを提供する。当院との連携は、基本的

には災害対策本部長から依頼した事項を遂行してもらうことを原則とするが、周辺、

当院の被災状況、傷病者の受診状況など判断に迷うような事項、また県を通じた広域

な対応が求められる事項については、十分協議して行ってゆく。そのために、当院と

支援 DMAT、他の支援医療班で、朝、夕の定時ミーティングを災害対策本部で開催す

るとともに、当院DMATを通じて密に連絡をとり調整を重ねてゆく。活動を開始する、

依頼するにあたっては、来院した DMAT/医療班は必ず災害対策本部を訪れ登録してか

ら行うものとする。 

２）DMAT以外の支援医療班についても、DMATに準じて対応する。 

３）個人レベルでの支援者対応 

 技師など特殊技術を持つ支援者についても、本部を訪れ登録後にその特性を生かせる

部署に派遣して活動してもらう。 

 

◆支援者対応（ボランティア） 

災害時の対応が長期間におよぶ場合には、現有スタッフの活動には体力的な限界があり、

これをカバーするためには、支援を円滑に行うことのできる応援者の協力が不可欠となる。

登録ボランティア：  

当院では日頃から院内の部門や設備をある程度知った上で、医療以外での支援を行って

もらえるボランティアを登録制で受付けている。現在、院内アメニティーの向上のために
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出入りしている通訳、日常品の販売員、図書貸し出しサービス、清掃業務の方や、長年当

院にかかりつけで理解のある患者を中心に 30名ほどが登録されている。震災の中長期には

これらの登録者が患者総合相談に設けるボランティアセンターに登録して、輪番的に計画

的に活動してもらうことを想定している。院内での活動の基本となる災害教育、具体的活

動のトレーニングは、年 2回開催している勉強会で行っている。 

【登録ボランティアの活動内容】 

・院内の案内・誘導 

・伝令・物品調達：院内で生じる連絡事項や物品調達にかかわる補助 

・入院患者の介助：特にアメニティーに関するもの 

・炊き出し・食料配布の手伝い：栄養科の活動の補助、配膳・下膳 

・個人的に特殊な資格・資質のある者においては、その活用 

・その他、要請のある可能な仕事 

 

一般ボランティア： 

活動の内容によっては、「医療」にはかかわらない活動内容も考えられ、任せられるもの

については、事後に登録した一般ボランティアに行ってもらう。 

【一般ボランティアの活動内容】 

・援助物資の紐解き・仕分け・リスト作り 

・各部署の受付補助 

・わかりやすい場所への物品の運搬作業（軽作業）、 

・重量物の運搬の補助 

・一般ゴミの回収 

・清掃 

・その他の可能な活動 

 

専門的・特殊なボランティア： 

対策本部や機構本部の要請による医療支援以外にも、専門性を掲げて申し出るボランテ

ィア（団体・個人）、また一般ボランティアの中にもそのような資質や資格をもった人材が

含まれている事も考えられる。医療以外の、情報、通信、運輸・流通、保守、警備、事務

処理などの専門科に対しては、対策本部と調整の上、適材適所での活動の補助を依頼する。 

 

活動の開始と終了 

・活動にあたっては、ボランティアセンター（患者総合相談に設置）で登録 

・ボランティアセンターを通じて病院の指示に従い、求められる活動を行う 

・活動にあたっては、必要部署のリーダー（責任者）に報告後に開始 

・活動を終了または活動場所を離れる場合には、部署のリーダーに報告後、ボランティ
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アセンターに戻り報告 

 

◆物流対応 

 震災のように周辺被害による交通の遮断がおこる場合を想定するのであれば、最低 3 日

間程度の期間の医療救護活動に必要十分な医薬品・医療資器材、水・食糧・燃料・ガスを

備蓄しておくことが原則であるが、保管スペースや期限切れになるデッドストックの問題

や在庫スペースの問題があり、現実的には限られた物品、医薬品のみ流通の中での保管量

を増やした形態であるランニングストック方式を取り入れている。災害時には現行の物流

管理システム（SPD）方式では、見積もりが甘いと、必要物品の枯渇による診療機能の低

下が避けられないので、契約会社との具体的な物品補充体制についての確認とそれについ

ての契約を結んでいる。そして、業者に院内に常駐してもらい、いつでも早期からの対応

ができる体制を組んでいる。 

 医療ガス（特に酸素）については、枯渇することはすなわち患者の生命に直結する事態

であるので、業者への意識付けと確固たる供給体制を確立しておくことが絶対条件である。 

 水については、飲料までのレベルであれば当院の井戸水で大丈夫であるが、滅菌水（創

の洗浄用、透析バッグなど）については、頻回な供給が求められ、これについても医療ガ

スに準ずる。当院では近隣の飲料水生産工場との間に２ｔの飲料水を提供してもらう協定

を結んでいる。 

 食糧については、最低 3 日分の備蓄が求められている。当院では、マニュアル上に想定

されている最大入院患者数 800 人に対しての 2 日分の備蓄を備えている。が、この量はス

タッフの分は一部しか含んでおらず、医療支援者、家族や避難者の分も含めて、有事には

定期的に供給されるよう、近隣大型店舗、行政を通じた姉妹都市からの 3000食分の配給が

されるよう協定を結んでいる。 

 

◆臨時勤務態勢の確立 

 災害対応が長期化すれば、スタッフ各人が短時間の休息や睡眠をとるだけで継続的対応

を続けることは不可能である。外部からの応援者を含めた継続性のある特別な勤務態勢を

組む必要がある。その際、部署の活動内容により、以下の点を考慮して、部署の責任者が

中心（勤務態勢を作成する者は責任者が依頼した者でも構わない）となり、亜急性期・慢

性期には、部署毎に勤務態勢を組み（必要に応じて本部と相談）、対策本部に報告する。本

部は、必要に応じて応援者（内部・外部）を部署に配属する。 

 

【勤務表（シフト表）作成時に考慮する点】 

・勤務表を組むことへのスタッフ全体の理解 

・休憩（1時間程度）か、仮眠（4時間程度）か、帰宅（12時間程度）か 

・疲労度が増すことによる影響度は高いか 
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・能率的な連続勤務可能時間は何時間か 

・勤務は夜間や深夜に中断することが可能か 

・時間帯によっては勤務者の人数を減らすことは可能か 

・専門性の高い勤務内容か 

・応援者はどれくらい期待できるか 

・種々の原因での勤務不能・不適な状態となっているスタッフはいないか 

・個人の能力・体力 

・シフトの結果が部署内の雰囲気に与える影響 

なお、以上の観点は平常時の労働基準法の枠を超えたものとなることも止むを得ないもの

とするが、強制力のあるものではない。 

 

◆災害時要援護者への対応 

 亜急性期・慢性期においては、要援護者への継続的な診療・支援も欠かせない。以下に

特に留意すべきものを挙げるが、状況によってさらに多くの項目を検討して充足させるこ

とが求められる。 

 

酸素投与患者・在宅酸素（HOT）患者： 

医療ガス（特に酸素）の供給体制については、既に挙げたが、供給を確実にするために

は、普段取引している業者以外の、近隣、あるいは少し遠隔の業者とも災害時の供給体制

を作り上げておかねばならない。震災の被災は当院以外の医療機関にも同様におこるので、

地域ぐるみの供給ネットワークの構築が急がれる。また、酸素の保管形態や投与方法はい

くつもあり、大型の酸素ボンベから、個々の患者への投与の経路を十分に考慮した計画と

その計画を遂行するための準備（小型ボンベ分配用の特殊器具、簡易人工呼吸器、マスク、

コネクター、流量計、在宅用酸素、等）が欠かせない。関連業者とは日常を通じてこれら

の用途や準備の共通認識を強めておく。在宅酸素患者についても、業者のネットワークを

活用して安定したボンベ酸素の供給が受けられるように、日頃から確認しておく。 

 

慢性透析： 

 透析ができる施設は限られているので、地域内でのネットワークが構築されている。ネ

ットワーク機能を活用（必要に応じて近隣や広域のネットワークとも連携し）、お互いの施

設の透析可能数、透析が必要な患者数の情報を共有し、対応する。必要な資器材について

は、資器材供給側も交えた体制を作る。 

 

妊婦・新生児・乳児： 

 妊婦、新生児、乳児においては、健康状態の維持はもちろん、感染症予防のための保清

用品、ミルクやおむつの継続的な供給が欠かせない。普段は、買えるものも震災時には不
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足するので、出入りの業者に特別な供給体制での提供の約束を取り付けておく。また可能

であれば、市の行政を通じて生産業者ないし販売業者との協定を結び、より安定した供給

が受けられるようにしておく。 

 

慢性疾患： 

 震災後は通常診療が行えず、被害の程度によっては 1 ヶ月を超える非常体制での対応を

余儀なくされる。高血圧、糖尿病、心疾患など、疾患によっては薬が切れることが患者に

とって病態を著しく悪化させるものもあり、比較的早期からの処方が求められる。供給が

限られる条件下での処方体制（受付、診察場所、診療・処方医師、処方可能なリスト、処

方日数、会計方法、薬の渡し方）についての取り決めを院外薬局の協力を含めて行ってお

く。薬剤の供給体制にあわせて流動的に運用する柔軟性も求められる。 

 

在宅患者： 

 急性期の対応に一定の落ち着きがでたら、在宅患者の情報収集（特に慢性透析、在宅酸

素、寝たきり）を行い個別に対応をおこなう。地域行政機関、医師会が関係者による在宅

支援体制を運用するのであれば、その体制に参画して、定期的な患者観察、必要物品・医

薬品の供給を行う。 

 

◆心理的サポート 

 災害時に PTSD や環境の激変による心理的障害が問題となることは明らかであり、対応

時間が長引くほどそれらに対応するニーズは高まる。この対策としては、専門家による対

策チームの編成や、外部からの支援によるカウンセリングや、意図的な環境変化、娯楽・

余興などによる気分転換が必要となる。対応策を練る時間はあるので、院内外の心的サポ

ートの専門家と相談して、有効なものを採択してゆく。また、心的障害は院内の医療者、

医療支援者にも起こりうるし、潜在的な強いストレスによる体調不良、作業能率の低下、

行うべき行為のミスにつながる恐れがある。この問題も共通の境遇にある当時者同志で考

えるのではなく、外部からの介入を受けて客観的に有効に解決してゆけるように働きかけ

てゆく。 

 

◆ご遺族対応 

 当院が甚大な被害地域に含まれた場合、院内外で多くの遺族に対応する必要に迫られる。

特殊な死に接した遺族に対応する、それに対する知識や経験のない医療者のストレスは大

きい。これらの対応は前述の心的サポートに共通する点もあるが、ほとんどの医療人は不

慣れなので、近年設立された遺族対応の専門チーム「災害死亡者家族支援チーム」

（Disaster Mortuary Operational Response Team ：DMORT）があるので、その活

用を念頭に入れておく。 
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◆ご遺体対応 

 発災後、相当時間を経て病院に運ばれてきたご遺体（明らかに死後長時間が経っている

と判断される場合）は受付をせず、院内には入れず、行政が設置した遺体安置所への搬送

を依頼する。搬送の手配が済むまでは、屋外の車庫に一時的に安置する。 

院内で死亡確認をしたご遺体については、霊安室、解剖室、解剖室前の廊下に、白いシ

ーツに包んで氏名や状況がわかるようにして安置する。安置後は、警察または自治体の担

当者に連絡をして、行政が設置した遺体安置所に搬送してもらう。 

 

◆医療以外の支援体制 

 病院に絡む医療以外のあらゆる問題も、中長期的には対応せざるを得ないものが多い。

家を、財産を、家族を、職を失った、明日からの生活ができない、必要物品が手に入らな

い、家族と会えないなど、枚挙に暇がないが、これらの生きる上での必須の対応事項に対

しての支援の多くは、行政に頼らざるを得ない。病院としても医療以外の行政の支援体制

を的確に把握して、患者、医療者が支援を受ける機会を逃さないようにしなければならな

い。この問題を解決するためには日頃からの行政との関わりと有事に行政からの情報を得

られる情報網を持っておくことである。当院は市の行政と関わりの深い病院であるので、

常に種々の行政の経験者、現役の職員が複数勤務しているので、この点は強みであるが、

系列の異なる病院施設では、常日頃からこの点を意識した関連組織との協力・連携が求め

られる。 

 

◆トイレ・衛生環境の整備 

 対応が長引けば、トイレの問題や集団感染が問題となる。感染防止のための排泄物密封

機能のついた簡易トイレを必要数（20台程度か）準備しておく（感染対策用として各病棟 

プラスアルファの数の整備が現実的）。また、消毒薬、石けん、タオルなどの消耗品の供給

がスムーズに行われる体制を整える。 

 

◆災害モードの収束・終了 

 どんな災害であっても、やがては収束する。以下の様な観点から、災害対策本部が判断

して災害モードの終了を決定し、スタッフ・関係機関に周知する。なお、災害モードの収

束は、状況に応じて重要かつ可能なものから段階的に正常化してゆく観点も大切である。 

 

・急性期医療ニーズの軽減、限定化、正常化 

・通常診療体制にむけた医療供給体制（人的、物的、空間的）の確保 

・インフラの正常化（応急的、暫定的措置を含む） 

・建物・設備の修繕 
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・事後の事務的処理 

・対外的な災害対応の動静 
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第 6章 実効性のある BCPにするための具体的方策 

 

 病院 BCPを作成し、継続的に発展するためには PDCAサイクルの運用が不可欠であ

る。そのためには計画（P）や運用（D）について点検（C）と評価・是正（A）するこ

とが重要である。平時から BCPの点検と災害対応要員の育成・研修が不可欠である。 

 

１，平時の点検と改善活動 

○病院 BCPの点検 

 チェックリストを用いて病院 BCPについて自己点検することができる。 

⇒平成 25年 9月 4 日厚生労働省指導課長通知「病院における BCP の考え方に基づ

いた災害対策マニュアルについて」（医政指発 0904 第 2 号 ）としてすでに発

布済み（第 8章資料①） 

 

 

○ 災害拠点病院の要件についての点検 

チェックリストを用いて災害拠点病院の要件について自己点検することができる。

⇒「災害拠点病院充実度評価票」（第 8章資料②） 

 

○ 病院の立地のハザードマップでの被害想定と対策 

チェックリストを用いて病院の立地のハザードマップでの被害想定と対策に

ついて自己点検することができる。 

⇒「病院立地とハザードマップ、地域防災計画等の関連についての評価のための

チェックリスト」 （第 8章資料③） 

 

２，コアメンバーの委嘱 

 病院 BCPの整備、維持のためには核となる職員（災害コアメンバー）が不可欠であ

る。この職員は病院の全職種から構成されていることが望ましく、病院管理者や災害対

策委員会等から公式に委嘱されていることが望ましい。これらの職員は 病院 BCPの

整備、維持に加え、院内外の研修会や訓練を企画、立案し、訓練コントローラーとして

として訓練を実施する。 

 

３，災害研修、訓練の企画・実施 

病院職員に対する災害研修は不可欠である。病院職員全員を対象にするものに加え、病
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院幹部や災害対策委員会メンバーを対象にする研修会、事務部門を対象とする研修会が

必要となる。災害訓練も、総合実動訓練に加え、机上シミュレーションや部門訓練、た

とえば本部訓練や情報伝達訓練などを組み合わせて行う。 

さらに、地域の病院や行政、消防、警察、自衛隊等と連携した訓練の実施も必要となる。

いずれの訓練も、前述の災害コアメンバーが不可欠である。 
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第７章 帳票・リスト・資料など 

 ここには、本計画の本文に挙げた資料の一部を目次をつけて掲載する。一部の表につい

ては、タイトルと、数行を例としてあげる。ここでは順不同のこともあり資料の番号はつ

けないが、自施設独自のものを作成した際には、検索が出来るように本文中の位置と掲載

ページを付記すると良い。あるいは最初の総合目次に巻末資料の番号を付記するのも良い。 

●報告書 
◆被災状況報告書（全部署共通◆本部報告第１報用） 

◆被災状況報告書（全部署共通・本部報告続報用） 

◆（被災状況報告書（特殊部門）） 

◆災害時点検個所一覧（建物被害チェック用）（専門性が高く、ここでは省略も、重要！） 

◆被災患者登録名簿（全部門共通・本部報告用） 

◆災害時従事者登録名簿（全部門共通・本部報告用） 

●帳票類 

◆院内用トリアージタグ 

◆災害カルテ 

◆災害時標準カルテ（参考資料） 

◆災害時照射録 

◆災害時処方箋 

●一覧表 
◆災害時約束処方一覧 

◆災害用医薬品一覧 

◆防災倉庫備蓄一覧（省略） 

◆院内放送文言集（状況別）（省略） 

●点検表・チェックリスト 

◆防災措置点検表（平常時・部門別） 

◆災害対策点検項目（平常時・部門別） 

●特殊運用 
◆緊急地震速報対応マニュアル 

◆ヘリポート運用マニュアル（省略） 

◆非常食階上運搬方法（ユニット・リレー方式）（省略） 

●その他の資料（参考となる資料、部門別マニュアルなど） 

◆災害用語集（省略） 

◆施設周辺地図（広域避難所）（省略） 

◆○○地震による被害（予想）のまとめ（省略） 

  



第７章 帳票・リスト・資料など 
 

 

●報告書 

◆被災状況報告書（全部署共通・本部報告第１報用） 

 

 

  

被災状況報告書（第１報用）--発災５分以内に報告！--

部署： 報告者：

患者の安全 □被害あり □被害なし

職員の安全 □被害あり □被害なし

設備の被害（全般） □被害あり □甚大（避難不可）　　　　　　　□大（避難可） □被害なし

□中程度（部署機能に制限）　□軽微

　電気 　□被害あり 　□被害なし

　医療ガス 　□被害あり 　□被害なし

　水道・水漏れ 　□被害あり 　□被害なし

　固定電話 　□被害あり 　□被害なし
部署独自の項目 □被害あり □被害なし

報告日時：　　　月　　　日　　　時　　　分
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◆被災状況報告書（全部署共通・本部報告続報用） 

 

被災状況報告書（第　　報）

部署： 報告者：

在院患者数 独歩患者数：

空床数 護送患者数：

未確認・不在患者 担送患者数：　　　　　　　　　　うち、レスピ：　　　　酸素：　　　　吸引：

見舞い/家族数 酸素ボンベ数：

患者の安全 □被害あり 詳細： □被害なし

職員の安全 □被害あり 詳細： □被害なし

設備の被害 詳細：

全般 □被害あり □被害なし

壁 　□被害あり 　□被害なし

ガラス 　□被害あり 　□被害なし

避難路 　□被害あり 　□被害なし

電気 　□被害あり 　□被害なし

医療ガス 　□被害あり 　□被害なし

水道・水漏れ 　□被害あり 　□被害なし

固定電話 　□被害あり 　□被害なし
部署独自の項目 □被害あり 詳細： □被害なし

報告日時：　　　月　　　日　　　時　　　分
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◆（被災状況報告書（特殊部門）） 

 ここでは、特殊部門のものは上記二つの報告書の一番下に「部署独自の項目」という欄

で含まれるようにしたが、特に詳細な報告が必要な部署（例えば、病院設備全体の被害状

況、手術室の部屋毎の被害状況、検査や放線部門の機器関係）のものは別に作成した方が

良い。 

 

◆災害時点検個所一覧（建物被害チェック用）（省略） 

 

◆被災患者登録名簿（全部門共通・本部報告用） 

 
 

◆災害時従事者登録名簿（全部門共通・本部報告用） 

 

 

  

報告日：　　　　　　月　　　　日 　新規　・　　　　回目 報告時間　　　　　：　　　　 報告者： 部署No.：

（例：０：４３、１３：２８） （以下から選択）

　１．赤受付　 　２．黄受付 　３．緑受付 　４．霊安室 　５．手術室 　６．血液浄化ｾﾝﾀｰ
　７．ICU 　８．　５東 　９．　５西 １０．　６東 １１．　６西 １２．　７東
１３．　７西 １４．　８東 １５．　８西 １６．　９東 １８．その他（　　　　　　　　　　　　　）

No. 年　齢 性　別 ﾄﾘｱｰｼﾞ区分 災害との関係

1 男　女 赤・黄・緑・黒 災害・非災害

2 男　女 赤・黄・緑・黒 災害・非災害

3 男　女 赤・黄・緑・黒 災害・非災害

＊当該部分を○で囲む ＊前回報告以降の追加分を記入 ＊ﾄﾘｱｰｼﾞ変更・転入・転出・死亡・退院・転院等の特記事項を備考に記入
＊1枚目を当該部署に保管し、2枚目を本部に提出

時　間 患　者　名 〒 or  ℡ 備　　考

災害時従事者登録名簿（職員用・その他） 報告日時：　  　月　　　 日　 　　時　　　　部署名：

N0. 氏名 職種
当該部署での
活動開始時刻

連続活
動時間 状況 備考

1 医・看・事・他　 ： 時間 活動・休憩・仮眠・帰宅

2 医・看・事・他　 ： 時間 活動・休憩・仮眠・帰宅

3 医・看・事・他　 ： 時間 活動・休憩・仮眠・帰宅

＊報告時の現状を記入 　
＊1枚目を当該部署に保管し、2枚目を本部に提出 ＊部署の変更、応援医療チーム、ボランティア等の特記事項を備考に記入
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●帳票類 

◆院内用トリアージタグ 
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◆災害カルテ 

 

 

  



第７章 帳票・リスト・資料など 
 

 

◆災害時標準カルテ（参考資料） 
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◆災害時照射録 
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◆災害時処方箋 

 これは、オーダリングシステムダウン時の手書き処方箋を代用 

 

●一覧表 

◆災害時約束処方一覧 

災害時院内約束処方 

 

Rp.1 アドフィード 40mg(7 枚入) １袋 

   

   

Rp.2 ロキソプロフェン錠 60mg 

レバミピド錠 100mg 

分 3 毎食後 

３錠 

３錠 

３日分 

   

   

Rp.3 フロモックス錠 100mg 

ロキソプロフェン錠 60mg 

レバミピド錠 100mg 

分 3 毎食後 

３錠 

３錠 

３錠 

３日分 

   

   

Rp.4① ケフラール小児用細粒 

分 3 毎食後 

３００mg 

３日分 

   

   

Rp.4② ケフラール小児用細粒 

分 3 毎食後 

６００mg 

３日分 

 

＊通常，幼小児にはセファクロルとして体重 kg あたり 1 日 20～40mg（力価）を 3 回に分割して経

口投与する。 

 

◆災害用医薬品一覧 

種類 医 薬 品 名 規格・容量 定数 

内服 アセチルシステイン内用液１７．６％｢センジュ｣ 20ml   

アダラートカプセル１０ｍｇ 10mg   
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アムロジン錠 2.5ｍｇ 2.5mg   

カリメート散 5ｇ/包   

カロナール錠２００ 200mg   

ケフラール細粒小児用１００ｍｇ 100mg/包   

シプロキサン錠２００ｍｇ 200ｍｇ   

デパス錠０．５ｍｇ 0.5mg   

ニトロペン舌下錠０．３ｍｇ 0.3mg   

ＰＬ顆粒 1g/包   

フロモックス錠１００ｍｇ 100mg   

プルゼニド錠 12mg   

マーズレンＳ顆粒 0.67g／包   

マイスリー錠 5ｍｇ 5mg   

メジコン錠１５ｍｇ 15mg   

ヨウ化カリウム丸 50mg   

ラキソセリン液 0.75% 10ml   

レバミピド錠１００ｍｇ 100mg   

ブロチゾラムＤ 0.25mg   

ロキソプロフェンナトリウム錠 60 60mg   

ロペミンカプセル 1mg   

注射 アスパラカリウム注１０mEq 10ml   

硫酸アトロピン注射液タナベ 0.5mg 1ml   

アドナ注(静脈用)５０ｍｇ 50mg 10ml   

アネキセート注射液０．５ｍｇ 0.5mg 5ml   

アミサリン注 200mg 2ml   

アルブミナー 5％ 250ml   

アレビアチン注２５０ｍｇ 250mg 5ml   

アンスロビンＰ 1500U 10ml   

ヴィーンＤ注 500ml   

ソルアセトＦ注 500ml   

大塚食塩注１０％ 20ml   

ガスク－ル静注用２００mg 200mg   

ガスター注射液２０ｍｇ 20ｍｇ 2ｍL   

カーボスター透析剤Ｌ（９Ｌ）    

ｶﾙﾁｺｰﾙ注射液 8.5%10mL 10ml   

静注用キシロカイン２％ 100mg 5ml   
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キシロカインポリアンプ１％ 10ml   

炭酸水素ナトリウム 882g   

グリセレブ 200ml   

グルトパ注６００万 600 万 IU 10ml   

サブラッド-ＢＳG 2.02L   

サングロポール点滴静注用 2.5ｇ 2.5ｇ   

シプロフロキサン注３００ｍｇ 300ｍｇ 150ｍｌ   

ジゴシン注０．２５ｍｇ 0.25mg 1ml   

大塚生食注 20ml   

テルモ生食注 500ml   

生理食塩液「ヒカリ」 100ml   

大塚生食注（開栓) 500ml   

セフメタゾール Na 静注用 1ｇ「NP 1g   

セレネース注５mg 5mg 1ml   

ソセゴン注射液１５ｍｇ 15mg 1ml   

ソルデム１ 500ml   

ソルデム３Ａ 500ml   

注射用ソル・メルコート 125 125mg   

注射用ソル・メルコート 500 500mｇ   

注射用ソル・メルコート 1000 1000mg   

タイペラシリン注射用１ｇ 1g   

注射用水 500ml   

１％ディプリバン注 500mg 50ml   

デカドロン注射液 6.6mg 2ml   

低分子デキストランＬ注 500ml   

テタノブリン－ＩＨ 250IU   

デトキソール静注用２ｇ 2g 20ml   

トランサミン注 10％ 1000mg 10ｍｌ   

ドプラム注射液４００ｍｇ 20mg 20ml   

注射用ナファモスタット５０「MEEK」 50mg   

ニカルピン注射液 10ｍｇ 10mg 10ml   

ネオパレン 1 号輸液 1000ml   

ネオパレン 2 号輸液 1000ml   

ネオフィリン注 250mg 10ml   

ネオラミン・マルチＶ 合剤   
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ノルアドリナリン 1mg 1ml   

ハイカリックＲＦ輸液 500ml   

沈降破傷風トキソイド 0.5ml   

パセトクール静注用 1ｇバック S    

ハプトグロビン注－ヨシトミ 2000U 100ml   

ハンプ注射用１０００ 1000μg   

パム注射液住友 500mg 20ml   

フェノバール注射液１００ｍｇ 100mg 1ml   

ﾌｪﾝﾀﾆﾙ注射液 0.1mg「ﾔﾝｾﾝ」 2ml   

ブスコパン注射液 20mg 1ml   

大塚糖液５％ 500ml   

ブライアン注 20% 5ml   

プリンペラン注射液１０ｍｇ 10mg 2ml   

プレドパ注６００ 600mg 200ml   

プロタノール－Ｌ注 0.2mg 1ml   

１％プロポフォール注「マルイシ 200mg20ml   

ﾍﾟﾐﾛｯｸﾍﾊﾟﾘﾝﾛｯｸ用 10 単位/mL ｼﾘﾝｼﾞ 10 単位/ml  10ml   

ヘパリンナトリウム注「味の素」 1000U 10ml   

ホリゾン注射液１０ｍｇ 10mg 2ml   

ボスミン注 1mg 1ml   

ボルビックス注 2ml   

マスキュレ－ト静注用１０ｍｇ 10mg   

２０％マンニットール注射液｢日研｣ 300ml   

ミオコール注５ｍｇ／１０ｍL 5mg 10ml   

ミダゾラム注１０ｍｇ「サンド」 10mg 2ml   

メイロン 7% 20ml   

メイロン 7% 250ml   

メロペネム点滴静注用 0.5g「ﾀｲﾖｰ 0.5ｇ   

フロセミド注２０ｍｇ 20mg 2ml   

ラニチジン注射液 100ｍｇ「ﾀｲﾖｰ 100mg   

レペタン注０．２ｍｇ 0.2mg 1ml   

レミナロン注射用５００ｍｇ 500mg   

外用 アドフィード 10cmX14cm×7 枚   

アンヒバ坐剤小児用１００ｍｇ 100mg   

イソジンガーグル 7% 30ｍｌ   
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エキザルベ 500g   

エコ消エタ 500ml   

エコリシン眼軟膏 3.5ｇ   

キシロカインゼリー 2% 30ｍｌ   

クラビット点眼液 0.5% 5ｍｌ   

ゲーベンクリーム 1％ 500ｇ   

ゲンタシン軟膏 0.1％ 10ｇ   

スポンゼル 5cmX2.5cm   

セボフレン 250ml   

ソフラチュール 10cmX10cm   

ディスオーパ消毒液 ０．０５％ 3.8L   

トロンビン液ソフトボトル５千 5000 単位 5ｍｌ   

白色ワセリン 500g   

ヒシヨ－ド液 10% 250ｍｌ   

ヒビディール液 0.05% 25ml/包   

ピュアラビング 500ｍｌ   

ピューラックス ６％ 6% 1800ｍｌ   

フランドルテープ４０ｍｇ 40mg   

ベノキシール点眼液０．４％ 20ml   

ポピドンヨードスクラブ液 7.5% 500ml   

ボルタレンサポ２５ｍｇ 25mg   

マイクロシールド４ 500ml   

メプチンエアー１０ｕｇ 5ml   

 

◆防災倉庫備蓄一覧（省略） 

 

◆院内放送文言集（状況別）（省略） 

 

●点検表・チェックリスト 

◆防災措置点検表（平常時・部門別） 
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防災措置点検表（手術室・中央材料室用）

　（報告者：　　　　　　　　　　　　）

部署 チェック

1項目につき全てを満たした項目が被災状況報告書に○が出来る。

手術室

中材

手術中材

圧が上昇するか

バルブを閉めて使用していないか
電源が入るか
給水が出来るか
排水は漏れていないか
扉のガラスの破損はないか
扉はしっかり閉まるか

ジェットウオッシャー
（ミーレ）

バーチカル

オートクレーブ

ガス滅菌器

ジェットウオッシャー
（ベクショー）

薬剤の破損はないか

電源は入るか

水は入っているか

電源は入るか

給水は大丈夫か

排水は漏れていないか

プラズマ滅菌器
電源は入るか

扉の開閉が出来るか

冷蔵庫・冷凍庫

電話

医療ガス

天井・壁

麻酔機

モニター

電源は入るか

電源は入るか

圧が上昇するか

電源を入れて画面が出るか

麻酔カート

オートクレーブ
（ハイスピード）

パイピングをして麻酔機の目盛りが上昇するか

亀裂が入っていないか

落屑部分がないか

電源、医療ガスが使用可能であるか

酸素ボンベが後ろに接続してあるか

コンセント

緑枠のコンセントに麻酔機の電源を入れて使用できるか

同じ番号のコンセントで電気メスが使用できるか
（注）シーディングコラムの作動はしない

電源が入っているか

扉のガラスが破損していないか

受話器からプップップッと音が聞こえるか

受話器が落下して破損していないか

　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　　時　　　　　分

防　　災　　措　　置

無影燈

天井との接着部分が外れたり、亀裂が入っていないか

動きはどうか

ライトはちゃんと点灯するか
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防災措置点検報告書（外来用） 
   

        

      
          外来 

        
     年     月     日     時     分  （報告者：            ） 

        
防  災  措  置 チェック 

二次災害の防止 出火につながる危険の回避   

消火器・消火栓の設置場所の確認・固定   

防火扉の設置場所の確認   

外来患者の確認 患者数・救護区分・術中患者数の確認   

避難時の搬送順位の確認   

外来患者の帰宅   

避難路の確保 廊下・階段・非常口の障害物の除去   

防火シャッター・防火扉周囲に障害物がないか   

外待合い・廊下のドアの解放   

窓のストッパー外し   

外来患者の安全確

保 

ベッド・ストレッチャー・車イスの固定   

点滴台のベッドへの取付け、ルートをクレンメで止める   

ブラインドを降ろす   

コンセントの確認（非常用電源）   

設備・備品の散乱、落下、破損の防止   

持出し物品、防災物

品の準備・確保 

 □管理日誌 □外来カルテ □X-P □懐中電灯 □電池 

 □スパナ □工具類 □ガムテープ（布）  
 

  

 □救急カート □各外来持出し品（物品の章参照）   

医療ガス対策 酸素、圧縮空気の元栓の場所の確認   

酸素ボンベの確保と患者ベッド頭側への取付け   

職員の非常招集     

患者の不安の緩和 正確な情報を把握と患者への十分な説明   

患者の応急処方薬（ニトロペン・喘息薬など）の準備   
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◆災害対策点検項目（平常時・部門別） 

 各部門で日頃からチェックしておく項目 

 
 

チェックリスト（１）
病棟/点検者：　　　　　　　　　/
点検日：　　　　　年　　　月　　　日

点　検　事　項 ○/× 備　考

1 ベッド及び機器等のストッパーを止めているか

2 車イス及びストレッチャーのストッパーを止めているか

3 ベッド柵を取り付けているか

4
ベンチレーターは無停電コンセント（緑）にしているか
（設置していない部屋は自家発電コンセント（赤））

5 動けない人の点滴は吊り下げまたはベッドに取り付けているか

6 戸棚の扉はきちんと閉めているか

7 花瓶などをサイドテーブルに置いていないか

8 ブラインド及び窓側のカーテンを閉めているか

9 懐中電灯は定位置にあるか

10 救急カート・処置カート・包交車はすぐ使えるか

11 引火性薬品は安全な場所に保管されているか

12 消火器の設置場所及び個数は指定どおりか

13 防火扉・シャッターの場所及び廊下に障害物はないか

14 ベランダの鍵は開閉可能か

15 常設機器の固定はされているか

16 排煙窓の開閉機能は正常か

17 避難ばしごは使用可能か

18 トイレの鍵の開閉及びドアの開閉は正常か

19 一斉放送のスイッチはＯＮになっているか

20 緊急連絡表・報告用紙はすぐに使用できるか

＊○でなかった項目については、各病棟で次回までに改善すること

災害対策点検項目（病棟）
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◆緊急地震速報対応マニュアル 

 

「緊急地震速報」への対応 
 「緊急地震速報」は気象庁から発せられるもので、震源地の最寄りの観測点でとらえた

地震の規模を計算し、離れた場所での予測震度と予測到達時間を、大きな揺れ（主要動）

が来る前に知らせるものであり、平成 19年 10月 1日より広く国民に提供することとなっ

た。当院では、平成 15 年 7 月よりリアルタイム地震情報利用協議会との共同研究として、

5カ年計画で、「緊急地震速報」の病院での利活用について、検討・実証実験を重ね、「緊急

地震速報」と連動した設備の整備および人が瞬時に行うべき行動を作成した。 

 実際に被害が生じるであろう大地震の場合、揺れるまでの猶予時間は数秒しかないが、

チェックリスト（3）
外来/点検者：　　　　　　　　　/
点検日：　　　　　年　　　月　　　日

点　検　事　項 ○/× 備　考

1 ベッド及び機器等のストッパーを止めているか

2 車イス及びストレッチャーのストッパーを止めているか

3 ストレッチャーの柵は使用可能か

4 点滴は吊り下げ又はベッド取り付けにしているか

5 戸棚の扉はきちんと閉めているか

6 受付カウンターなどに物を置いていないか

7 ブラインドを降ろしているか

8 懐中電灯は定位置にあるか

9 救急カート・包交車はすぐに使えるか

10 引火性薬品は安全な場所に保管されているか

11 消火器の設置場所および個数は指定どおりか

12 防火扉・シャッターの場所及び廊下に障害物はないか

13 常設機器の固定はされているか

14 排煙窓の開閉機能は正常か

15 トイレの鍵の開閉及びドアの開閉は正常か

16 一斉放送のスイッチはＯＮ（音量３）になっているか

17 緊急連絡表・報告用紙はすぐに使用できるか

＊○でなかった項目については、各病棟で次回までに改善すること

災害対策点検項目（外来）
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そのわずかな時間を有効に利用（生命を守る、怪我をしない）ためには、日頃から、「警報

音」を理解し、瞬時に行動できるように、マニュアルを理解し、対応訓練を適度に行うこ

とが肝要である。 

 

当院での警報音・放送文言： 

警報音：「ピューピューピュー」、「地震が来ます！揺れに備えて下さい」、 

「あと○○秒で揺れます（10 秒ごとのカウントダウン）」、「すぐに揺れます（5 秒前）」 

 

自動連動で作動するシステム（当院での予測震度４以上で作動）： 

・警報音・自動放送：全館、看護学校、学生寮 

・エレベータの最寄り階停止・開扉による閉じ込め防止・避難誘導：手術・中央エレベータ 

・自動ドアの開扉による閉じ込め防止・避難誘導：病院正面、救急入口、手術室など 31カ所 

・放射線装置の自動停止：放射線 8番の CT 

 

緊急地震速報対応簡易行動マニュアル（平成 19年４月改訂版） 

部署 手術室 放射線科 透析室 その他の部署
手術医： ①検査中の機器の停止 ①透析ポンプの停止 ①身の安全の確保
　①手術の安全な中断・創の保 ②患者のへの声掛け・転落防 ②患者への声掛け・抜管防止 ②患者への声掛け
　②患者の転落防止 ③身の安全を守れない人の
看護師（直接介助）：
　①手術器具を遠ざける
　②手術器具台の転倒防止
看護師（間接介助）：
　①手術用ライトを遠ざける
麻酔医：
　①抜管防止（管の接続をはず
　②患者の頭部を支える

　　
　　
　　
　　

とるべき
行動  *行動の番号は優先度です。

**患者への声掛け：
  「落ち着いて下さい！」  「慌てないで下さ
い！」
  「病院は安全です！」  「しゃがんで下さ
い！」

 

◆ヘリポート運用マニュアル（省略） 

 ヘリポートが敷地内か近隣か、また患者搬送用の車両の有無、確保の手順など、実際的なものを

作成する。また、ヘリの周辺環境（騒音、風）や機体までの近づき方など、医療者の安全確保を含

めた視点も大切。 

 

◆非常食階上運搬方法（ユニット・リレー方式）（省略） 

 

●その他の資料（参考となる資料、部門別マニュアルなど） 

◆災害用語集 
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◆施設周辺地図（広域避難所）（省略） 

 

◆○○地震による被害（予想）のまとめ（省略） 

 

 

◆レベル３Ｃマニュアル（病院避難・災害退院・間口診療）⇒付録参照 

 

 

◆災害対策本部ボード（省略） 



付録 レベル３Ｃマニュアル 

「レベル３Ｃ」における対応方針（レベル３Ｃマニュアル） 

                              

 

直下型地震などにより、病院における継続診療が不能となる事態となった場合には、以

下のような運用により対応する。本マニュアルに記載していないものについては、従来の

マニュアルに準じて行うものとする（各部門初動体制、外来、検査室での、既存患者対応

等）。 

 

被災状況の確認と報告 

・診療部門においては、被災状況を確認し、レベル３Ａマニュアルに準じ、第１報告用の

用紙を用いておこなう。 

 

応急措置 

・火災、防火扉、スプリンクラーについては、「病院消防計画」に基づいて地区隊の役割と

して各部署で行う。 

・その他の応急措置についても出来る範囲でおこなうものとするが、手に負えない場合に

は本部に報告する（緊急を要する場合は、直接、防災センターまたはエネルギー管理へ連

絡後、本部にその旨を報告）。 

 

設備被害に対する指揮権の付与 

当院の設備被害が著しい場合は、委託設備管理会社職員、委託防災センター職員の責任

者の判断により、設備復旧のための点検、作業の優先順位を決定できるものとする。ただ

し、災害対策本部長（院長または代行）からの直接の指示があった場合にはこの限りでな

い。応急措置については、被害の内容を聞き取り、一般職員にできることについては代行

するように指示することができる。設備の被害状況、復旧情報については、初動期の報告

後も、適宜本部に報告する。 

 

災害対策本部 
災害対策本部は、各部署からの報告を集約し、必要に応じて以下の決定、伝達を行う。 

・情報収集（各部門からの報告） 

・レベル３Ｃの決定と院内への伝達（本部長） 

・非常診療体制の決定（本部長）、トリアージ後の診療場所の決定・伝達 

・病院避難の決定・伝達（本部長） 

・避難場所・点呼場所（受付場所）の決定・伝達（火災時は「消防計画」） 

・ＥＭＩＳ入力、関連機関（報道機関を含む）への伝達 
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・用手的人工呼吸患者の把握とその場所への手の空いた職員の応援の指示伝達 

・用手的人工呼吸患者の集約的管理場所の決定と伝達 

・転院者の決定・伝達 

・転院先の依頼と決定・伝達 

・災害退院の承認 

 
一般診療の中止 
【診療継続中止（病院避難）の判断基準】 

以下の場合には一般診療を中止して、入院患者を避難または退院させる。 

①水平移動で対応不能な火災時 

②直下型地震による建物倒壊時、または倒壊の可能性が高いと判断されたとき 

③ライフラインの途絶により、入院患者の生命に危険が及ぶと判断されたとき 

（＃臨海地区に立地する病院では、大津波が押し寄せる可能性のあるとき、液状化による

孤立により物資の供給が望めないとき、山岳地区では、交通の遮断により物資の供給が望

めないとき、火山の噴火により孤立したとき、原子力関連施設からの放射線漏れが国の定

める基準値を超えたとき、などが加えられることになる。） 

なお、国や自治体の「避難指示」については、「避難勧告」が出された時点で、「避難」

念頭に置き、準備を開始する。「避難指示」後の避難については、災害対策本部長が、「医

療機関」としての特性と周辺状況を総合的に判断して、決定する。 

 

病院避難（火災時は「消防計画」に従う） 
（注意⇒現在、病院避難マニュアルを作成中にて今後変更になる可能性があります。） 

病院避難の決定者と周知 
以上のような状況となった場合、災害対策本部長（院長または代行）は、得られた情報

をもとに部分的、全面的な入院患者避難を決定する。またその内容を、院内全体、上位機

関（機構本部）、関連機関（報道機関を含む）に報告・伝達し、ＥＭＩＳに入力する。 

 

病院避難の方法 

本部長の判断を受け、職員は通常診療を中止し、以下の業務にシフトする。 

＜避難前＞ 

①部署における患者の把握と報告（担送、護送、独歩別の人数、人工呼吸器、持続透析、持続点

滴：新規報告書「入院患者報告書」2枚綴り、本部報告用と保管用） 

②手術室、病棟等における人工呼吸器管理患者の生命維持と避難準備  

③高齢や、原疾患のために衰弱している重症担送患者の観察と避難準備 

＜その後＞ 

④帰宅患者の決定と報告 
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⑤持続点滴、尿道カテ、ドレーンチューブ等管を留置している患者の中断か持続かの判断

と措置 

⑥その他必要な処置、措置 

 

独歩での避難 

＜緊急避難場所の決定＞ 

避難場所については、災害の状況により変わりうるが、原則的に広くて安全で、長時間

の滞在が考えられる場合は適温な場所とし（例：学校体育館）、本部が決定して伝達する。

余震による建物の崩落などで緊急を要する場合は、上述の避難前の手順は割愛し、職員は、

とりあえずの屋外避難と、その後には点呼場所に集まるように指示する。点呼場所は、病

院正面、看護学校入口付近とする。 

 

避難までに十分な時間があり、かつある程度の安全が保たれている場合は、帰宅患者（外

出・外泊、災害退院患者）を除き病棟に待機する。避難場所が決まり、誘導できる状態に

なったら誘導者（当該部署に限らず誰でもよい）をたて、部署毎に一団となり、階段を使

用して移動する。避難場所には点呼場所（受付）を設け、点呼（受付）を行う。 

 

＜避難後＞ 

避難後は、適切な転院先を本部が情報網を駆使して、決定する。転院先の受入可能状況

にあわせ、転院者を決定する。転院者と転院先の決定は本部が行う。 

搬送手段が確保されたら、医療者とともに（外部ＤＭＡＴが同行する場合はこの限りでは

ない）転院先に転送する。 

 

担送・護送での避難 

・搬送者の優先順位、搬送先の決定は、本部が決定する。 

・本部は、これらの搬送を行うために病棟からの情報収集が継続的に必要となるので、本

部に、各病棟から 1 名、患者の状況をよく知っている管理者（師長、副師長、リーダーな

ど）を招集する。また必要に応じて診療部からも医師を招集する。 

・緊急避難を除き、原則として、担送・護送の転院は、転院先が決定され、搬送準備が整

うタイミングで 1階に移動する。 

・各病棟は入院患者一覧表（別紙）を本部に提出する。 

・移動手段は、エレベータが使用不能の場合、移動用マットレス、エアストレッチャー®、

キャリダン®などを使用して安全におこない、階下では、搬送車両までの距離が長い場合は

災害ベッド等を活用する。搬送手段の状況によっては、受入れ先まで災害ベッドごと搬送

する。先方でも必要であれば、災害ベッドごと入院する。 

・転院先への診療情報提供は、当面ＤＭＡＴ広域搬送カルテのタイトルを消して運用する。 
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災害退院 

被災により生じた環境の変化により、通常の退院ではない形で退院する場合を「災害退

院」と称し、以下のように運用する。退院の最終的な承認は本部が行う。退院後の扱いは

通常の退院に準ずるものとする。「災害退院」には、患者または家族の希望による場合と病

院の状況によって、転院等を余儀なくされた場合の 2 通りがある。余儀なくされた場合は

転院先と搬送手段を決定後に退院（転院）する。 

 

 

＜「災害退院」の基準＞ 

独歩を含む移動手段が確保された、以下の場合に、「災害退院」を考慮し、本部が承認する  

・本人の意志が強い場合 

・家族等の迎えがあり、本人、または家族が希望、または了承する場合 

・退院が間近で病状は安定している場合  

・建物崩壊などの危険により、患者の安全が確保出来ない場合 

・物流の破綻により、水・食糧の確保の目途が立たない場合 

・その他の事情による場合  

 

＜「災害退院」の手順＞ 

・同意書作成（意識無し、判断能力無しは不要） ＃2枚綴り（本報告用、保管用） 

・「外出・外泊」は、従来通り（ただしピンクの伝票は病棟側で保管）、事情で戻れない場

合は後日個々に対応  

・会計は後日、次回外来受診予約なし 

・処方は持参薬、病棟払い出し分を、足りない場合は原則 3 日分（薬剤の補充が十分であ

れば長期間）を処方を渡す 

・処置に必要な医薬品（ガーゼ、絆創膏、外用剤、テープ）は最低処置 1回分を渡す  

・水、食糧はペットボトル 500ｍｌ×2本、少量の非常食を渡す  

・本部報告：報告書にて、最終的には本部が承認  
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病院機能破綻時の傷病者対応（非常診療体制） 
 

直下型地震などで、診療継続が不能となった場合においても、院内の怪我人、地域の怪

我人、連絡不能状態で事情がわからずに当院に搬送される救急患者、拠点病院への救急搬

送患者が多数来院することは十分予想される。ここには、当院がレベル３Ｃである場合の

非常診療体制についてまとめる。 

 

非常診療体制：建物、ライフライン等の被害により、通常診療不能・手術不能・入院不能

に陥った状態での診療体制をいう。本部が判断して決定。 

 

非常診療体制時の優先遂行業務 

・ＥＭＩＳ上での、診療不能・入院不可の宣言 

・建物の安全が確保できない場合やインフラ復旧の目途が立たない場合は、「病院避難」を

考慮 

・広域医療搬送には加担 

・応援ＤＭＡＴ・医療チームの受入 

・可能な範囲での医療（止血、被覆、創の洗浄・消毒・縫合、輸液、処方、胸腔ドレーン、

酸素、挿管など） 

 

非常診療体制時の決め事（マニュアル） 

 

＜院内の傷病者対応（職員・患者）＞ 

・可能な応急処置は原則として当該部署でおこなう。出来ない場合は救急口トリアージへ。 

 

＜トリアージ＞ 

・従来の救急口トリアージはそのままとし。正面口トリアージは立てず（誘導案内は必要）、

1本化する。 

・救急搬送または自助・共助で来院した被災患者のトリアージをおこなう。 

・通常の救急患者もトリアージを受け、可能な応急処置を受ける。（可能であれば、トリア

ージ前、あるいは初期評価後、受入可能な周辺病院への転送を依頼） 

・院内の被災者のうち、各部署での応急処置が出来ない場合は、トリアージを受け、処置

を受ける。 

 

＜トリアージ後の応急処置場所＞ 

・被災状況にもよるが、処置場所の候補は、初療室（赤）、第 4処置室（黄）、第 3倉庫（緑）

である（流れ図参照）。それぞれの使用可能状況に応じて、赤・黄・緑の場所を流動的に決
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める必要がある。第 3倉庫は頑丈であるので、最悪は、すべてをそこで行う可能性もある。

初療室で、赤・黄に対応する流れ図を示す。看取りは、第 4 診察室奥か車庫、遺体安置も

同様。 

 

＜その他の関連部署＞ 

・その他の関連部署として、家族待合い（対応）、広域医療搬送待機場所、搬送車両待機場

所、ＤＭＡＴ待機場所を決定する。 
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初療室

第1倉庫

第2倉庫

第3倉庫

駐輪場

緑エリア 派遣
グッズ

コンビニ

正面入口

Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｖ

Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｖ

Ｅ
Ｖ

薬剤・医事課

事務当直

第４処置室

職員待機

防災セン
ター

外来ホール

時間外ホール

家族待機

車庫

緊急検
査

放射線

トリア
ージ

ＧＭ

災害ベッド・毛布等

赤エリア

部門設置場所・患者流れ図（レベル３Ｃ・黄第4処置室）

Ｅ
Ｖ

救急車

Ｅ
Ｖ

搬送車
（広域）

Ｅ
Ｖ

黄エリア

ＤＭＡＴ
待機

広域
待機

 

初療室

第1倉庫
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第3倉庫

駐輪場
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グッズ

コンビニ

正面入口

Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｖ

Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｖ

Ｅ
Ｖ

薬剤・医事課

事務当直

第４処置室

職員待機

防災セン
ター

外来ホール

時間外ホール

家族待機

車庫

緊急検
査

放射線

トリア
ージ

ＧＭ

災害ベッド・毛布等

赤エリア

部門設置場所・患者流れ図（レベル３Ｃ・黄初療室）

Ｅ
Ｖ

救急車

Ｅ
Ｖ

搬送車
（広域）

Ｅ
Ｖ

ＤＭＡＴ
待機

広域
待機

黄エリア
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病棟避難マニュアル 

 
「火災」は、消防計画に基づく、「自衛消防隊」の活動に準じ、地震の初動は、従来のも

のに準じるが、病棟避難については、このマニュアルをたたき台として、より良いものへ

と発展させていただきたい。ここには、上記のマニュアルにない部分で今後、具体的な運

用を決めるべき事項について記す。 

 

＜本部報告＞ 

・報告用紙は、被災状況報告書（第 1報用）、第 2報以降のもの（新規）、入院患者一覧表

（新規）、災害退院患者報告書（新規）がある。 

・用紙は、紙ベース（2枚綴り）で病棟の災害ケース等に常時一定数保管 

・電カル不能時は、入院患者一覧表（病棟毎）の作成と本部提出も必要。 

 

＜病棟実務責任者＞ 

・実務的に責任を負っている、師長または副師長 

 

＜転院先、優先順位決定のための本部補助要員＞ 

・実務的に入院患者の状況がわかっているリーダークラスまでの看護師。 

・本部に常駐する必要なし。 

 

＜設備の点検・安全確保＞  

・既存のチェック用紙、報告用紙の活用 

・危険箇所のゾーニング（黄テープ、イスなどの活用） 

 

＜患者対応＞ 

・落ち着かせる 

・被害に応じた措置（呼吸器、酸素、ルート）ここは、ケース毎のアクションカードが有

効か。例えば、「人工呼吸器患者」、「持続微量点滴患者」、「持続透析」、「酸素投与患者」、「吸

引器使用患者」、「ＣＶ挿入患者」、「尿カテ挿入患者」、「末梢点滴患者」、「体位制限患者」

など。 

 

＜人工呼吸器患者の集約＞ 

エレベータなどの移動手段と呼吸管理できる部署（救命センター、学校実習室、初療室）

があれば、その場所に人手と酸素ボンベを集約して、用手的酸素投与を続ける。集約場所

は被害状況（建物の安全、配管酸素使用の可否）によって、本部が決定し、伝達する。 
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＜「災害退院」対応＞  

・その他の患者の転院準備、持ち出し物品など、マニュアル化あるいはアクションカード

化する 

 

＜患者搬送＞ 

・独歩者には誘導者をつける（当該部署以外の応援職員も考慮） 

・護送・担送は使用できる安全な手段をもちいて、当該部署職員と応援者とでおこなう 

・応援者は、全職員を対象とする。 

 

＜職員間対応＞ 

・役割分担の確認 

・精神的サポート 

・一時帰宅 

・応援要請（ＧＭを通じて、外来、学校などから） 
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被災状況報告書（第１報用）--発災５分以内に報告！--

部署： 報告者：

患者の安全 □被害あり □被害なし

職員の安全 □被害あり □被害なし

設備の被害（全般） □被害あり □甚大（避難不可）　　　　　　　□大（避難可） □被害なし

□中程度（部署機能に制限）　□軽微

　電気 　□被害あり 　□被害なし

　医療ガス 　□被害あり 　□被害なし

　水道・水漏れ 　□被害あり 　□被害なし

　固定電話 　□被害あり 　□被害なし
部署独自の項目 □被害あり □被害なし

報告日時：　　　月　　　日　　　時　　　分
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被災状況報告書（第　　報）

部署： 報告者：

在院患者数 独歩患者数：

空床数 護送患者数：

未確認・不在患者 担送患者数：　　　　　　　　　　うち、レスピ：　　　　酸素：　　　　吸引：

見舞い/家族数 酸素ボンベ数：

患者の安全 □被害あり 詳細： □被害なし

職員の安全 □被害あり 詳細： □被害なし

設備の被害 詳細：

全般 □被害あり □被害なし

壁 　□被害あり 　□被害なし

ガラス 　□被害あり 　□被害なし

避難路 　□被害あり 　□被害なし

電気 　□被害あり 　□被害なし

医療ガス 　□被害あり 　□被害なし

水道・水漏れ 　□被害あり 　□被害なし

固定電話 　□被害あり 　□被害なし
部署独自の項目 □被害あり 詳細： □被害なし

報告日時：　　　月　　　日　　　時　　　分
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災害退院患者報告書（第　　報） ＊本部に報告、本部が承認

病棟： 報告者：

患者氏名 ＩＤ 独・護・担 傷病の状態と理由 退院先 移動手段 付添者

○内　×仁 9001234 独歩 慢性肝炎、5日後に退院予定
自宅
（相模原市）

独歩 なし

報告日時：　　　月　　　日　　　時　　　分
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入院患者一覧表 ＊電カル不能時に本部に報告

病棟： 報告者：

一字を記入

患者氏名 ＩＤ 年齢 性別 独・護・担 入院病名 呼吸器 持続透析 酸素 持続点滴
（ＣＶ等）

末梢点滴 その他

報告日時：　　　月　　　日　　　時　　　分

該当に○を記入

入院患者一覧表（本部追加用）

鉛筆で記入し、現状を反映

付添/家族 外出 外泊 退院希望 退院可否 在院中 退院先 優先度 その他/備考

該当に○を記入

病棟：
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災害退院 同意書 

 

 
国立病院機構災害医療センター病院長殿 
 

 
私は、この災害に際し、入院治療の中断を選択し、退院することに同意致し

ます。また、退院およびその後の周辺環境によって生じた身体上の不利益も、

致し方のない個人責任であるものとして承諾致します。 
 
平成    年    月    日 
 
 
患者氏名：                          
 
家族氏名：                 続柄： 

（押印不要） 
 
 
上記のものの退院を承認致します。 
 
平成    年    月    日 
 
国立病院機構災害医療センター・院長： 
 

院長代行： 
 

（押印不要） 
 
 
＃上記の同意書は、患者側は患者または家族、病院側は院長または代行のそれ

ぞれ 1名の自筆のサインで有効なものとする。 
 



 
 
 
 

病院 BCP作成の手引き 
【災害拠点病院用】 

 
（平成 29年 3月版） 
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病院 BCP作成の手引き（平成 29年 3月版） 

【災害拠点病院用】 
 

作成：本間研究班分担研究者 

横浜市立市民病院 堀内義仁 

 

ここではまず、病院における BCP（病院 BCP）を策定するための「手引き」を呈示する。

また実際に本手引きに従って作成した、仮想の災害拠点病院での計画を添える。 

 

【作成・管理のためのステップ】（計画を誰がどう作り、どう管理するのか） 

１．作成のための組織 

作成の方針を立て、作成に必要な作業を整理して分担し作業を行い、それを合わせた

ものを評価して、決定するためには、「委員会」や「部会」などの組織が不可欠である。 

２．組織のメンバー構成 

この組織には計画全体のイメージを掌握し、会を取り仕切る少人数（一人から数名）

を中心として、作業は分掌するのがよい。分掌された作業を遂行するためその内容に詳

しい人材が担当する必要があるため、医療関係、地域や施設における種々の規定、物品

関係、施設・設備関係、通信関係などに詳しい担当者を種々の職種から選ぶ必要がある。 

３．成果の評価・決定 

完成分の評価のために進捗に合わせて定期的会合を開く必要がある。成果物の最終決

定は病院の最高責任者によって決裁される。 

４．計画の周知 

  計画は職員全体に共有され、理解されることが必要である。 

５．計画の管理（点検・見直し・改善） 

  作成された計画は定期的に、あるいは状況の変化にあわせ、繰り返し見直しが行われ

現状に合ったものでなければならない。 

 

【全体構成（章立て）のための前提】 

 まず、BCP がどのような災害を対象として、院内外のどのような範囲に適応させるのか

を明確にする必要がある。次に、盛り込む内容は、時系列（時間軸・タイムライン）、に合

わせて計画、準備、行動に分類する必要がある。この分類をまとめたものが「章立て」の

基軸となる。 

 病院としての BCPを作成するにあたり、まずは自院がどのような地理的・立地条件にあ

り、どのような災害が想定されるのか、そして地域に対してどのような社会的責任を求め

られているのかを分析して明確にする必要がある。厚生労働省が、策定が望ましいとして
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いる BCP は主に地震などの広域災害に対するものであるため、「大地震による被害」に対

する計画自体の分析は比較的容易であろう。計画の目的であるが、これも自院の病院とし

ての機能を維持して、あるいは可及的に速やかに回復して自院の入院患者のみならず、周

辺地域の、あるいは災害拠点病院であれば遠隔からの被災患者の受入れやコントロールを

行うことであろうし、その機能継続期間を災害急性期から亜急性期、そして慢性期への継

ぎ目のない移行ができるよう十分長く継続できるように準備しておくことにある。 

BCP の考え方自体には計画・準備、実行、改善のプロセス（いわゆる PDCA サイクル）

と、このプロセスを継続的に進めるための決定・実行のための組織での活動も含まれてい

る。災害時に設置される「災害対策本部」の活動は BCP全体の中では、実行の部分に不可

欠ではあるものの、一部分であることをまずは認識いただきたい。むしろ大切なのは、BCP

全体を遂行するための平時からの院内の組織と運用される体制であり、平常時からの具体

的な活動内容としては、災害対応に必要な大局的な計画から細部にわたる部分的な計画を

立案し、その計画に則って組織の体制を構築し、必要物品・スペースなどを確保・維持管

理し、必要な人員を教育・訓練してゆけるものでなければならず、これら全体を含めて BCP

である。地震などの広域災害への対応は、病院単独では困難であり、関連する諸組織との

事前の申し合わせ・協力体制に関しての地域に即した形でルール等を盛り込むことも必要

な要素として含まれる。 

BCP に必要な多くの要素をチェックする目的で、われわれはチェック項目リストを作成

した。これを、BCP 全体の作成や見直しに役立てていただければと思う。さらに、具体的
な個々の計画を進めれば、必ず多くの細かな取り決めごと（ルール）の必要性が生じてく

る。これらの運用に必要な事項は、本体部分を部分改訂するとともに種々の資料（マニュ

アル、アクションカード、物品リスト、帳票類など）として整理されることになる。 
本研究における BCP の「たたき台」の提案については、以上のことを念頭に置いて、章
立てと各章に含まれる具体的な項目と項目の簡単な解説、盛り込む内容を提示する。施設

の置かれた環境・諸条件によって、取捨選択し、また内容を変更してゆけば、その施設で

の BCP が出来上がることをイメージしている。計画の全体像と章立ての把握、確認には、
以下の図（BCPの全体像）を参照されたい。 
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【BCPの全体像】 
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【タイトル】 

 従来は、「○○病院 災害（時）対応マニュアル（Ver.××）」（略称：災害マニュアル）

が一般的であったが、病院 BCPの考え方に基づいた、総合的な病院機能の継続計画である

ことがわかるようなタイトルとする。例えば、「○○病院 BCP(機能継続計画)（初版）」、や

「○○病院 BCP（初版）」のようなものとするとよい。 

 

【はじめに】 

 BCP を作成した目的や内容の概要、定期的見直しと改善が必要なことなどを明記する。

改訂時には、それが行われた経緯や主な変更・改善がわかるようにする。 

 

【対象となる災害の明記】 

病院の立地条件、ハザードマップ、歴史的に経験した災害等を勘案して、想定される災害

とその可能性（頻度、重要度）について明記する。当然ではあるが、たとえ想定される可

能性・頻度は少なくとも、患者・職員の生命や病院の事業継続に支障を及ぼす可能性のあ

る災害は考慮する。場合によっては、想定される災害毎の BCPの整備が必要となる。 

（注：今回呈示した病院 BCPは、津波、河川の氾濫、山崩れなどの個別の災害毎の計画に

ついてはあえて触れず、大災害時の基本となる最小公倍数としての直下型の地震災害に対

する病院 BCPを取り上げた） 

 

【目次】 

ここに BCPの全体像がわかる、章立て、項目を、掲載ページとともに列記しておく。 

 

【章立て】 

第■章 災害対応の基本方針 

ここには、病院の基本的な情報（地理的・立地条件、平常時・災害時に求められる病院

の機能、特殊な事情等）を分析・明示し、災害時対応に必要となる平常時の組織体制・災

害に備えた準備体制・職員の参集基準や安否確認の方法、他組織との連携体制の方針など、

災害対応の基軸となり、全職員が平常時から理解、実践しておくべきことを挙げる。また、

実際に災害時に対応する「災害対策本部」の位置づけ、平常時の組織からの移行、および

本部の基本的な役割を明示しておくことも大切である。 

《具体的項目》 

●想定災害と自院の役割 

 ◆地理的・立地条件 

 ◆平常時・災害時に求められる病院機能 

 ◆自院の特殊性（基幹災害拠点病院、災害拠点病院、地域中核病院、専門機能病院、等） 

 ◆想定災害 



7 

  ・近隣（遠隔）大地震による震災  

注）これ以外に、近隣大事故や特殊災害に関するものもあるが、本稿では「大地震」

を想定した包括的なものに対する BCPであるので、感染症のアウトブレイクや化学物

質災害等については、別に章立てして作成、あるいは別にマニュアルを作成して本計

画全体の部分とするとよい。多数傷病者事案については、本計画の急性期対応等で概

ね対応可能であると考える。また改訂消防法（平成 21年 6月）に規定されている災害

対応マニュアルは本計画と、消防計画を合わせたものであるので、「火災」においては、

病院消防計画に従うものとして整理すれば、求められている要件は満たされているも

のと考える。 

 ◆地域における位置づけ 

  ・地域防災計画 ・災害医療コーディネート体制 ・地域災害医療ネットワーク 

 ◆平常時の災害準備体制（災害対策委員会、危機管理委員会） 

 ◆災害対策本部の組織体制と機能 

  ・被災状況確認（院内・近隣・遠隔） ・災害対策本部設置基準（平常体制からの移

行方法も含む） ・災害対策本部組織図 ・災害時緊急連絡先一覧 ・本部の役割 

 ◆職員参集基準・安否確認の方法・参集状況確認体制 

 ◆災害レベル別対応の基本方針 

  ・被災状況別 ・通常診療の中断 ・災害モードでの急性期対応 ・病院避難判断 

 ◆医療班（DMATなど）の派遣・受援体制 

 

第■章 事前準備（平常時対応） 

 実際の災害時対応は、その方法を定め（従来の災害マニュアルに相当する部分）、必要な

場所で必要な物品を使用して、知識や技能を習得した組織の行動によってなされる。ここ

には、これらに必要な、組織のシステム、人、物（建物補強、インフラ整備、医療用資器

材、医薬品などを示す）の必要な事前準備についてまとめる。大きな項目を別に章立てし

ても良い。 

《具体的項目》 

●組織・システム 

 ◆自院の災害対策委員会（危機管理委員会） 

 ◆地域防災計画における位置づけ、地域との連携・協力体制、地域との協定、 

●人 

◆教育・研修 

◆災害訓練 

●物（建物・インフラ・通信など） 

 ◆安全・減災対策 

  ・耐震補強 ・緊急地震速報の導入 ・物品の転倒・転落・散乱防止策 など 
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 ◆インフラ整備（水、電力、医療ガスなど） 

  ・貯水量、井戸水などの利用 ・自家発電装置 ・無停電装置 ・無停電電源との接

続 

  ・医療ガスの種類と点検方法 

 ◆情報関係（診療情報、通信手段） 

  ・コンピュータ上の診療情報保全 ・EMIS ・衛星通信機器 

 ◆医療安全（院内危険物、衛生環境保全など） 

  ・危険物（放射性物質など）の転倒・転落・散乱防止策 ・予防衣 ・簡易トイレ 

 ◆物品管理・危険物管理 

・物品リスト ・保管リスト 

 ◆各種点検（方法、頻度、チェックリスト） 

 

第■章 災害急性期対応  

これが従来の災害対応マニュアルの本体部分（時系列対応、アクションカード）に相当

するため、既存のものがあれば、以下のような項目についての記載の漏れがないかを確認

し、病院の実情に合わせて微調整すればよい。 

 

●発災直後から被災患者対応まで 

◆安全確保 

 ・身の安全 ・患者の安全 ・転倒物・危険物からの回避・安全措置  

◆災害対策本部の設置 

◆被害状況の把握（院内外） 

 ・チェックリストに応じた施設・設備点検 ・職員・患者の安全確認 ・病院外の被

災状況の情報収集  

◆災害レベル別対応（被害の有無、被害の規模、夜間・休日発災、など）の決定 

  

●急性期被災患者対応 

 ◆トリアージ 

 ◆被災患者受付 

 ◆被災患者の流れ 

 ◆緊急度の変更と対応 

 ◆職員配置情報（白板運用） 

 ◆患者位置情報 

 ◆患者搬送手段と方法（災害ベッドの運用、階段搬送の方法） 

 ◆血液検査運用 

 ◆輸血運用 
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 ◆放射線検査運用 

 ◆増床運用 

 ◆手術室運用 

注）急性期の重症外傷患者においては緊急手術が必要になるケースが多いが、手術室

の運用として手術の同意の確認、手術の決定者と術者、看護師の配置、術後管理を行う ICU

などの病棟との連絡、本部への報告など様々な事象に対処しなければならない。本来であ

ればこの部分も◆手術室運用として項目建てて、明記すべきところである。が、この部分

は施設間の差が大きいところであり、施設毎に訓練や実際の経験から検証し、運用を決め

て加える。 

 ◆看護学生の活動（急性期） 

 ◆部門間の連絡体制 

 ◆部門連絡先一覧 

 ◆エレベータ運用（自家発電作動時・フル稼働時） 

 ◆ヘリポート運用 

 

第■章 各部門の対応 

 ここには、各部門（災害対応時に立ち上げる新たな部門と既設の部門で災害時に平常時

とは異なる対応が必要となる部門）の災害時の対応の基本（責任者、連絡先、担当者、対

応内容の概要）を、全職員の共通認識として理解しておくべきことを中心に簡便に明記す

る、あるいは、部門別の活動としてアクションカードとしてもよい。部門内の担当者別の

活動内容をアクションカード化したものや、放射線部門、薬剤部門、栄養部門などの特殊

性の高い部門や活動が多様・多岐にわたる災害対策本部などの部門では、それぞれ本計画

とは別に部門別運用マニュアルとして作成しておくとよい。なお、災害のフェーズによっ

て変化してゆく部分があれば、それも明記する。 

 

第■章 中長期対応（亜急性期・慢性期対応） 

 発災後の時間経過とともに、対応すべき傷病は変化し、被災地外からの支援も期待でき

るようになる。この章にはこれらの災害フェーズやニーズの変化に伴って対応すべきこと

をまとめる。 

 ◆支援者対応計画（受援対応計画） 

  ・DMATへの対応 ・その他の医療班への対応 ・ボランティアへの対応 

  ・マスコミへの対応 

 ◆物流（SPD）対応 

  ・契約・協定（事前） 

 ◆臨時勤務体制の確立（職員・応援者） 

  ・休息、休暇がとれるローテーション案 
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 ◆災害時要援護者対応 

  ・在宅酸素患者 ・慢性透析患者 ・妊婦（新生児） ・慢性疾患 

  ・外国人対応 

 ◆心理的サポート 

 ◆ご遺族への対応 

・（DMORTとの連携） 

◆医療以外の支援体制 

  ・患者サポートセンター ・行政との連携 

 ◆災害モードの収束・終了 

 

 

第■章 震災に備えた BCPチェック項目 

 ここで挙げるチェック項目は本来、自施設で必要な項目を分類して整理して、「既にでき

ていること」「やらねばならないこと」が評価できるように作成して、定期的にチェックを

行い、本計画自体の改善に役立てるためのものであるが、この作成の作業には多大な労力

を要するので、当研究班が提示しているものや、他の団体が提唱しているものを参考に、

病院の実情にあわせて追加、削除して作成するとよい。チェック項目が先か、本計画が先

かの問題はあるが、要は両者を連動させて見直しを繰り返し、よりよいものに変えてゆく

ことが肝要である。 
 

第■章 資料（トリアージタグ、災害診療記録、報告書・帳票類、各種リスト、特殊対応、

震災被害の記録や予測、地図、連絡先一覧、災害用語集など） 

 ここには、本文中に掲載しなかった大きな表やコピーすればそのまま使用できるような

帳票類を資料としてまとめる。この章の最初に内容の一覧を付ければわかりやすい。以下

に使用の例を列記する。 

●報告書 

◆被災状況報告書（全部署共通◆本部報告第１報用） 

◆被災状況報告書（全部署共通・本部報告続報用） 

◆（被災状況報告書（特殊部門）） 

◆災害時点検個所一覧（建物被害チェック用）（専門性が高く、ここでは省略も、重要！） 

◆被災患者登録名簿（全部門共通・本部報告用） 

◆災害時従事者登録名簿（全部門共通・本部報告用） 

●帳票類 

◆院内用トリアージタグ 

◆災害診療記録（参考資料） 
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◆災害時照射録 

◆災害時処方箋 

●一覧表 

◆災害時約束処方一覧 

◆災害用医薬品一覧 

◆災害カート薬品一覧 

◆防災倉庫備蓄一覧 

◆院内放送文言集（状況別） 

●点検表・チェックリスト 

◆防災措置点検表（平常時・部門別） 

◆災害対策点検項目（平常時・部門別） 

●特殊運用 

◆緊急地震速報対応マニュアル 

◆ヘリポート運用マニュアル 

◆非常食階上運搬方法（ユニット・リレー方式） 

●その他の資料（参考となる資料、部門別マニュアルなど） 

◆災害用語集 

◆施設周辺地図（広域避難所） 

◆○○地震による被害（予想）のまとめ 

など 

 

【索引】 

 「トリアージ」や「ヘリポート」などキーワードからも本文の中を検索できるように巻

末に索引を作成するとよい。 

 

【改訂の変遷の記録】 

 改訂を繰り返すことが、本計画自体に含まれていることから頻回な見直しが必要であり、

その変遷を巻末に記す必要がある。改訂した時期と可能であれば改訂の責任者がわかるよ

うにしておくとよい。 

 

以上が BCPに基づく病院の診療継続計画の枠組みとなる。これをもとに、さらに具体的

な計画の例をしめす。あくまでも例であるので自施設の実情に合わせて変更して作成して

いただきたい。 
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